
令和７年度
南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議

及び
南渡島圏域地域医療構想調整会議

（書面開催）

＜次 第＞

内 容

議 事

１ 協議事項
（１）南渡島圏域地域医療構想調整会議の副議長の選出について
（２）「地域医療構想推進シート」の更新について
（３）病床機能に係る病院開設等計画について

２ 報告事項
（１）南渡島圏域における紹介受診重点医療機関について
（２）南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議各専門部会の令和７年度活動状況について
（３）「南渡島圏域地域推進方針」の進捗状況【令和７年度】について

＜資 料＞

資料１ 【議事１（１）】南渡島圏域地域医療構想調整会議副議長の選出について
資料２－１ 【議事１（２）】地域医療構想推進シートの更新について（要旨説明）
資料２－２ 地域医療構想推進シート（案）
資料３－１ 【議事１（３）】病床機能に係る病院開設等計画について（要旨説明）
資料３－２ 病床機能に係る病院開設等計画書（医療法人社団仁誠会 花園記念病院）
資料３－３ 病床機能に係る病院開設等計画書（医療法人正衛会しいき循環器科内科医院）
資料３－４ 病床機能に係る病院開設等計画書（渡島リハビリテーションセンター診療所）
資料３－５ 病床機能に係る病院開設等計画書（独立行政法人国立病院機構函館医療センター）
資料３－６ 病床機能に係る病院開設等計画書（函館赤十字病院）
資料４ 【議事２（１）】南渡島圏域における紹介受診重点医療機関について（要旨説明）
資料５－１ 【議事２（２）】南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議各専門部会の令和７年度活

動状況について（要旨説明）
資料５－２ 令和７年度南渡島保健医療福祉圏域連携推会議各専門部会活動状況
資料６－１ 【議事２（３）】「南渡島圏域地域推進方針」の進捗状況【令和７年度】について

（要旨説明）
資料６－２ 「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況【令和７年度】
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議 事 １（１） 資 料 １

南渡島圏域地域医療構想調整会議副議長の選出について

・ 当会議は、南渡島圏域地域医療構想調整会議設置要綱第５条第２項により、委員から

互選することとなっており、令和７年６月で副議長の光銭委員（一般社団法人 渡島医

師会）が委員を退任し副議長が空席となったことから、副議長を選出するものです。

・ 事務局として、次の委員を副議長として選出することを提案いたします。

【事務局案】

一般社団法人 渡島医師会 会 長 渋 谷 好 孝 委員

・ 承認の可否について、別紙（１）の回答書により、ご回答をお願いします。

南渡島圏域地域医療構想調整会議設置要綱（抜粋）

（議長及び副議長）

第５条 調整会議に、議長及び副議長を置く。

２ 議長及び副議長は、委員が互選した者をもって充てる。



議事１（２） 資料 ２－１

地域医療構想推進シートの更新について（要旨説明）

・ 「地域医療構想推進シート」は、その圏域における、地域医療構想について検討協議
等を行った結果や圏域の状況等について一覧にしたもので、毎年度更新し推進管理に係
る工程表として策定しています。

・ 本年度のシート（案）を資料２－２のとおり作成しましたので、内容をご確認いただ
き、ご意見等ありましたら、別紙１の「回答書」にご記入いただき、提出をお願いい

たします。

・ なお、昨年度（令和６年度）のシートから変更となった箇所は取り消し線や朱書き下
線となっています。
また、主な変更点は次のとおりです。

○ １ページ
・ 「１ 地域医療構想の実現に向けた取組の方向性」のところは、平成２９年１１
月に実施した「地域医療構想の推進に関する医療機関アンケート」結果をそのまま、
引用している部分は、古いデーターのため削除した。（他の実施した調査結果との
比較に使用されているものは除く。）

○ ２ページ
・ 「圏域内における医療機能及び他圏域との連携等の必要性」の部分は、公表最新
データーに更新及び追加掲載した。

○ ３ページ
・ 「病床の状況及び２０２６年の見込み」及び「不足することが見込まれる医療機
能の確保対策」の部分は、今年度実施した「地域医療構想の推進に関する意向調査」
で各病院等から報告があった内容を反映した。

・ 昨年度の「２０２５年の見込み」から、本年度は「２０２６年の見込み」に変更
した。

○ ５ページ～６ページ
・ 「５ 地域（市町村）における取組」は、市町に照会し、最新の状況に変更。
・ 「（３）その他医療・介護従事者の確保等」は、圏域内全ての市町で医療、介護､
福祉の職種に、貸し付け、奨励金、研修受講費用の補助などを実施している。

○ ６ページ～９ページ
・ 「公立病院経営強化プラン」及び「公的医療機関等２０２５プラン」の進捗状況
は、該当医療機関からの報告を反映した。

・ 「公立病院経営強化プラン」は、全対象医療機関が、令和和５年度までに策定完
了。プランの進捗状況の部分は、現状を記載した。

○ １０ページ
・ 「（７）地域で不足する外来医療機能の確保に係る取組」は、令和６年１２月策
定の「北海道医療計画南渡島圏域地域推進方針」を反映させ、今年度の「現状」、
「課題」、「取組状況」は、最新の状況を記載した。

・ 今年度の注目点は、昨年、令和７年１２月２３日付けで、函館市が「北海道在宅
医療連携拠点」に指定され、「グループ診療制度」が稼働し始めた。

・ また、令和８年２月２７日付けで、北海道在宅医療推進支援医療機関に、医療法
人社団守一会北美原クリニック（函館市）が指定された。

・ 上記２項目を追記した。
○ １１ページ
・ 「８ 本年度の取組に関する評価（課題）及び今後の方向性」の「評価（課題）」
を最新の状況に更新した。

・ 「今後の方向性」は、「地域で不足する外来機能の確保に係る取組」の「在宅医
療」に、１０ページと同様に在宅に関する事項を追記した。



地域医療構想推進シート（案）

地域医療構想の実現に向けた取組の前提条件

　○　人口の少ない地域においても、推計患者数だけで決めることなく、担保すべき医療レベルを保障する。
　○　高度急性期・急性期を主な役割とする病院でも、一定数の回復期病床は必要である。
　○　回復期を主な役割とする病院でも、一定数の急性期病床は必要である。
　○　それぞれの医療機関の経営が成り立つこと。

１　地域医療構想の実現に向けた取組の方向性

　　※1　「地域医療構想の推進に関する医療機関アンケート」（H29.11）から

　　※2  「地域医療構想の推進に関する意向調査（R7.1）」から

　　※3  「北海道医療計画（令和6年度～令和11年度）」の別表から

　　※4 「地域医療構想の推進に関する意向調査（R7.1）」（医療機能の連携に関する質問）から

南渡島

・24時間看取り、ターミナルケア体制が確保されている。
・在宅医不在時の代診等の支援体制が確保されている。

・平成29年に実施した調査では、在宅医療の確保に向けた検討が必要と感じている医療機関は65.9%で
あったが、令和6年に31病院に実施した「在宅医療についてどの程度課題があるか」を➀（特に感じない）
～⑤（強く感じる）で尋ねたところ、④⑤を選択したのは、8病院の25.8％であった。※1※4
・課題として感じている事項では、「人員不足」、「24時間対応できる体制を連携して確保するための人員
の確保」や「連携先の確保」であった。※4
・「在宅療養支援病院」の届出を行っている医療機関は8ヶ所、「在宅療養後方支援病院」は1ヶ所、「在
宅療養支援診療所」は23ヶ所あるが、函館市及びその近郊に医療機関が集中している。※3
・回復期病床の位置づけの明確化及び在宅移行がどの程度進むかが分からないと、急性期医療機関
が検討できない。
・圏域内の10病院が介護老人保険施設・介護医療院・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等の
協力医療機関となっている。※4
・令和6年に31病院に実施した調査で、「入院患者の自宅への退院における地域連携の観点」からの課
題として、「ケアマネや介護職との患者情報の共有」、「介護保険等における居宅サービス（事業所）の確
保）」や「往診や訪問診療を行ってくれる医師（医療機関）の確保」とする意見が多く上げられた。※4

・高齢者の住まいの確保に向け、９市町すべてが目標を設定し、取組を進めている。

・サービス付き高齢者向け住宅など、高齢者の住まいの確保に向けた取組が市町を中心に推進されて
いる。

令和 7 年度 区域名

　医療機関の機能（診療科）や体
制（救急医療体制等）が一部重複
していることによる役割分担等に
向けた取組

現状・課題

目指す姿

　急性期医療を受けた後の患者
の受け皿となる医療機能（回復期
病床）の確保に向けた取組

現状・課題

目指す姿

・地域包括ケア病床・病棟など、回復期の患者の受入体制が確保されている。
・緊急連絡、搬送体制が確保されている。
・南檜山や北渡島檜山圏域など他圏域から受け入れた急性期患者についても、住み慣れた地域へ戻る
ことができる医療介護の広域連携体制を確立する。

・人口の少ない地域でも担保されるべき医療が保障されている。
・広域性から地方にも一定の機能を有する医療機関が確保されている。

・医療機能の役割分担が必要と感じている医療機関は13.6％、当面は現状維持と考えている医療機関
は50.0％である。※1
・函館市内に医療機関が集中しており、役割分担と連携が必要である。
・地域で不足している機能をどう担保するかが解決されなければ全体のバランスの検討は困難である。
・令和6年に31病院に実施した調査で、人材の確保の問題から「圏域内の他の医療機関との医療機能の
役割分担について検討しているが、予定とおり進んでいないとする病院があった。※4

・回復期病床の確保に向けた検討が必要と考えている医療機関は31.8%である。※1
・急性期等から回復期への病床転換を計画している及び今年度に実行した医療機関は４病院、53床と
なっている。※2
・令和6年に31病院に実施した調査で、「入院患者の転院時における地域連携の観点」からの課題とし
て、「退院患者の受入先の確保」、「他の医療機関との情報連携（IDリンクの導入など）」や「患者本人の
理解や家族の協力」とする意見が多く上げられた。※4

　地域（市町村）における高齢者
の住まいの確保等に向けた取組

現状・課題

目指す姿

　限られた医療資源（病床や医療
従事者等）を有効に活用するため
の医療機関の再編統合等に向け
た取組

現状・課題

目指す姿

　高齢化の進行に伴い、住み慣れ
た地域や自宅での生活を支えるた
め、その受け皿となる在宅医療等
の確保に向けた取組

・医療機関の再編・ネットワーク化に向けた協議が必要と考えている医療機関は38.6%である。※1
・「他の病院、診療所との役割分担・連携を予定又は実施している」医療機関は13.6%、「予定はないが興
味あり」は61.4%、「予定なし」は22.7%である。※1
・地域医療連携推進法人について、「設立予定」の医療機関は0%、「予定はないが興味あり」は52.3%、
「予定なし」は47.7%である。※1
・令和6年に31病院に実施した「病院経営を継続するにあたり、どの程度課題があるか」を➀（特に感じな
い）～⑤（強く感じる）で尋ねたところ、④⑤を選択したのは、20病院の64.5％であった。※4
・課題として感じている事項には、「入院や外来の患者数が予想より少ない」、「高額検査機器等の導入
や更新が予定どおり進んでいない」などが上げられていた。※4
・令和6年に31病院に実施した「入院患者の受け入れに関する課題があると感じている事項」を尋ねたと
ころ、「医師などの人材確保」、「施設の老朽化・狭隘化」や「患者本人の理解や家族の協力」を上げてい
る。※4

・多職種の連携体制が構築されている。
・医療介護連携の中核的人材が育成されている。
・医療機関間でより一層の役割分担や圏域を超えた医療協力などにより地域の医療資源を有効活用 で
きる。

現状・課題

目指す姿

資料2-2
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【在宅医療において積極的役割を担う医療機関（北海道在宅医療推進支援医療機関）】
　 医療法人社団守一会　北美原クリニック（函館市）

地方センター病院
地域センター病院
地域医療支援病院
特定機能病院

【総合周産期母子医療センター 】
　 函館中央病院
【地域周産期母子医療センター 】
 　市立函館病院

 　函館中央病院、市立函館病院、函館五稜郭病院、 医療法人社団明誠会こじま産婦人科、医療法人
社団陵仁会えんどう桔梗マタニティクリニック

【分娩実施医療機関】

【へき地医療を支援する民間医療機関】
　 高橋病院、西堀病院、亀田北病院
【へき地診療所】

　 町立江良診療所（松前町）、知内町立湯の里診療所、医療法人社団清邑会椴法華クリニック（函館
市）

【小児救急医療支援事業参加医療機関】
　 函館中央病院、市立函館病院、函館五稜郭病院、共愛会病院
【北海道小児地域医療センター】
　 函館中央病院、市立函館病院
【北海道小児地域支援病院】
　 函館五稜郭病院
【小児科又は小児外科を標ぼうする病院】

　 国立函館医療センター、市立函館病院、共愛会病院、函館中央病院、函館五稜郭病院、市立函館恵
山病院、市立函館南茅部病院、函館新都市病院

【第二種感染症指定医療機関】
 　市立函館病院
【第一種協定指定医療機関】

救急医療

【救命救急センター】
　 市立函館病院
【二次救急医療機関】

　 国立函館医療センター、市立函館病院、函館五稜郭病院、函館中央病院、函館市医師会病院、函館
協会病院、函館赤十字病院、、共愛会病院、高橋病院、西堀病院、函館渡辺病院、函館新都市病院、
函館脳神経外科病院、亀田病院、富田病院、函館稜北病院、おおむら整形外科病院、市立函館恵山病
院、市立函館南茅部病院、松前町立松前病院、木古内町国保病院、森町国保病院、ななえ新病院

【休日夜間急患ｾﾝﾀｰ】
 　函館市夜間急病センター

【救急医療体制輪番】
精神医療

 　富田病院、函館渡辺病院、亀田北病院、なるかわ病院

　 市立函館病院、函館中央病院
【がんゲノム医療連携病院】
　 市立函館病院、函館五稜郭病院
【急性期】
　 函館脳神経外科病院、函館新都市病院、市立函館病院、函館中央病院

脳卒中

心筋梗塞等の心血管疾患

が　ん

周産期医療

へき地医療

小児医療（小児救急医療）

新興感染症発生・まん延
時における医療

６
事
業

【回復期】

 　函館脳神経外科病院、高橋病院、西堀病院、亀田病院、函館渡辺病院、共愛会病院、 函館稜北病
院、函館協会病院、富田病院、函館市医師会病院、函館新都市病院、市立函館恵山病院、ななえ新病
院、平山医院、深瀬医院

【急性期】

　 市立函館病院、函館中央病院、国立函館医療センター、函館五稜郭病院、函館市医師会病院

　 国立函館医療センター、市立函館病院、函館協会病院、函館赤十字病院、函館市医師会病院、共愛
会病院、函館五稜郭病院、函館稜北病院、亀田病院、亀田北病院、森病院、富田病院、西堀病院、函
館渡辺病院、市立函館恵山病院、市立函館南茅部病院、高橋病院、函館中央病院、松前町立松前病
院、江口眼科病院、木古内町国保病院、ななえ新病院、森町国保病院、新都市砂原病院、診療所69施
設（眼科含む）

【ＤＭＡＴ指定医療機関】

【北海道災害拠点病院】
　 市立函館病院

５
疾
病

【在宅療養支援歯科診療所】

連携・協議が必要な圏域名
（自圏域での対応が困難な疾病等）

糖尿病

災害医療

指 定 医 療 機 関 等 の 名 称

【がん診療拠点病院】
　 市立函館病院、函館五稜郭病院
【北海道がん診療連携指定病院】
　 函館中央病院、国立函館医療センター
【小児がん患者等の長期の診療体制の強化のための連携病院】

【在宅療養支援病院】

区分

 　※　　「北海道医療計画」の別表（北海道保健福祉部ホームページ）等から転記

【在宅療養支援診療所】

　 函館稜北病院、函館おしま病院、亀田病院、函館赤十字病院、函館記念病院、松前町立松前病院、
木古内町国保病院、森町国保病院

　 函館市在宅医療圏：19歯科診療所、渡島東部在宅医療圏：５歯科診療所

　市立函館病院、函館五稜郭病院

 　市立函館病院、函館五稜郭病院、函館中央病院、国立函館医療センター、函館赤十字病院、函館渡
辺病院、富田病院、稜北病院、函館市医師会病院、函館脳神経外科病院、函館新都市病院、森病院、
市立函館恵山病院、函館協会病院、共愛会病院、高橋病院、木古内町国保病院、森町国保病院、松前
町立松前病院、ななえ新病院、新都市砂原病院

【在宅医療に必要な連携を担う拠点】
　 函館市（共同実施主体：函館市医師会）【拠点名：函館市在宅医療圏連携拠点】

そ
の
他

外来 紹介受診重点医療機関  　国立函館医療センター、市立函館病院、函館五稜郭病院、函館中央病院

在宅 在宅医療

　 28診療所
【在宅療養後方支援】
　 国立函館医療センター

２　圏域内における医療機能及び他圏域との連携等の必要性

　 市立函館病院
　 市立函館病院
 　函館市医師会病院、市立函館病院
　 なし
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№

床 → 床

床 → 床

床 → 床
3

床 → 床

床 → 床

床 → 床

床 → 床

（２－③）不足することが見込まれる医療機能の確保に向けた取組目標及びスケジュール

№

1

2

3

4

19 回復期 19
急性期病床から回復期病床へ転換基金の活用 調整会議での説明

無 無

社会医療法人高橋病院
令和5年度

（基金事業終
了令和6年度）

急性期 22 回復期 22 急性期病床59床を地域包括ケア病床39床（回復期病床）、回復期リハ病床20
床（回復期病床）へ転換
※R6年10月移転新築

調整会議での説明
有 有

　※　上記については「地域医療構想の推進に関する意向調査（R76年度）」で把握した計画であり、今後変更となる場合があります。

基金の活用

中島内科循環器科メンタ
ルクリニック

（３－①）医療機関の再編統合等に向けた動き

（２－②）不足することが見込まれる医療機能の確保対策（令和8年度以降の計画も含む）

実施済
急性期

道南MedIka 平成19年度

H28年比 572床 ▲ 1,257床 220床

5,882床

R7.7.1 816床 2,195床 829床 1,099床 282床 5,348床

▲ 15床

293床

142床

127床

293床

  〃 平成26年度 なし
地域包括ケアシステムの実現を目指した医療
介護情報共有

ネットワークの名称 整備年度 基金の活用 概　　　　　要

※　「地域医療構想の推進に関する医療機関アンケート」（H29.11）等から

HICAS 平成21年度 なし

撮影した画像をフィルムレスかつ高精細にて閲
覧する事で、早期診断が可能となる。また、予
約等も画面上で可能になり、予約がスムーズ
になる。

函館市医師会病院ほか

  〃 平成24年度

1 市立函館南茅部病院
令和９年４月

（予定）

急性期
慢性期 計 59 回復期

基金の活用 調整会議での説明
国立病院機構函館医療セ
ンター

未定
（検討中）

急性期 回復期

有 有

有 有

実施済
急性期 45 回復期 45

▲ 534床

2026 816床 2,258床 880床 990床 5,237床

H28.7.1 244床 3,452床 609床

必要病床数
(2025（R7）年推計)

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 合　計

585床 1,759床 1,618床

登録団体・施設等

約80事業所（262施設（令和7年12月5日現
在））

高橋病院ほか

　 インターネットで患者の投薬歴や検査データ、手術記録、
画像データなどを複数の医療機関などを共有することができ
る地域医療連携システムを利用し、検査の重複をなくすなど
患者の負担軽減や複数の医療機関にまたがる患者に迅速、
的確な処置が可能となり、複数医療施設間などの医療・介護
連携を緊密に行うことにより、医療などの質の向上を図る。

区域内の現況、取組の方向性等

・将来的に回復期の不足、急性期と慢
性期の過剰が見込まれるがH29年以降
年々必要病床数に近づきつつある。

スケジュール

休棟等
（廃止）

380床必要病床数-2026 231床 499床 ▲ 738床 95床

参

考

病床機能報告
・

意向調査

（許可病床）

▲ 336床 282床

4,857床

休棟等
(今後再開）

回復期
各医療機関における検討状況の把握

（２－①）不足することが見込まれる医療機能の把握等

※医療機関別の結果は別紙参照（１）病床の現況及び2026年の見込み［医療機能別］

３　将来的に不足することが見込まれる医療機能の確保対策等

19

基金の活用 調整会議での説明

不足することが
見込まれる医療機能

回復期

医療機関名 予定時期 病床機能転換の内容

1,435床

895床

設立予定なし

病院、診療所との役割分担・連携

構成医療機関

R６ R７R５
医療機能 取　組　目　標

H29 H30 R1 R２ R３ R４

地域において不足することが見込まれる
医療機能の確保に向けた検討・協議

R８

平成１９年度 道南地域医療連携協議会

平成１０年度 函館中央病院、白鳥クリニック

区　　　　　　　　　　分 開始時期（予定）

なし 紹介患者の情報入手 函館中央病院、白鳥クリニック

活用済み インターネット回線を利用した診療情報の共有

地域医療連携推進法人

　※　「地域医療構想の推進に関する医療機関アンケート」（H29.11）等から

（３－②）ＩＣＴを活用した地域医療情報連携ネットワークの整備状況（令和7年度以降の計画も含む）

病床機能報告以外に、将来的に不足する医療機能（患者数）を把握する方法等

医療機関に対する調査を実施。調査結果について、調整会議（専門部会）にて協議・検討を行う。
　・入院患者調査(H27.11)
　・地域医療構想の推進に関する医療機関アンケート（H29.11）
  ・5疾病分類別入院患者調査（H29.11）
　・地域医療構想の推進に関する意向調査（R67年度）

整　備　等　の　概　要

　 市立函館病院（642床）と市立函館南茅部病院（59床）を再編統合し，市立函
館病院（642床）と（仮称）市立函館病院附属南かやべ診療所（19床）とすること
を予定。

国立病院機構の基盤強化推進基金による老朽化改修工事を予定。その整備
の際に、急性期病床の減少と回復期病床の増床を検討。（減少・増床の数は
整備計画において検討）

主な目的

急性期病床から回復期病床へ転換基金の活用 調整会議での説明
無 有

函館赤十字病院 令和6年5月1日
急性期 12 回復期 12 急性期病床から回復期病床への一部転換。（総病床数３床削減（急性期（２）・

休棟等（１））
基金の活用 調整会議での説明

有 有

2 共愛会病院

急性期 22 回復期 22
急性期病床から回復期病床へ転換道南勤医協函館稜北病院 令和6年5月1日 基金の活用 調整会議での説明

有 有
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（１）在宅医療等の必要量

　新たなサービス必要量（b）

　計 （a+b）

（４）非稼働病床への対応 

　※1　NDBによるデータ掲載が困難な場合はＫＤＢ(国保データベース）によるデータを掲載。ただし、その場合は欄外に注釈を掲載。

　※1　厚生労働省ＮＤＢ

H30
(H28数値）

H29

H30 185 床

※　「北海道医療計画（令和６年度（2024年度）～令和11年度（2029年度））」第13節 在宅医療の提供体制の「【訪問診療の需要（推計）】（145ページ）」から

99床

地域において不足することが見込まれる医療機能の確
保に向けた検討・協議

▲ 101床

R1 284 床

3,866 人

71 人

3,937 人

（
地
域
医
療
構
想

）

市町の施策推進状況及び医療機関の動向把握・課題の
検討

286 床 37床

各医療機関における検討状況の把握

各医療機関における検討状況の把握

各医療機関における検討状況の把握

各医療機関における検討状況の把握

各医療機関における検討状況の把握

人口10万対 21.9 18.6 20.5 21.7

R５ 483 床 ▲ 248床

249 床H28

年　次
病床機能報告制度

非稼働病床数 前年比 検　討　内　容

各医療機関における検討状況の把握

取　組　目　標

（３－③）医療機関の再編統合等の取組目標及びスケジュール

R1 R２ R３ R４ R５ R６H29 H30 R７

圏域における対応

取　組　内　容

各医療機関における検討状況の把握

各医療機関における検討状況の把握

R７ 733 床 124床

2026年
（R8）

各医療機関における検討状況の把握

75

R８

訪
問
診
療
※

区　　　　　　分
R５

(R３数値)
R６

(R４数値)
R７

(R５数値）

4,045 人

6,384 人

3,803 人

242 人

医
療
計
画

（２）訪問診療を実施している医療機関数

※　各年度に実施した「地域医療構想の推進に関する意向調査」から

在 宅 医 療 等

R６ 609 床

R４ 731 床 336床

スケジュール

R８

R７R４ R５ R６

19.8 21.0

　※3　医療施設動態調査（令和5年10月）厚労省から

　※2　住民基本台帳人口

　※4　人口は、令和6年1月1日現在総務省から

（３）在宅医療等の確保対策のスケジュール

R２ R３
確　　保　　対　　策

H29 H30 R1

スケジュール

R３ 395 床 158床

R２ 237 床 ▲ 47床

80 72施　　設　　数 85 71 82

各医療機関における検討状況の把握

R８
(R６数値）

2025年
（R7）

2029年
（R11）

4,018 人

141 人

4,159 人

４　在宅医療等の確保対策

126床

R１
(H29数値)

R２
(H30数値)

R３
(R１数値)

R４
(R２数値)

区　　　　　　　　　　　　　分

　地域医療構想掲載ベース（a）
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　※　各市町へ確認

　※　各市町へ確認

（３）その他医療・介護従事者の確保等

鹿部町 31 高齢者の住宅改修の相談支援体制と除雪サービスの実施

松前町

R6～R9

R6～R9

R6～R8

－ 住宅改修の支援

木古内町 R3～

R2 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の開設

R6～R8
市営住宅の一部を高齢者世帯向けの特定目的住宅として整
備

函館市
市営住宅の優先入居

住宅確保要配慮者に対する民間賃貸住宅への円滑な入居の
促進

住宅改修等への支援

住宅改修への支援

R6～R9

（１）医療と介護が連携した地域包括ケアシステムの構築に向けた基本的な考え方　

５　地域（市町村）における取組

取　組　目　標　に　対　す　る　達　成　状　況

在宅での自立した生活の確保

住宅改修相談窓口の設置、高齢者の住環境の改善、独り暮らしの高齢者や
夫婦世帯の除雪サービスの実施

森   町 29 町営住宅の一部（84戸）を高齢者向けとして整備

市町村名

目標通り、84戸を整備済　→　空室がある場合、定期的に募集（住み慣れた地
域での生活の確保）

R6～R9

在宅での自立した生活の確保

R6－ 住宅改修への支援 在宅での自立した生活の確保

知内町

北斗市

仕事等のスキルアップに必要な資格・研修受講への支援 町内の医療・福祉施設で働く人材の確保

介護職

医師会立のリハビリ職を養成する専門学校への支援

介護職員，ケアマネージャー，管理者および介護サービス事業所の経営者
を対象とした職種別スキルアップ研修の実施

令和６年４月１日以降に市内の事業所で初めて正規雇用かつ常勤の介護
職員等として就労した方に対し，奨励金を支給

市内介護事業所等における介護職員等を対象に，受講した「介護職員初
任者研修」または「介護福祉士実務者研修」の費用の一部を補助

北斗市 介護職
市内で初めて就労する正職員かつ常勤の介護職の方に就労奨励金を支給
する。１年以上継続就労された方に継続就労奨励金を支給

介護職

介護職
函館市

修学資金の貸付け（月額１８万円以内、養成施設の種類により上限額が異
なる、貸付期間の1.5倍に相当する期間を町内の医療機関に勤務）

医療・福祉分野職員の就業確保

医療・福祉分野

北斗市

木古内町

七飯町

松前町

福島町

知内町

　 圏域の医療・介護のネットワークを構築し、今後も住み慣れた地域において継続して生活できるように医療・介護サービスが切れ目なく提供できる地
域社会の実現を推進する。

　 地域包括システムの構築及び地域医療構想の推進を図るため、多職種協働により松前ケア会議や研修等を開催し、関係者間の連携強化に努め
ている。医療と介護連携における「日常の療養支援」「入退院支援」「急変時の対応」「看取り」の４つの場面の目指すべき姿を協議、共有し、取り組みを
すすめる。

 　地域包括ケアシステムの構築及び地域医療構想の推進を図るため、平成30年度より在宅医療・介護連携推進事業の実施を通じて、地区医師会や
保健所・近隣自治体との連携を図りながら、在宅医療・介護サービスの提供体制の構築を推進する。

   地域包括ケアシステムの構築及び地域医療構想の推進を図るため、平成30年度より在宅医療・介護連携推進事業の実施を通じて、医師会や保健
所、近隣自治体、居宅事業所等との連携を図りながら、住民に対する相談支援、在宅医療・介護サービスの提供体制の構築を推進する。

 　地域包括ケアシステムの構築及び地域医療構想の推進を図るため、平成30年度より在宅医療・介護連携推進事業の実施を通じて、医師会や居宅
事業所等との連携を図りながら、住民に対する相談支援や医療・介護関係者による多職種連携に関する研修会を開催するなど、在宅医療・介護サービ
スの提供体制の構築を推進する。令和6年度は、医療介護連携研修会及び多職種研修会を開催した。令和7年度は、医療介護に関連する多職種研修
会の開催と、道南メディカ（IDリンク）の登録及び活用について取り組み、医療介護連携の推進に取り組んだ。

　 ほくと・ななえ医療・介護連携支援センターにおける相談受付並びに情報提供、地域の医療関係者、介護関係者など多職種が参加する研修会の
開催等を通じて地域の医療関係者と介護関係者が集まって情報を共有できる場を利用して、緊密な連携を図りながら、住み慣れた地域で自分らしい暮
らしを最後まで送れるように、近隣市町とも連携して、地域の資源を広域的に活用した、切れ目のない医療と介護の提供体制を推進していく。
　 また、地域住民の複合化、複雑化した支援ニーズに対応するため、重層的支援体制整備事業を実施し、地域包括ケアシステムの強化を推進する。

鹿部町

今後、必要とされるリハビリ人材の確保と医療・介
護サービスの提供体制の充実

介護サービスの質の向上

介護人材の確保

福島町

サ高住の登録情報の公開

R6－ 高齢者向け住宅（シルバーハウス）の情報提供 住む場所の確保（シルバーハウス８戸）

－ 町支援ハウスやサービス付き高齢者住宅等の情報提供 住む場所の確保

取　　　　　組　　　　　目　　　　　標

年次 内　　　　　　　　　　　　　容

在宅での自立した生活の確保

在宅での自立した生活の確保

在宅での自立した生活の確保

在宅での自立した生活の確保

（２）高齢者の住まいの確保

森   町

市町村名

市町村名

函館市

「在宅医療・介護連携推進事業」の実施内容等について

　 医療・介護連携推進協議会や各種部会での協議，医療・介護連携支援センターにおける医療・介護関係者の情報共有の支援や職種間の相互理解
を目的とした多職種が参加する研修会の開催等の取り組みを通じ，切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築を進める。

　 医療と介護を両方必要とする状態であっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができる様に、在宅医療と介護を一
体的に提供するため、医療機関・介護事業所等の関係者との会議等による連携を推進する。

　 地域包括ケアシステムの構築及び地域医療構想の推進を図るため、平成27年度より在宅医療・介護連携を推進するための体制整備に努めている。
　 地区医師会や保健所との連携を図りながら、医療関係職種・介護関係職種等も連携を推進するとともに、在宅医療や訪問看護を担う人材の確保・養
成を推進する。

住み慣れた住宅での生活の確保

七飯町 R6～R8
医療・介護・住民主体等によるサービスを提供することにより
在宅での自立した生活を確保

福島町

－ 住宅改修の支援 住み慣れた住宅での生活の確保

高齢者向け住宅の開設
小規模多機能型居宅介護の開設(R3.4)

期待される効果等取　組　内　容

医療・福祉分野 月２万円貸付（終業後２年目から返済）

町営住宅24戸
地域での生活の確保

介護人材の確保，介護サービスの質の向上

介護人材の確保

町内の医療機関における新卒医療従事職員の就
業確保

保健師・助産師・看護
師・准看護師

修学資金の貸付（保・助：月５万円/看：月２万円／准：月１万円で３年間町
内医療機関等へ勤務）

新卒看護職員の就業確保

リハビリ職（OT、PT）

住み慣れた住宅等での生活の支援

松前町

医療従事者
中学生を対象に職場体験実習（病院） 将来の地域医療を担う医療従事者の確保

修学資金の貸付（月額　医師２０万円以内、薬剤師１８万以内、看護師他医
療従事者16万円以内、貸付期間の1.5倍に相当する期間、ただし、看護師
及び准看護師で貸付金額が月額100,000円以内の場合は1.0倍の期間を松
前病院に勤務）

町立病院職員の就業確保看護師

高齢者が住み慣れた地域での暮らしの継続

対象職種
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６　地域住民への広報活動

対象人数・部数

渡島総合振興局保健環境部保健行政室（渡島保
健所）ホームページ

実　　施　　内　　容

地域医療構想推進シート、地域医療構想等に関する説明会及び
南渡島圏域地域医療構想調整会議の開催状況について掲載

（１）協議の状況

介護福祉士（介護職） 介護職員初任者研修受講者への受講料補助 町内の介護施設に働く人材の確保

福祉分野 知内町福祉サービス等担い手対策j連絡協議会
町内の介護事業所、福祉事業所、団体、学校、行
政機関と連携し、人材不足対策と確保対策を一元
的に推進

R8.3.
（予定）

随時 ホームページ

R7.9.29

開催日

R8.2.17

副議長の決定
紹介受診重点医療機関（市立函館病院、国立函館医療センター、函館五稜郭病院、函館中央病
院）及び病床機能に係る病院開設等計画についての共有
地域医療構想推進シートの了承

７　調整会議における協議等

　※　各市町へ確認

町内の介護施設に働く人材の確保

七飯町

一般町民等
総合事業における基準緩和型サービス、有償ボランティア事業の従事者養
成研修の実施

要支援者への生活支援を実施する人材の確保

介護職員
令和6年4月1日以降に介護職員として町内の介護施設等に就労した者に、
就労奨励金を支給

町内の介護施設に働く人材の確保

新卒看護職員の就業確保

知内町

木古内町

待遇改善助成(介護従事者月額５千円、短時間勤務者２千５百円)
介護職員初任者研修の開催
介護職員研修費等の助成（自己負担額を５千円とし、超えた分を補助：上
限額８万３千円）
・介護職員初任者研修
・介護福祉士実務者研修
・介護支援専門員実務研修
・主任介護支援専門員研修

職員の定着化、不足の解消

医療従事者 医療従事者用住宅の整備（町医療） 医療従事者の就業確保

看護師 修学資金の貸付け（月額７万円、３年以上の町医療機関に勤務）

介護ヘルパー
介護ヘルパー養成講座の受講者に対する経費の助成（実費額の1/2以内、
５万円を上限額）
対象者：受講修了後町内の介護居宅事業所で働く者

介護ヘルパーの人材が確保されることによる、町
内の介護ヘルパーサービスの充実

実施日

第１回親会
（書面開催）

副議長の選任
紹介受診重点医療機関について
病床機能に係る病院開設等計画書について
地域医療構想推進シートについて

町内の介護施設等で就労した者に、就労支援金の支給

実施地域等

介護従事者

介護施設に働く方を対象とした資格獲得補助

令和3年4月1日以降に町内介護事業所等に新規雇用された方へ下記の雇
用期間及び住所要件に応じて就労祝金を支給
①採用後3カ月経過時1万円
②採用後、3年間継続雇用された町内在住者5万円
③採用後、3年間継続雇用された町外在住者3万円

森町

生活支援コーディネーターの配置とボランティアの育成
地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制
の構築に向けたコーディネーターの育成・配置

令和3年4月1日以降、申請日時点で町内介護事業所に雇用されている介護
従事者の対象資格取得のための費用の助成
（講座受講費用（自己負担分）の２/３+介護福祉士受験手数料の２/３）
【対象資格と上限額】
・介護職員初任者研修　　5万円
・介護福祉士実務者研修　7万円
・介護福祉士　　　　　  10万円(受験手数料は除く)

介護従事者

介護従事者

介護福祉士 高校生を対象とした初任者研修の開催 将来の地域福祉を担う介護従事者の確保

鹿部町
認知症サポーター養成講座

認知症になっても安心して暮らせるよう、認知症の方や
家族を支援する認知症サポーター養成講座の開催

介護従事者

一般町民等

介護福祉士（介護職）

町内の介護施設に働く人材の確保

広報の種類

地域医療構想の推進に関する意向調査結果の共有
病床機能に係る病院開設等計画の了承
地域医療構想推進シートの了承
新たな地域医療構想についての共有

第１回部会

親会・部会の別

第２回部会

協議・報告事項

新たな地域医療構想について
紹介受診重点医療機関について
病床機能に係る病院開設等計画書について
病床機能報告等から見た南渡島圏域の状況について
各病院における今後の取組の方向性等について

地域医療構想の推進に関する意向調査について
病床機能に係る病院開設等計画について
地域医療構想推進シートについて
新たな地域医療構想について

協 議 等 の 結 果

新たな地域医療構想についての共有
紹介受診重点医療機関として４病院を公表継続決定（市立函館病院、国立函館医療センター、函
館五稜郭病院、函館中央病院）
病床機能に係る病院開設等計画の了承
病床機能報告等から見た南渡島圏域の状況及び各病院における今後の取組の方向性等につい
て共有及び意見交換

町内に所在する介護事業所等における介護人材
の確保及び定着を図る

町内に所在する介護事業所等に従事する介護職
員の資質の向上を支援
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（２）「公立病院経営強化プラン」の進捗状況

病　院　名

市立函館恵山
病院

令和6年3月5年度にプランを策定。
プラン期間を令和5年度から令和9年度までとし、プラ
ンに従い病院運営を実施。
点検評価を令和7年2月に実施予定。
令和5年度点検・評価を令和7年2月に実施。
令和6年度点検・評価を令和7年9月に実施。

●今後の具体的な取組について
・施設・設備の計画的な修繕・更新において，長寿命
化に向けた計画的な修繕・更新に努める。
・恵山病院との連携により，互いに診療や検査を行う
など共同診療を更に進め，収益の増加と費用の縮減
に努める。
・南茅部病院においては移転新築を進めており，令
和9年4月より診療所化を予定している。

●地域医療構想を踏まえた果たすべき役割
　 函館市では、令和5（2023）年度中に「公立病院経営強化ガイドライン」に基づき、経営強化プラ
ン（以下「プラン」）を策定、北海道医療計画を踏まえ、恵山病院が南渡島医療圏において果たす
役割を明記。
　 恵山地域の人口は令和7（2025）年3月末時点で約2，300人、そのうち65歳以上人口は約1，
300人で、高齢化率は50％を超えており、地域における慢性疾患の増加や、直近の二次救急医
療病院との距離が遠いことを考えると、現在の入院医療、救急医療については、当面一定程度
は維持する必要があると考えている。
　 今後、現有の療養病床60床（慢性期）の病床数や、提供する医療の内容については、恵山地
域だけではなく、南渡島医療圏での役割を再考すべきと考えているが、コロナ禍においては、地
域住民にワクチン接種を実施するなど、5疾病6事業として新たに加わる「新興感染症等の感染
拡大時における医療」に係る役割も一部果たしていることから、これらの状況を踏まえたうえで、
今後の方向性を検討すべきと考えている。

令和6年3月5年度にプランを策定。
プラン期間を令和5年度から令和9年度までとし、プラ
ンに従い病院運営を実施。
点検評価を令和7年2月に実施予定。
令和5年度点検・評価を令和7年2月に実施。
令和6年度点検・評価を令和7年9月に実施。

●今後の具体的な取組について
・施設・設備の計画的な修繕・更新において，長寿命
化に向けた計画的な修繕・更新に努める。
・南茅部病院との連携により，互いに診療や検査を
行うなど共同診療を更に進め，収益の増加と費用の
縮減に努める。

●地域医療構想を踏まえた果たすべき役割
　当病院は、へき地・過疎地域にあり、不採算地区病院に該当し、「へき地における医療拠点とな
る病院」として松前町のみならず隣接の福島町はじめ上ノ国町の一部町民が利用する地域唯一
の病院であることから、医療、介護、保健予防活動の拠点施設として大きな役割を担っている。
　また、松前町はじめ隣接の福島町・上ノ国町（以下「広域地域」という。）は、全国トップレベルで
少子高齢化が推移し、今後も暮らしの中で様々な課題に対応していかなければならない地域で
あり、当病院として2025 年を見据えた長期的視点に立った、当病院の果たす役割を公立病院経
営強化プランの中で示していくことになる。
　特に、当病院は広域地域の人々が利用していることから、民間診療所との病診連携が必要で
あり、当病院の役割はさらに大きくなることが見込まれる。現状、松前町には当病院のほかに１
診療所がありその一つを当病院が週１回外来診療を担っている。
　また、隣接町の福島町にも民間の２診療所があり後方支援病院（患者受入など）として連携して
いる。同町からは年間約124 件以上の救急車による患者受入をしている。また、行政区域を越え
た患者送迎バス運行も行い多くの患者に利用されている。上ノ国町は隣接地域の一部町民が当
病院を利用しているが、民間２診療所との病診連携は行われていない。しかし、医師の多くも高
齢化し、将来の病診連携は欠かせないものと考えている。よって、３町の医療・介護・福祉・保健
予防活動の拠点施設としての役割も担う病院を目指している。
　そのためにも、へき地でへき地医療を担う医師はじめ医療スタッフを育てる研修モデル病院とし
て年間多数の初期研修医、医学生はじめ多職種の研修生を受け入れてきた。また、自前の家庭
医・総合診療医の養成も行ってきた。この約15 年の実績を活かしたい。

●2025年における具体的な将来像
　三次救急病院（市立函館病院）から約１００キロ離れ、近くの病院までは５７キロ～６７キロ離れ
たへき地にあり、不採算地区であることからして、この地域への民間病院の参入は考えられな
い。よって、当病院は地域住民のため専門医と連携した２４時間３６５日の診療を行いながら自己
完結型の医療機能を目指している。さらに隣接２町を含め広域地域の高齢化は著しく進み、病院
の医療サービスは広域的機能を担う必要性が増すことが見込まれる。広域地域において医療の
役割のみならず、介護、福祉、学校（保育所）健診や地域住民の特定健診、保健予防など多岐に
わたり、また在宅診療、介護施設への訪問診療や在宅看取りなどのニーズにも応えていかなけ
ればならない。一方、全国からへき地での医療を学ぶ研修医、医学生及び多職種の研修生に内
容の充実した研修を提供し、さらにインターネットシステムを活用した医師はじめ医療スタッフ向
けの「生涯学習」として「カンファレンス」「プライマリ・ケアレクチャーシリーズ」を週１回ずつ当病院
が無償で運営し、全国の多くの医療スタッフに情報を発信し利用されており、これからも維持、継
続していきたい。
　今後も、「へき地医療拠点病院」、「へき地医療研修モデル病院」として道内はじめ全国のへき
地医療に貢献していかなければならない病院と考えている。
　このことが、当病院の医師はじめ医療スタッフ確保に結果としてなり、病院活性化の原動力と
なっている。

 　国から示されたガイドラインに基づき令和４年度に
経営強化プランの策定した。
　 令和6年度からプランに従い病院運営を実施、看
護基準の見直しなど経営改善に取り組んでいる。
    点検・評価を令和8年2月に実施予定。
　 新病院建設を予定しているが建設時期は未定。
　 少子高齢化を踏まえ、令和7年3月31日付けで、休
床していた33床を減少し、許可病床を93床から60床
としている。
　 今後も、医師・看護師不足及び薬剤師確保など、
人口減少及び少子高齢化などを踏まえながら病床機
能についても検討していくこととしている。

プランの進捗状況

松前町立松前
病院

プランの概要（地域医療構想関係）

●地域医療構想を踏まえた果たすべき役割
　 函館市では、令和5（2023）年度中に「公立病院経営強化ガイドライン」に基づき、経営
強化プラン（以下「プラン」）を策定、北海道医療計画を踏まえ、函館病院が果たす役割を
明記。
　 プランの中で函館病院は、南渡島、南檜山、北渡島檜山を合わせた3次医療圏（道南）
の中核医療機関として、北海道医療計画において定められた様々な役割、例えば高度急
性期・急性期医療を中心に、救急医療や災害医療などに引き続き取り組むほか、5疾病6
事業として新たに加わる「新興感染症等の感染拡大時における医療」については、これま
でのコロナ禍での取り組みと同様、新たな脅威に対応する医療機関として、道南地域の
中心的な役割を果たすべきと考えられる。
　また、医師確保が困難な医療機関に対し、応援医師を派遣することも重要な役割であ
り、加えて今後は基幹病院として、看護師、理学療法士、臨床工学技士等の応援派遣を
検討するなど、地域完結型医療の実現に向けて、その役割を果たす必要があるものと考
えている。

令和6年3月5年度にプランを策定。
プラン期間を令和5年度から令和9年度までとし、プラ
ンに従い病院運営を実施。
点検評価を令和7年2月に実施予定。
令和5年度点検・評価を令和7年2月に実施。
令和6年度点検・評価を令和7年9月に実施。

●今後の具体的な取組について
・労働時間短縮を含めた職場環境の改善に努める。
・患者サービスの向上として，診察表示システムを導
入し，待ち時間の把握やプライバシーの保護，待合
室の混雑緩和に努める。
・地域の医療機関との連携強化を図り，紹介患者の
増加を推進し，新規入院患者の確保に努める。
・経費の削減として，材料費（薬品費・診療材料費）
については，ＮＨＡ推奨品の積極的な仕様に取組む
ほか，委託料についても清掃や医療機器の保守業
務などの仕様見直しを行い，経費の削減に努める。

市立函館南茅
部病院

●地域医療構想を踏まえた果たすべき役割
   函館市では、令和5（2023）年度中に「公立病院経営強化ガイドライン」に基づき、経営強化プラ
ン（以下「プラン」）を策定、北海道医療計画を踏まえ、南茅部病院が南渡島医療圏において果た
す役割を明記。
　 南茅部地域の人口は令和7（2025）年3月末時点で約4，100人、そのうち65歳以上人口は約1，
900人となっており、当面の医療需要はあると考えているが、直近の二次救急医療病院との距離
は遠く、現在、地域において提供している入院医療、救急医療は欠かすことのできない機能と考
えている。
　 しかしながら、今の建物は築48年が経過し、老朽化が進んでいるほか、津波浸水想定区域に
位置している。
　 また、今の病院は、一般37（急性期）床、療養22床（慢性期）の計59床で運営しているが、今後
の必要病床数を鑑みると、病床数および提供する機能は見直す必要があると考えている。
　 こうしたことから、新たな施設の規模や立地場所、設備時期や財源について検討を進め、プラ
ンには、それらを盛り込んで策定。

市立函館病院
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　※　各医療機関へ確認

（３）「公的医療機関等２０２５プラン」の進捗状況

独立行政法人
国立病院機構
函館医療センター

●地域において今後担うべき役割
・左記の診療機能を引き続き担っていく。

・併せて、令和６年８月の北海道との協定により、第一種協
定締結医療機関（流行初期対応）等に指定されたため、新型
コロナに引き続き新興感染症への対応に備える。

・また、今般、厚生労働省の「電子カルテ情報共有サービス
モデル事業」に参加する医療機関の指定を受けたことから、Ｉ
Ｔ技術を使った地域の医療介護連携の構築にも取り組む。

・八雲病院から機能移転した重症心身障害児者病床につい
ては、特別支援教育との連携を図りつつ、引き続き短期療養
（レスパイト）を含めた運営をし、圏域の障がい者医療に対応
する。

・令和８年度中に北海道ＤＭＡＴ指定医療機関の指定を受
ける予定で進めており、将来的には災害拠点病院の指定を
目指していく。

●その他見直すべき点
・国立病院機構の基盤強化推進基金による老朽化改修工事
を予定しており、その整備の際に、急性期病床の減少と回復
期病床の増床を検討している。

・令和７年度病床数適正化支援事業を活用し１０床削減し
た。今後も給付金事業等を活用し、急性期病床削減を検討
していく。

●地域において今後担うべき役割
　＜診療機能＞
　南渡島管内の人口は年々減少する見込みとなっているが、高齢者の割合が増加す
ることで、肺炎等、いわゆる高齢者救急の増加が見込まれる。また、循環器疾患・消化
器疾患・呼吸器疾患患者は、当面一定ニーズの持続が見込まれる。
　当院では、上記疾患にかかる内科的・外科的専門治療、放射線治療を含むがんの
集学的治療、二次救急医療を行っており、地域の医療機関との連携を強化しながら、
引き続き質の高い成人医療・急性期医療を提供し地域医療に貢献していく。
　また、道南地域はがんによる死亡率が高い地域であり、検診率の低さが要因とされ
ていることから、引き続き「がんの予防・治療」の啓発に努めるべく、予防医療（検診の
実施、住民への講座等）に取り組む。
　さらに、コロナ禍の令和２年８月に国立病院機構八雲病院から移転してきたの重症
心身障害病床については、新型コロナウイルスの５類移行後から新規受け入れ開始
しており、道南唯一の指定療養介護・指定医療型障害児入所施設としての役割を果た
していく。
　併せて、臨床研修指定病院、特定行為指定研修機関、各医療職種の実習指導施設
として、地域の医療従事者への教育研修機能も担っていく。
　おって、道南地域で災害が発生した場合、全国NHO病院から支援を行う際の拠点病
院の役割を担う。
●今後持つべき病床機能
　　現状の診療機能を維持、充実させる。
●その他見直すべき点
 　当面、南渡島管内では高齢者の急性疾患の医療需要が増すことが予想されるた
め、当該医療ニーズ（亜急性期・回復期）に対応した病床再編等と、併せて急性期病
床30床程度の減少を検討。

プランの概要 プランの進捗状況病　　　院　　　名

森町国民健康
保険病院

木古内町国民
健康保険病院

●地域医療構想を踏まえた当院の役割および機能分化・連携強化
　当院は南渡島圏域最北端の町内唯一の救急告示病院として２４時間３６５日救急患者の受け
入れをおこなっている。また、急性期病院からの受入れや在宅復帰への支援を目的とした回復
期機能病床を担っている。今後も当院でかかりつけ医としての機能強化するとともに町内診療所
より必要に応じて当院への受診および入院などの必要な連携をおこなっていく。また、当院で対
応不可能な急性期疾患や先進医療が必要な患者には、函館市内の高度医療機関への紹介・転
院搬送等をおこなうとともに、急性期を経過した患者の受入れをおこない、在宅復帰に向けた医
療やリハビリテーションを提供していく。今後さらに連携を強化しながらそれぞれの役割を明確に
して機能分化を図っていく。

●新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取り組み
　この度の新興感染症のパンデミックにおける対応を通じて、地域医療の要として、また医療政
策を実践する医療機関として公立病院の重要性が一層認識されるようになった。当院においても
発熱外来の開設や感染症患者の受入れ病床の確保するなど、感染拡大時に備えた対応が必要
となった。今後、新興感染症等の発生・拡大時には、北海道の発熱者の外来診療体制下におけ
る発熱外来を設置し、地域の医療機関や保健所の診療の検査要請に応えることで感染拡大防
止に務めていく。

●当院の具体的な将来像
　当院は、新型コロナウイルス感染症の拡大以降は、入院・外来患者がともに減少し続けている
状況となっている。受診控えや人口減少等と考察されるが、訪問診療や訪問看護の拡大による
患者数の増加や委託業務等の民間的経営手法の導入検討、医療ＤＸの推進に取り組み、将来
推計人口や患者の状況等を鑑みて北海道地域医療構想を踏まえながら、事業規模の見直し等
について検討していく。

 　令和５年度に策定したプランに沿った形で今後も南
渡島圏域最北端の基幹病院として、初期救急や回復
期機能等としての役割を担っていくとともに、当院の
重要課題である医師や薬剤師の招聘があるが、現在
も不足が続いていることから今後も引き続き重要課題
として取り組んでいく。
　 令和６年度には医療DXの推進として電子カルテの
を導入とし、道南地域医療連携協議会への参加を予
定しておりいる。、又令和７年度には、カード決済のを
導入も予定されしている。
　 また、ＩＣＴを活用した医療や介護の地域連携システ
ムを構築するために社会医療法人高橋病院と独立行
政法人国立病院機構函館医療センターと協定を締結
した。これを軸とした地域包括ケアシステムを目指し
ていくとともに、厚労省の電子カルテ情報共有サービ
スのモデル事業にも指定され、情報共有を始めていく
に取組んでいる。

●地域医療構想を踏まえた果たすべき役割
　当院は、平成26（2014）年8月1日付けで、日本病院機能評価機構の認定病院となり、日々医療
の質と患者サービスの向上に努めながら、基本理念である「保健・医療・福祉の連携により住民
の幸せに貢献します」を念頭に、医療と介護が一体となった運営を心がけてきました
　常勤医2名の採用により、24時間体制の夜間診療の再開や訪問介護をはじめとした住民の
ニーズに対応する医療の提供を図るとともに、平成17（2005）年度に北海道が策定した「自治体
病院広域化・連携構想」での位置付けが、現在も医療圏域におけるサブ医療圏の中核病院とし
て当院が求められていることから、渡島西部地区における基幹病院として1.5次医療を今後も展
開していく。
　また、令和7（2025）年度における当院の具体的な将来像は、地域包括ケアシステムの構築及
び地域医療構想の推進を図るため、在宅医療・介護連携推進事業の実施を通じて、医師や居宅
事業所等との連携を図りながら、住民に対する相談支援や医療・介護関係者による他職種連携
に関する研修会を開催するなど、在宅医療・介護サービスの提供体制の構築を推進する。

・令和6年度より、患者サポートセンターを開設し、入
退院支援及び地域間連携の強化が図られている。
・地域包括ケア病床の再開。
・診療圏域における医療介護連携研修会を開催。
（１）木古内町の医療を提供する地域密着型病院
　令和6年度より、患者サポートセンターを開設し、入
退院の支援や地域間連携の強化を図っていく。
　入退院の支援では、訪問診療や訪問看護、訪問リ
ハを行うなど、在宅医療を行っています。また、在宅
での生活が難しい場合は、介護事業所や福祉施設
など関係機関と連携し、切れ目のない支援を提供し
ていく。
　福島町、知内町、木古内町の診療圏域における在
宅医療と介護を一体的に提供するため、医療介護連
携研修会を実施し、住み慣れた地域で人生の最後ま
で暮らせるよう支援していく。
（２）医療政策・社会の変化に対応する病院
　公立病院として、国や北海道から求められる政策
医療に対応していることや地域包括ケアシステム構
築に向け、行政と連携し「地域包括ケア会議」に参加
し、課題解決に努めていく。
（３）病院経営の安定
　安定した経営実現のため、患者サポートセンターを
開設し、広域的な病院と連携を図り、患者の受け入
れを強化し、前年度実績より入院患者は増加してい
る。
　病床数の適正化も検討しており、現在休止している
病床について、令和8年度中に方向性を決定したい
と思っている。
（４）災害医療
　地震などの自然災害や大規模災害の発生に対応
するため、令和7年度に北海道で実施されたDMAT
の訓練に参加し、伝達方法などを確認した。
　また、BCP計画の見直しなどを行い、安全を確保す
る対策を確認している。
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函館市医師会病院

●地域において今後担うべき役割
　・急性期として2次輪番や1.5次救急患者の在宅及び施設等からの受入れ並びに回
復期（地域包括ケア病棟：リハビリ）の医療機能を保ちつつ、他院で受入れが困難な患
者の受け入れ体制の確保＝医師の招聘と入退院支援部門の強化。
　・在宅医療の拠点システムの構築
　自ら24時間対応の在宅医療を提供するとともに、他の医療機関の支援も行いなが
ら、医療や介護、障害福祉の現場での多職種連携を行う「在宅医療において積極的役
割を担う医療機関」として機能について検討していきたい。
　また、独自の調査で、渡島・檜山管内において、リハビリテーションの供給体制がか
なり不足していることが見えてきた。これを解消するためには、医師や看護師、リハビ
リスタッフ、コーディネーターの人材を集結し、手の届いていない地域に必要とされる医
療（在宅看取り等を含む）を提供するなどといった在宅医療の拠点システム（派遣シス
テム）の構築・整備が必要であると考える。
　これを達成させるため、インフラ整備や人件費を含めた資金調達が不可欠であり、
国・北海道・市・町の考えも確認しながら、様々な角度から拠点システムを構築するた
めの方策を考えていきたい。
・在宅医療拠点システム構築に伴うバックアップ病棟（地域包括ケア病棟）の増床等。

●その他見直すべき点
　・病院本体の新築・移転
　　建物は建築後40年を経過し維持・管理費が大きな負担となるため、10年程度を目
標に、地域の病床のニーズや需要を十分に踏まえた統合や合併を視野に入れた構想
を検討して行っていきたい。

　※　各医療機関へ確認

●地域において今後担うべき役割
・地域の医療機関からのニーズが高い超高齢者の救急医療
や地域のいわゆる通常の救急医療の役割を担える体制を整
えてきた。その結果、超高齢者・コロナ等の感染症患者や下
り搬送の受け入れを積極的に行うことで、高度急性期の医
療機関の負担を軽減する「地域に密着した医療」を当院の本
来の役割として位置付けした。
・また、入院早期から運動機能・摂食機能等のリハビリに取
り組み、地域のニーズに沿った医療・介護の提供を行える地
域包括ケア病棟を整え、多職種によるグループ診療で質の
高い医療の提供と患者サービスの充実を図ってきた。
・これにより手術や専門性の高い急性期から回復期の一部
を担う地域医療支援病院としての役割を果たしている。
・在宅医療については訪問看護ステーションの稼働実績が
年々上昇しており、今後は在宅医療の広がりに必要な在宅
医療拠点システムの構築の一端を担うべく、病院として在り
方を検討していきたい。
・人員不足の中、感染症を伴う患者や多疾患を抱える超高
齢者の頻度の高い入退院のスムーズな対応には、前方・後
方連携をさらなる強化が必要であるため、地域連携部門や
入退院支援センターの充実を図り、地域の医療圏内での迅
速な患者の移動ができる体制整備を行っていきたい。

函館赤十字病院

●地域において今後担うべき役割
　南渡島医療圏の高齢化や人口減少を踏まえると、地域完結型の医療提供体制が求
められる。
　当院は、高齢者の急性期医療（がん疾患、整形外科疾患等）、南渡島医療圏内に３
２病院しか設置されていない血液内科の専門医療を担うべく、施設整備・医療機器の
更新及び人的資源の確保に努めることとしている。
　当院の主な機能は、急性期であり、この病床は先に示した医療機能を提供実施する
ためには必要な病床機能である。その他、当構想圏域の現状や地域包括ケアシステ
ムの構築を踏まえると、回復期病床の設置や在宅支援の拡充が必要であることから
以下３つの柱を掲げ、地域に不可欠な必要とされる医療を安定的に提供することとし
たい。
（１）急性期病床について
　①「血液内科」の継続義務　血液内科は、二次医療圏における紹介先が当院と市立
函館病院の２病院に限定されることから紹介率が高い。そのため、当院血液内科は、
骨髄穿刺による特殊検査や化学療法を中心とした治療を行うため、無菌治療室４床、
外来化学療法室３床、無菌製剤室を整備し、機能の充実を図ってきた。今後も血液内
科の診療機能を充実させ、地域の医療需要に応えることとする。
　②「がん医療」の医療提供体制の継続　当院は５疾病の内「がん医療」では消化器
科・血液内科を中心に医療を提供している。血液内科は上記のとおりであるが、消化
器疾患は、消化器内科と消化器外科の連携体制を構築出来ているので、今後も消化
器疾患の領域に特化したがん治療を提供する。
　そして、地域の連携医療機関からの紹介患者については、内視鏡検査や腹腔鏡手
術適用の消化器系疾患、乳がんなどの症例もあることから、疾病の状況に応じた手術
や化学療法といった医療を提供している。
　③「医療連携」（緊急手術者受け入れの継続）
　函館市内における医療連携では、二次救急当番病院が緊急手術の重複やオーバー
ベッドなどで対応しきれない整形外科系及び外科系疾患患者の緊急手術等につい
て、常時対応できる体制を継続して整え、地域医療連携に支障が生じないよう、緊急
時の連携施設としての役割も果たすこととしている。
（２）回復期病床について
　地域医療構想で定める南渡島圏域の２０２５年における回復期の必要病床数は、現
状、大きく不足していることから、自院及び地域の医療連携を維持するためにも休床し
ている１病棟を回復期機能として地域包括ケア病棟に転換することを検討する。この
整備により、自院のみならず高度急性期医療機関からの転院受入を行い、ADL 改善
を図り在宅復帰を促進させることで地域完結型医療提供の一翼を担うことで地域医療
に貢献したい。
（３）アウトリーチ（訪問支援）の充実について
　地域包括ケアシステムの一翼を担うべく、地域の患者や要介護者が在宅等で不安な
く治療やケアを受けられ、また退院後も医療サービス提供を継続的に受けられるよう、
多職種連携による訪問診療や訪問リハビリテーションといった訪問支援を充実させ、
QOLの向上に繋げるとともに患者一人一人に合った切れ目のない適切な医療サービ
スを提供し社会生活を支援していきたい。

●今後持つべき病床機能
　現在、休止している病床はコロナ診療での活用を終え、今後発生し得る新興感染症
や地域のニーズを考慮したうえで機能転換を含め検討する。当面は、消化器や血液
等の分野で”がん診療”を展開するほか、地域で不足する回復期機能にも対応できる
よう地域包括ケア病床１２床を確保しポストアキュートとサブアキュートの両面で対応
する。

令和６年５月に地域包括ケア病床を１２床に拡大したことで、
ポストアキュートとサブアキュートの両面でより機能してい
る。アウトリーチ（訪問支援）については、訪問診療および訪
問リハビリテーションの提供を継続するとともにセラピストの
増員によるリハビリテーション機能の強化を図っている。
　（急性期病床１２床を回復期病床に転換するとともに、急性
期病床を２床及び休棟等病床１床の計３床を削減病床数適
正化支援事業を活用し、許可病床数１０床を削減。）

社会福祉法人
北海道社会事業協
会函館病院

●地域において今後担うべき役割
　・地域医療に貢献していくため、患者さんのニーズ答えられる医療の提供。
　・高度急性期医療対象以外の軽度の急性期患者の受入れ体制の整備を行う。
　・急性期医療後の回復期、難病患者の受入れを促進するため、高度急性期医療機
関との連携を強化し、患者の在宅復帰支援を行う。
　・地域住民の安全と安心を担うサブアキュートの医療を維持していく。
　・回復期機能を充実させることにより、住み慣れた地域で可能な限り住み慣れた場所
で生活を継続することに寄与していく。

●今後持つべき病床機能
　・現状維持

●その他見直すべき点
　・医療機関全体として、がん患者への対応や今後の医療需要を加味し機能再編も含
め最適な病床規模について検討する。
　・地域に必要とされ、安心して診療を受けられる診療体制づくりを検討・実行する。
　・制度改正に柔軟に対応できる体制づくりを検討する。
　・地域内での認知度を上げ、病院の存在価値を上げていくことにより地域医療への
貢献度を向上させる。

・今後持つべき病床機能

現状維持のままから一部病床機能を変更

一般病棟１４６床・療養病棟１４０床  計２８６床の病床編成
は変更ないが

R６年６月の回復期リハビリテーション病棟９０床への転換
により、地域内での認知度は高まっている。今後は、市内
急性期病院との更なる連携強化を目指している。
訪問リハビリ、通所リハビリ機能を維持し、地域医療への更
なる貢献を図っている。
急性期医療後の患者受入のため、院内体制の整備強化を
図っている。
地域包括ケア病棟４６床を回復期リハビリテーション病棟に
移行し、回復期リハビリテーション病棟９０床に変更（R６年６
月１日付実施）
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・　 在宅当番医制を確保し、初期救急医療体制を維持するため、医
　師会等関係機関との連携に努めている。
・　 医師会や市町等と連携し、広報誌等への掲載や小児救急電話
　事業の活用など救急医療機関や救急車の適正利用について、
　「救急の日」及び「救急医療週間」を重点に住民に対する普及啓
　発に取り組んでいる。

取組状況

・　 圏域で訪問診療など在宅医療サービスが十分ではない地域
　での、在宅医療を提供できる医療機関や訪問看護ステーション
　の充実が必要がある。
・　 ２４時間体制の在宅医療を提供するため、在宅医療を担う医
　療機関へのバックアップ体制や代診制等の支援体制の構築が
　必要がある。
・　 令和7年12月23日付けで、北海道在宅医療連携拠点
　 (※1)に函館市（実施主体：函館市、共同実施主体：函館市
  医師会、対象地域：函館市在宅医療圏）が指定された。
・ 　函館市医療・介護連携支援センターが事務局となり、グ
　ループ診療制度を令和８年１月から暫定的にスタートした。
・　令和8年2月27日付けで、北海道在宅医療推進支援医療
  機関（※３）に医療法人社団守一会北美原クリニック（函館
　市）が当圏域で初めて指定された。

・　 圏域内の医療機関は、函館市内及びその近郊に集中してお
　り、市町によって医療資源に差があることから、地域における
　医　療資源を有効に活用する必要がある。

・　 在宅医療を担う医療機関の代診制等の支援体制の構築を図る
　ため、医療機関や医師会、行政等の関係機関の連携に努めて
　いる。
・　 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員及び市町
　職員などを対象に、多職種協働による在宅チームの医療等につ
　いての研修を行うなど、在宅医療を担う人材の育成と多職種間
　の連携体制の構築に努めている。
・　 函館市医療・介護連携支援センターが事務局となり、令和８
　年４月からグループ診療制度（※２）を本格稼働するため、準
　備を進めている。
・　 医療法人社団守一会北美原クリニックでは、自ら24時間対
　応体制の在宅医療を提供するとともに、他の医療機関の支援
　も行いながら、医療や介護、障害福祉の現場での多職種連携
　の支援を行っている。

・　 医療機関間でより一層の役割分担や圏域を超えた医療協力な
　どにより地域の医療資源を有効活用できるよう医師会、関係団
　体及び医療機関等との連携に努めている。

　※1　「北海道医療計画」に基づき、住み慣れた地域での在宅医療を支えるため、医療・介護・福祉の連携調整や情報提供、人材育成を行う機関で、39の在宅医療圏ごとに整備。

　 ※　「北海道医療計画南渡島圏域地域推進方針（令和６年度(2024年度)～令和11年度(2029年度)）」から

地域で不足する外来医療機能

初期救急医療に係る医療提供体
制

在宅医療の提供体制

医療資源（医療機関）の偏在化

・　 救急搬送者のうち、令和3年の軽症者の割合は全道平均の
　42.4％とほぼ同程度、小児の救急搬送に占める軽症者の割合
　は約7割で、搬送先の医療機関における医師等の負担が重く
　なっている。
・　 診療所に勤務する医師の年齢構成は60 歳以上が62.1％を
　占めている。
・　 そのため、初期救急医療や入院を要する救急医療に適切に
   対応できる医療体制を確保する必要がある。

現状・課題

R1.9.4 南檜山、北渡島檜 山 各圏域の状況報告、意見交換 道南3圏域における医療機能の役割分担等について協議、意見交換を継続していく。

医療法に基づく報告義務に関する周知

病棟の医療機能が毎年変化することの
ないよう周知

構想の推進に支障のある病床転換を行
わないよう周知

　※2　複数の医療機関等在宅医療を担う医師の養成を行う副主治医、在宅医療を担っている又は在宅医療未経験の主治医、急変時の受入を行う医療機関によるグループを編
　　　成し、主治医・副主治医制、夜間休日等不在時の代診、急変時の受入病床確保、カンファレンス等の開催をするもの。
  ※3　在宅医療における必要な医療機能の確保・強化に向けて、自ら24時間対応体制の在宅医療を提供するとともに、他の医療機関の支援も行いながら、医療や介護、障害福
　　　祉の現場での多職種連携の支援を行う病院や診療所。

（４）二次医療圏を越えた広域的な協議

病棟の医療機能（病床機能報告の報
告内容）の収れん

2026年に向けて、過剰な医療機能に
転換を予定する医療機関への対応

調整会議において、該当医療機関からの計画内容等を報告を求める

道南3圏域における医療機能の役割分担等について協議、意見交換を継続していく。

対　　応　　内　　容

区　               　分

未報告医療機関の解消

調整会議（親会・部会）に参加

説明会の開催（情報共有）

その他

なし

地域医療構想説明会（R6.7.22 部会と同時開催）の実施未開催

渡島保健所（渡島総合振興局保健環境部保健行政室）のホームページに地域医療構想説明会及び地域医療構想調整会議につ
いて掲載

調整会議への報告、議論の状況目　　的　　等

（７）地域で不足する外来医療機能の確保に係る取組

南檜山、北渡島檜 山 情報交換、意見交換

協　議　の　結　果

随時各情報交換、意見交換を行う。

開催日 協議の相手方 協　　議　　事　　項

H29.9.16

南檜山、北渡島檜 山 各圏域の状況報告、意向調査結果共有、意見交換

区　               　分

R4.11.28

（５）圏域内のすべての医療機関（病院及び有床診療所）の参画又は情報共有に係る取組

（６）病床機能報告制度に係る取組

特になし（市立函館保健所・渡島保健所として未報告医療機関への報告依頼を行う）
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　※1 「地域医療構想の推進に関する意向調査（R7.101）」
　※2　厚生労働省NDB　R53年度
　※35　渡島総合振興局社会福祉課調べ（一部保健所集計部分あり）（令和7年(2025年)12月31日現在）
　※46　厚生労働省がホームページで公表している病床機能報告に関するデーター（令和65年度）

非稼働病床（病棟）への対応

区　　　　　　　　　　分 評　価　（　課　題　）

将来的に不足する医療機能の
確保

○　令和76年度に回復期病床へ転換を行ったところは、12病院1診
　療所(6434床)
○　2025年から20265年までに回復期病床への転換を計画してい
　る医療機関
　・　2病院（※1）
　・　回復期機能は、必要病床数に比べ令和76年度の意向調査結果
　　の「20265病床機能（予定）」における回復期病床が738783床不
    足する見込み。

８　本年度の取組に関する評価（課題）及び今後の方向性

今後の方向性

・　医療機関の取組や医療機関相互の協議の動向等の状況について情報共有
し協議を行う。
・　北海道地域医療介護総合確保基金（医療分）を活用して行う補助事業につ
いて周知し、病床機能移行を支援。

在宅医療等の確保

○　在宅医療等の実施
　・　在宅患者訪問診療実施医療機関
　　　R53年度：6675ヶ所（※2）
　・　指定介護訪問看護ステーション
　　　R76.1112.31現在：6055ヶ所（※5）
　　　（鹿部町、福島町、知内町、木古内町には無い。）
○　在宅医療と介護サービスの連携推進
　・　函館市：医療・介護連携推進協議会
　・　北斗市・七飯町：医療と介護の連携（研修会）
　・　福島町・知内町・木古内町：在宅医療介護連携協議会
　・　保健所：医療・介護連携に関する意見交換会
○　在宅医療等の確保については、各市町により状況は異なる。

医療機関の再編統合等

病床機能報告制度に係る取組
○　令和65年度の病床機能報告では、15医療機関から未報告
    （※46）

二次医療圏を越えた広域的な
協議

○　道南圏域（南渡島・南檜山・北渡島檜山）地域医療構想調整会
　　議代表者会議の開催【本年度実績無し】。

全医療機関参加型の調整会議
の運営等

○　渡島保健所（渡島総合振興局保健環境部保健行政室）のホー
　ムページに地域医療構想説明会及び地域医療構想調整会議に
　ついて掲載し情報発信。

○　令和76年度の意向調査や会議の中では、具体的に再編統合を
　検討している医療機関は無かったが、他の医療機関との役割分
　担や連携、ダウンサイジング及び医療機器の共同利用等につい
　て実施している医療機関がある。

ＩＣＴを活用した地域医療情報
連携ネットワークの構築

○　道南Medikによるネットワークが構築され、参加施設が増加
　している。262244事業所（他圏域を含む（令和7年121月56日現在）)

「公立病院経営強化プラン」の
策定・進捗状況

○　全ての該当医療機関で策定済み。

「公的医療機関等２０２５プラ
ン」の進捗状況

○　全ての該当医療機関で策定済み。

地域における取組
（高齢者の住まいの確保等）

○　住まいの確保（※3）(※5）
　１）介護保険４施設定員　（介護老人福祉施設、介護老人保健施
　　 設、介護医療院、介護療養型医療施設）
　　　　R2：3,680人→R3：3,740人→R6：3,951人（R7同数）
　２）特定施設入居者生活介護　1,4971,561人
　　　地域密着型特定施設　377406人
　３）認知症高齢者グループホーム 1,2301,247人
　４）有料老人ホーム　2,906人（R7.1.1時点）
○　住まいの確保は、函館市内では病院の病棟を介護医療院へ転
　換があり充実している側面があるが、各市町により状況は異な
　る。

地域住民への広報活動
○　渡島保健所（渡島総合振興局保健環境部保健行政室）のホー
　ムページに地域医療構想説明会及び地域医療構想調整会議に
　ついて掲載。

○　令和76年度の意向調査で非稼働病床を有する医療機関が2523
   施設733609床ある。（意向調査未報告医療機関を含む。）(※1)
　・　非稼働病床の方向性について確認していく必要がある。

地域で不足する外来医療機能
の確保に係る取組

○　救急車の適正利用について、管内市町の広報誌に掲載依頼。
○　休日当番医制を担う診療所医師の高齢化などにより、診療所
　数が減少するなどして当番医制を維持するのが難しくなっている。
○　救急車による病院君輪番制参加病院への搬送件数増加により
　受入先医療機関への負担が大きくなっている。
○　在宅医療サービスを提供する医療機関や事業者は函館市及び
　その近郊に集中している。
○　 令和7年12月23日付けで、北海道在宅医療連携拠点に函館
　　市が指定。
○　 函館市医療介護連携支援センターが事務局となり、グルー
　　プ診療制度が令和８年１月から暫定的にスタート。
○　 令和8年2月27日付けで、北海道在宅医療推進支援医療機
    関に医療法人社団守一会北美原クリニック（函館市）が当圏
　　域で初めて指定。

・　「新たな地域医療構想」を踏まえながら全医療機関への周知方法及び意見
聴集について検討。

・　未報告医療機関には、提出依頼。（市立函館保健所・渡島保健所事務局）

・　救急車の適正利用等について、引き続き住民への啓発を促進する。
・　在宅医療の充実に向け、他職種連携の促進を図る。
・　引き続き地域における課題等を把握し、調整会議等にて情報共有し、協議を
行う。
・　在宅当番医制を確保し、初期救急医療体制を維持するため、医師会等関係
機関との連携に努める。
・　 在宅医療の充実のため、令和８年４月からグループ診療制度を本格稼
働させるために稼働させる。
・　 医療法人社団守一会北美原クリニックでは、自ら24時間対応体制の在
　宅医療を提供するとともに、他の医療機関の支援も行いながら、医療や
　介護、障害福祉の現場での多職種連携の支援を行う。

・　医療機関の取組や医療機関相互の協議の動向等の状況把握について情報
共有し協議を行う。
・　北海道地域医療介護総合確保基金（医療分）等を活用して行う補助事業に
ついて周知し病床機能移行及び病床のダウンサイズを支援。
・　「共同利用計画書」の提出があった場合、情報共有を行う。

・　医療機関の取組や医療機関相互の協議及び道南Medika」等ネットワークの
動向等の状況について情報共有。

・　医療機関の取組や医療機関相互の協議の動向等の状況について情報共有
し協議を行う。
・　北海道地域医療介護総合確保基金（医療分）等を活用して行う補助事業に
ついて周知し非稼働病床等の解消を支援。
・　市町における取組、動向等の状況把握。
・　保健所による市町への支援。
・　在宅医療を担う医療機関や介護サービス事業所等の情報を共有し協議を行
う。
・　在宅医療に関する情報発信を行うことにより、住民の理解を進める。

・　市町や関係機関等から情報確認、整備状況の把握し、その情報を共有し協
議を行う。

・　地域医療構想調整会議の開催状況についてホームページへ掲載し、住民理
解の促進を図る。

・　取り組み状況について把握、情報共有。

・　取り組み状況について把握、情報共有。

・　代表者会議の開催等による各地域の情報共有。

　※5　北海道保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課ホームページ（介護保険事業所・老人福祉施設等一覧、「1　介護保険サービス事業所」、「全事業所一覧」）掲載データーを引用
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病院 診療所
高　度
急性期

急性期 回復期 慢性期 その他 計
高　度
急性期

急性期 回復期 慢性期 その他 計
高　度
急性期

急性期 回復期 慢性期 その他 計

1 ○ 市立函館南茅部病院 函館市 0 床 37 床 0 床 22 床 0 床 59 床 0 床 37 床 0 床 22 床 0 床 59 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ②

2 ○ 独立行政法人国立病院機構函館医療センター 函館市 ○ 0 床 300 床 0 床 0 床 0 床 300 床 6 床 187 床 47 床 60 床 0 床 300 床 6床 ▲ 113床 47床 60床 0床 0床 ①

3 ○ 市立函館恵山病院 函館市 0 床 0 床 0 床 60 床 0 床 60 床 0 床 0 床 0 床 60 床 0 床 60 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ④

4 ○ 函館赤十字病院 函館市 0 床 108 床 0 床 0 床 42 床 150 床 0 床 94 床 12 床 0 床 31 床 137 床 0床 ▲ 14床 12床 0床 ▲ 11床 ▲ 13床 ②

5 ○ 特定医療法人富田病院 函館市 0 床 45 床 0 床 29 床 0 床 74 床 0 床 45 床 0 床 0 床 29 床 74 床 0床 0床 0床 ▲ 29床 29床 0床 ②

6 ○ 函館渡辺病院 函館市 0 床 120 床 0 床 0 床 0 床 120 床 0 床 120 床 0 床 0 床 0 床 120 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ③

7 ○ 函館中央病院 函館市 ○ 35 床 492 床 0 床 0 床 0 床 527 床 96 床 431 床 0 床 0 床 0 床 527 床 61床 ▲ 61床 0床 0床 0床 0床 ①

8 ○ 函館五稜郭病院 函館市 ○ 150 床 349 床 0 床 0 床 0 床 499 床 250 床 230 床 0 床 0 床 0 床 480 床 100床 ▲ 119床 0床 0床 0床 ▲ 19床 ①

9 ○ 江口眼科病院 函館市 0 床 49 床 0 床 0 床 0 床 49 床 0 床 49 床 0 床 0 床 0 床 49 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ①

10 ○ 医療法人同仁会函館記念病院 函館市 0 床 0 床 0 床 117 床 0 床 117 床 0 床 0 床 0 床 117 床 0 床 117 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ④

11 ○ 社会医療法人仁生会西堀病院 函館市 0 床 48 床 60 床 60 床 0 床 168 床 0 床 48 床 60 床 60 床 0 床 168 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ③

12 ○ 社会医療法人道南勤労者医療協会道南勤医協函館稜北病院 函館市 0 床 56 床 48 床 0 床 0 床 104 床 0 床 0 床 104 床 0 床 0 床 104 床 0床 ▲ 56床 56床 0床 0床 0床 ③

13 ○ 医療法人敬仁会函館おしま病院 函館市 0 床 0 床 0 床 56 床 0 床 56 床 0 床 0 床 0 床 28 床 0 床 28 床 0床 0床 0床 ▲ 28床 0床 ▲ 28床 ④

14 ○ 函館市医師会病院 函館市 0 床 149 床 47 床 44 床 0 床 240 床 0 床 82 床 66 床 51 床 0 床 199 床 0床 ▲ 67床 19床 7床 0床 ▲ 41床 ②

15 ○ 医療法人社団玄心会吉田眼科病院 函館市 0 床 40 床 0 床 0 床 0 床 40 床 0 床 40 床 0 床 0 床 0 床 40 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ①

16 ○ 医療法人雄心会函館新都市病院 函館市 12 床 93 床 50 床 0 床 0 床 155 床 8 床 97 床 50 床 0 床 0 床 155 床 ▲ 4床 4床 0床 0床 0床 0床 ①

17 ○ 社会医療法人函館脳神経外科　函館脳神経外科病院 函館市 9 床 84 床 35 床 0 床 0 床 128 床 9 床 84 床 35 床 0 床 0 床 128 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ①

18 ○ 医療法人聖仁会森病院 函館市 0 床 0 床 0 床 135 床 0 床 135 床 0 床 0 床 0 床 35 床 0 床 35 床 0床 0床 0床 ▲ 100床 0床 ▲ 100床 ④

19 ○ 市立函館病院 函館市 ○ 38 床 437 床 85 床 0 床 22 床 582 床 447 床 115 床 0 床 0 床 20 床 582 床 409床 ▲ 322床 ▲ 85床 0床 ▲ 2床 0床 ①

20 ○ 社会福祉法人北海道社会事業協会函館病院 函館市 0 床 96 床 44 床 146 床 0 床 286 床 0 床 48 床 90 床 50 床 98 床 286 床 0床 ▲ 48床 46床 ▲ 96床 98床 0床 ③

21 ○ 亀田病院 函館市 0 床 60 床 60 床 59 床 0 床 179 床 0 床 60 床 60 床 59 床 0 床 179 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ③

22 ○ 医療法人社団健和会函館おおむら整形外科病院 函館市 0 床 56 床 0 床 0 床 0 床 56 床 0 床 56 床 0 床 0 床 0 床 56 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ②

23 ○ 共愛会病院 函館市 0 床 180 床 0 床 178 床 20 床 378 床 0 床 155 床 45 床 178 床 0 床 378 床 0床 ▲ 25床 45床 0床 ▲ 20床 0床 ①

24 ○ 医療法人社団仁誠会　花園記念病院 函館市 0 床 0 床 0 床 65 床 0 床 65 床 0 床 0 床 0 床 65 床 0 床 65 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ④

25 ○ 社会医療法人高橋病院 函館市 0 床 59 床 60 床 60 床 0 床 179 床 0 床 0 床 119 床 0 床 0 床 119 床 0床 ▲ 59床 59床 ▲ 60床 0床 ▲ 60床 ③

26 ○ 松前町立松前病院 松前町 0 床 100 床 0 床 0 床 0 床 100 床 0 床 48 床 12 床 0 床 0 床 60 床 0床 ▲ 52床 12床 0床 0床 ▲ 40床 ②

27 ○ 木古内町国民健康保険病院 木古内町 0 床 99 床 0 床 0 床 0 床 99 床 0 床 60 床 0 床 0 床 39 床 99 床 0床 ▲ 39床 0床 0床 39床 0床 ②

28 ○ ななえ新病院 七飯町 0 床 49 床 100 床 50 床 0 床 199 床 0 床 49 床 100 床 50 床 0 床 199 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ③

29 ○ 森町国民健康保険病院 森町 0 床 60 床 0 床 0 床 0 床 60 床 0 床 0 床 60 床 0 床 0 床 60 床 0床 ▲ 60床 60床 0床 0床 0床 ③

30 ○ 医療法人雄心会新都市砂原病院 森町 0 床 0 床 0 床 83 床 0 床 83 床 0 床 0 床 0 床 83 床 0 床 83 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ④

31 ○ 医療法人社団立青会なるかわ病院 七飯町 0 床 0 床 0 床 36 床 0 床 36 床 0 床 0 床 0 床 36 床 0 床 36 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ④

32 ○ 医療法人社団花園眼科医院  函館市 0 床 6 床 0 床 0 床 0 床 6 床 0 床 6 床 0 床 0 床 0 床 6 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ②

33 ○ 三浦レディースクリニック  函館市 0 床 1 床 0 床 0 床 0 床 1 床 0 床 0 床 1 床 0 床 0 床 1 床 0床 ▲ 1床 1床 0床 0床 0床 ⑤

34 ○ 中島内科循環器科メンタルクリニック  函館市 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 19 床 0 床 0 床 19 床 0 床 0 床 19 床 0床 0床 19床 ▲ 19床 0床 0床 ⑤

35 ○ 医療法人社団陵仁会えんどう桔梗マタニティクリニック  函館市 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ②

36 ○ 医療法人社団産科婦人科白鳥クリニック 函館市 0 床 0 床 0 床 0 床 1 床 1 床 0 床 1 床 0 床 0 床 0 床 1 床 0床 1床 0床 0床 ▲ 1床 0床 ⑤

37 ○ 医療法人社団山樹会平山医院 函館市 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 0 床 19 床 19 床 0床 ▲ 19床 0床 0床 19床 0床 ③

38 ○ 医療法人社団明誠会こじま産婦人科 函館市 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 16 床 0 床 0 床 0 床 16 床 0床 ▲ 3床 0床 0床 0床 ▲ 3床 ②

39 ○ 湯の川女性クリニック 函館市 0 床 0 床 1 床 0 床 0 床 1 床 0 床 1 床 0 床 0 床 0 床 1 床 0床 1床 ▲ 1床 0床 0床 0床 ⑤

40 ○ 医療法人悠康会函館整形外科クリニック 函館市 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ①

41 ○ 平田泌尿器科 函館市 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 19 床 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0床 19床 0床 ▲ 19床 0床 0床 ②

42 ○ ひでしま内科クリニック  函館市 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 0 床 19 床 19 床 0床 0床 0床 ▲ 19床 19床 0床 ⑤

43 ○ 深瀬医院 函館市 0 床 15 床 0 床 0 床 0 床 15 床 0 床 15 床 0 床 0 床 0 床 15 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ⑤

44 ○ 医療法人秀真会藤岡眼科 函館市 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ②

45 ○ 函館泌尿器科 函館市 0 床 0 床 0 床 17 床 0 床 17 床 0 床 0 床 0 床 13 床 0 床 13 床 0床 0床 0床 ▲ 4床 0床 ▲ 4床 ④

46 ○ 秋山ウィメンズ・ＡＲＴクリニック 函館市 0 床 57 床 0 床 0 床 0 床 57 床 0 床 7 床 0 床 0 床 0 床 7 床 0床 ▲ 50床 0床 0床 0床 ▲ 50床 ②

47 ○ 町立江良診療所 松前町 0 床 0 床 0 床 0 床 19 床 19 床 0 床 0 床 0 床 0 床 19 床 19 床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ⑤

48 ○ 医療法人正衛会しいき循環器科内科医院 北斗市 0 床 0 床 0 床 0 床 19 床 19 床 0 床 1 床 0 床 0 床 0 床 1 床 0床 1床 0床 0床 ▲ 19床 ▲ 18床 ⑤

49 ○ 渡島リハビリテーションセンター診療所 鹿部町 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 4 床 0 床 4 床 0床 0床 0床 ▲ 15床 0床 ▲ 15床 ②

50 ○ 医療法人社団向整形外科クリニック 森町 0 床 0 床 19 床 0 床 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 19 床 0床 0床 ▲ 19床 19床 0床 0床 ③

51 ○ 医療法人社団函館敬愛会好和会クリニック 函館市 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 19 床 0 床 0 床 0 床 0 床 19 床 19 床 0床 ▲ 19床 0床 0床 19床 0床 ⑥

計 31 20 4 244 床 3,359 床 609 床 1,293 床 123 床 5,628 床 816 床 2,258 床 880 床 990 床 293 床 5,237 床 572 床 -1,101 床 271 床 -303 床 170 床 -391 床

高　度
急性期

急性期 回復期 慢性期 その他 計
高　度
急性期

急性期 回復期 慢性期 その他 計
高　度
急性期

急性期 回復期 慢性期 その他 計

※「2026年を見据えた役割」について、番号が示す内容は以下のとおり。（当該医療機関の主たる役割に最も近い記述を１つ選択）

①：救急患者の受入れや手術など、高度・専門医療を中心とした急性期医療を担う

②：近隣の高度・専門医療を提供する医療機関と連携しつつ、救急患者の初期対応や比較的症状が軽い患者に対する入院医療等の急性期医療を担う

③：近隣の高度・専門医療を提供する医療機関と連携しつつ、急性期経過後のリハビリテーションを担う

④：長期にわたり療養が必要な患者に対する入院医療を担う

⑤：かかりつけ医としての役割や在宅医療における中心的な役割を担う

注：No24　医療法人社団仁誠会花園記念病院は、「旧　函館循環器科病院」、No46 秋山ウイメンズクリニックは、「旧　産科・婦人科秋山記念病院」である。

№
所　在
市町村

医療機関名

区　　　分
H28年７月1日時点（H28病床機能報告）

2026年に持つべき医療機能ごとの病床数（許可病床ベース）紹介
受診
重点
医療
機関

⑥：未報告の施設の「（2026年(R7（2025)意向調査）」の欄は、「その他」に全病床数を計上した。

H28年７月1日時点（H28病床機能報告） 2026年（R７(2025)意向調査） 増　　　　減

2026年を
見据えた

役割
（R７意向

調査)

2026年（R７(2025)意向調査） 増　　　　減

別　紙

構想区域内における医療機関の対応方針

区域名 南渡島

年　 度 令和７年度
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議 事 １（３） 資料３－１

病床機能に係る病院開設等計画について（要旨説明）

・ 「病床機能に係る病院開設等計画書（以下「計画書」とする。」）」は、病院や病床を有する診療所が病床の機能を変更する場合に、
その計画の内容が地域医療構想の趣旨に沿っている等について、地域医療構想調整会議等で協議等するために保健所に提出を求めて
いるものです。

・ また、「地域医療介護総合確保基金」による補助金等を活用する場合、あらかじめ地域医療構想調整会議等において、説明・共有（協
議）することとされています。

・ この度、医療法人社団仁誠会花園記念病院、医療法人正衛会しいき循環器科内科医院、渡島リハビリテーションセンター診療所、
独立行政法人国立病院機構函館医療センター及び函館赤十字病院から、計画書の提出があったことから、書面による協議を行うもの

です。
・ なお、令和７年９月２９日及び令和８年２月１７日に開催された地域医療構想調整会議の地域医療構想専門部会において、全ての
計画書及び基金事業が了承されたところです。

○ つきましては、内容をご確認いただき、ご意見等ありましたら、別紙１の「回答書」に記載いただき、提出をお願いします。

【病床機能の変更等】

医療機関名称 変 更 内 容 変 更 前 変 更 後 変更予定時期

医療法人社団仁誠 病床機能及び病床数を変更せず、 開設者 社会医療法人文殊会 開設者 医療法人社団仁誠会 令和７年７月
会 花園記念病院 病院開設者を変更。 慢性期６５床 慢性期６５床 １日変更

しいき循環器科内 急性期病床を１８床減少。 急性期１９床 急性期１床 令和７年６月
科医院 ３０日変更

渡島リハビリテーシ 慢性期病床を２床減少。 慢性期１９床 慢性期１７床 令和７年８月
ョンセンター診療所 １日変更

国立病院機構 急性期病床を１０床減少。 急性期２４７床 慢性期６０床 急性期２３７床 慢性期６０床 令和７年８月
函館医療センター 回復期 ４７床 回復期 ４７床 ２１日変更

函館赤十字病院 急性期病床を１０床減少。 急性期１３５床 急性期１２５床 令和７年９月
回復期 １２床 回復期 １２床 ２６日変更



別紙 1 

提出日：令和７年６月６日 

病床機能に係る病院開設等計画書 

■医療機関の概要 

開設者 医療法人社団 仁誠会 理事長 長田 裕佳梨 

施設名 医療法人社団 仁誠会 花園記念病院 

所在地 函館市花園町２４番５号 

標榜科目 内科 

 

■病床整備計画の概要 

計画の種別 
□開設、病床設置 □移転 □開設者変更 □法人内病床移動 

□病床機能変更 □再稼働 □その他（              ） 

病床機能 

高度急性期  床、急性期  床、回復期  床、慢性期  ６５床 

【変更（再稼働）前】 

高度急性期  床、急性期  床、回復期  床、慢性期  ６５床 

開設（変更、再稼働） 

予定日 

令和７年７月１日 

申請等の提出予定月 令和７年６月 

【計画の内容】 

 令和７年７月(予定)より「亀田花園病院」の定款変更による事業譲渡を行い、社会医療法人文珠会か

ら当法人への開設者変更を実施し「花園記念病院」としての運営を予定しております。 

また、当法人グループの「函館パートナークリニック」を令和７年６月(予定)で閉院、 

開院予定の「花園記念病院」での在宅療養支援病院として運営を考えております。 

・慢性期病棟６５床を継続運営する。（一般病床３２床、療養病床３３床） 

・新たに在宅療養支援病院の届出を行う予定。 

 

■地域医療構想の考え方を踏まえた当該病床機能が必要と考える理由 

当法人が運営を引き継ぐ亀田花園病院は、急性期病床からの治療後の患者や回復期からのリハビリ後

の患者の受け入れを行い、急性期治療やリハビリ後でも医療度の必要性は高く、在宅や介護福祉施設で

の病態管理が困難な方が主になっており、地域において必要とされる慢性期医療を提供しています。 

令和６年度の一般病床の病床利用率は 88.39％、療養病棟においては令和６昨年度の病床利用率が

99.89％、そのうち医療区分 2・3に該当する患者の利用が 87％となっており、南渡島において必要とさ

れ､役割を果たしているものと思っており、地域医療構想の考え方に沿った運営を行っております。当法

人が当該病院を引き継ぐこととなりますが、現在の病院としての役割を引き継ぐとともに、より一層地

域に根ざした信頼できる医療機関として、医療・看護・介護を提供できるよう幅広い医療ニーズに対応

し地域医療への貢献を目指していきます。 

 

資料 ３－２ 



別紙 1 

提出日：令和７年５月３０日 

病床機能に係る病院開設等計画書 

■医療機関の概要 

開設者 医療法人正衛会しいき循環器科内科医院 

施設名 医療法人正衛会しいき循環器科内科医院 

所在地 北海道北斗市本町６６５番地の１８ 

標榜科目 内科・呼吸器科・循環器科 

 

■病床整備計画の概要 

計画の種別 
□開設、病床設置 □移転 □開設者変更 □法人内病床移動 

□病床機能変更 □再稼働 ☑その他（病床の削減１９床→１床） 

病床機能 

高度急性期  床、急性期 １床、回復期  床、慢性期  床 

【変更（再稼働）前】 （平成２６年７月１日現在報告） 

高度急性期  床、急性期１９床、回復期  床、慢性期  床 

開設（変更、再稼働）予定

日 

令和７年６月３０日 

申請等の提出予定月 令和７年５月 

【計画の内容】 

当法人の医療機関は、開設時より１９床の一般病床を有し、北斗市（旧亀田郡大野町）及び近郊町村

にお住まいの方の外来診療に加え、入院治療の方にも注力してまいりました。平成２６年４月に病棟看

護師が大量離職したことに伴い病棟の維持が困難となり、やむを得ず同月末に休棟し、病棟の再開を目

指してきましたが、看護師等の病棟スタッフの確保も難しく、外来患者数が大幅に減少し再開する見込

みがなくなりました。 

この度、経営状況の悪化もあり病床数を大幅に削減し、検査入院も可能な外来医療・在宅医療の受け

皿となるべく、外来診療により一層注力した上、訪問診療やオンライン診療の導入も念頭に、地域医療

に貢献していきます。 

 

 

■地域医療構想の考え方を踏まえた当該病床機能が必要と考える理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ３－３ 



 

提出日:令和 7年 8月 1日 

病床機能に係る病院開設等計画書 

■医療機関の概要 

開設者 社会福祉法人 渡島福祉会 

施設名 渡島リハビリテーションセンター診療所 

所在地 北海道茅部郡鹿部町字鹿部 258-7 

標榜科目 内科・放射線科 

 

■病床整備計画の概要 

計画の種別 
□開設、病床設置 □移転 □開設者変更 □法人内病床移動 

□病床機能変更 □再稼働 ☑その他（病床の削減 19床→17 床） 

病床機能 

高度急性期  床、急性期  床、回復期  床、慢性期１７床 

【変更（再稼働）前】 

高度急性期  床、急性期  床、回復期  床、慢性期１９床 

開設（変更、再稼働）予定日 令和７年８月１日 

申請等の提出予定月 令和 7年８月 

【計画の内容】 

当法人の医療機関である診療所は、開設後約１年半後には有床 12 床を認可し、その後増改築を行い増

床 19床までとし、施設利用者や近郊町村に住む方々の一般診療や入院治療に注力してきたところです。 

しかしながら、利用者の減員や入院患数の減少が著しいことと、看護職員の確保が困難なこともあり

病床の維持は厳しくなります。今後は経営状況の悪化もあり病床数を実態にあった数に削減する予定で

はありますが、施設利用者の健康管理のため、診療体制の充実や地域医療の貢献は継続してまいります。 

 

 

 

 

 

 

■地域医療構想の考え方を踏まえた当該病床機能が必要と考える理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ３－４ 



 

 

資料 ３－５ 

令和７年１０月１日提出 

病床機能に係る病院開設等計画書 

■医療機関の概要 

開設者 独立行政法人国立病院機構 理事長 新木 一弘 

施設名 独立行政法人国立病院機構函館医療センター 

所在地 函館市川原町１８番１６号 

標榜科目 呼吸器科、循環器科、外科、消化器科、呼吸器外科、心臓血管外科、泌

尿器科、放射線科、麻酔科、病理診断科、緩和ケア科、整形外科、婦人

科、眼科、皮膚科、アレルギー科、総合診療科、歯科口腔外科 

 

■病床整備計画の概要 

計画の種別 
□開設、病床設置 □移転 □開設者変更 □法人内病床移動 

□病床機能変更 □再稼働 ☑その他（ 急性期病床の削減 360 床→350 床 ） 

病床機能 

高度急性期  6 床、急性期 237 床、回復期 47 床、慢性期 60 床 

【変更（再稼働）前】 

高度急性期  6 床、急性期 247 床、回復期 47 床、慢性期 60 床 

開設(変更、再稼働）予定日 令和７年８月２１日 

申請等の提出予定月 令和７年８月 

【計画の内容】 

 当院は、病院経営が年々悪化している状況においても、地域における医療提供体制の確保が求められ

続けておりました。そのような状況の中、医療施設等経営強化緊急支援事業が厚労省より発出されたた

め、病床数適正化支援事業に▲３２床で申請したところ、第一次内示では給付対象外とされましたが、

第二次内示として１０床分の内示を受けたことから、急性期病床１０床を削減することといたしました。 

 なお、削減する１０床は、空床相当分のため、患者・診療体制に影響はなく、地域医療体制の確保に

損害をあたえるものではないことを申し添えます。 

 

 

 

■地域医療構想の考え方を踏まえた当該病床機能が必要と考える理由 

 

 

 

 

 

 



 

 

資料 ３－６ 

 

病床機能に係る病院開設等計画書 

■医療機関の概要 

開設者 日本赤十字社 

施設名 函館赤十字病院 

所在地 函館市堀川町６番２１号 

標榜科目 内科、消化器内科、循環器内科、血液・腫瘍内科、外科、腫瘍外科、 

乳腺外科、整形外科、麻酔科、放射線科、リハビリテーション科 

 

■病床整備計画の概要 

計画の種別 
□開設、病床設置 □移転 □開設者変更 □法人内病床移動 

□病床機能変更  □再稼働 ✓その他（ 許可病床数の変更 ） 

病床機能 

高度急性期  床、急性期 125 床、回復期 12 床、慢性期  床 

【変更（再稼働）前】 

高度急性期  床、急性期 135 床、回復期 12 床、慢性期  床 

開設（変更、再稼働）予定日 令和７年９月２６日 

申請等の提出予定月 令和７年９月 

【計画の内容】 

令和７年９月２６日に以下のとおり変更する。 

⑴ 許可病床数：147 床⇒137 床(▲10 床) 

⑵ 病床機能：上記のとおり。 

※ 稼働病床：106 床は変更なし。 

 

■地域医療構想の考え方を踏まえた当該病床機能が必要と考える理由 

 地域の高齢化や医療ニーズを踏まえ病床機能や許可病床数の変更について進めてきたところである

が、効率的な医療提供体制の構築を目的に許可病床数１０床の削減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 ７ 年 ９ 月 ２５ 日提出 



議事２（１） 資 料 ４

南渡島圏域における紹介受診重点医療機関について

紹介受診重点医療機関については、医療機関が都道府県に対して、外来医療の実施状況や

紹介受診重点医療機関となる意向の有無等を報告し、その結果を基に地域の協議の場である

地域医療構想調整会議等において、意向の有無や「医療資源を重点的に活用する外来に関す

る基準」の状況等の報告を踏まえて協議を行い、協議が整った医療機関を都道府県が公表する

こととなっています。

「医療支援を重点的に活用する基準」は、図１に示すとおり「①初診に占める重点外来の割合

が４０％以上かつ、②再診に占める重点外来の割合が２５％以上」となっています。

図１【医療支援を重点的に活用する基準】
医療資源を重点的に活用する外来に関する基準（①かつ②）を満たした医療機関

① 初診に占める重点外来の割合 ４０％以上

② 再診に占める重点外来の割合 ２５％以上

医療資源を重点的に活用する外来に関する基準（①かつ②）を満たさない医療機関

については、次の事項を活用（③及び④）（参考水準）

③ 紹介率 ５０％以上

④ 逆紹介率 ４０％以上

令和６年度の外来医療機能報告により、南渡島圏域から「医療資源を重点的に活用す

る外来を地域で基幹的に担う医療機関（紹介受診重点医療機関）」となる意向を示した医

療機関は、令和４年度及び令和５年度に引き続き、表１に示す次の４施設です。

表１【医療資源を重点的に活用する外来となる意向を示した医療機関】
基 準

① ② 基準可否

初診に占める重点外来の割合 再診に占める重点外来の割合

４０％以上 ２５％以上

市立函館病院 ６８．２％（６２．７％） ３７．７％（３６．８％) 適

国立病院機構函館病院 ５５．１％（４９．２％) ２９．５％（２８．４％) 適

函館中央病院 ５０．２％（４８．７％) ２８．５％（２６．１％) 適

函館五稜郭病院 ６７．１％（６５．９％) ３５．２％（３５．１％ ) 適

※ （ ）内は前年度数値

表１のとおり、４施設とも図１の「医療支援を重点的に活用する基準」①かつ②に示す基準を

満たしていることから、令和７年９月２９日に開催された「令和７年度第１回南渡島圏域地域医療

構想調整会議地域医療構想専門部会」において、令和５年８月１日から引き続き「紹介受診重

点医療機関」として当該医療機関を都道府県が公表することが了承されましたので、ご報告する

ものです。

○ つきましては、ご意見等がある場合には、別紙（１）の回答書に記載をお願いいたします。



議 事 ２（２） 資料 ５－１

南渡島保健福祉医療圏域連携推進会議各専門部会の

令和７年度活動状況について（要旨説明）

南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議には、「南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議設

置要綱」第５条において専門部会を置くことができると規定されています。

専門部会は、「疾病に対する発症予防、医療連携体制及び疾病対策」並びに「医療体制

の整備、関係機関の連絡調整等」について専門的に協議する、現在次の７つが設置されて

います。

表１ 南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議に設置されている専門部会

１ がん対策専門部会 ５ 地域医療専門部会

２ 脳卒中対策専門部会 ６ 在宅医療専門部会

３ 糖尿病対策専門部会 ７ 歯科保健医療専門部会

４ 難病対策専門部会

今般、その各専門部会における令和７年度の１年間の活動状況について、各専門部会が

作成した資料５－２を使用して報告するものです。

報告は、上記の表１の順番に行います。

つきましては、ご意見等がある場合には、別紙（１）の回答書に記載をお願いいたしま

す。



 資料 ５－２  

 

 

 

令和７年度  
 

南渡島保健医療福祉圏域連携推会議 
 

各専門部会活動状況 

 
 

 

１ がん対策専門部会        ・・・１ 

２ 脳卒中対策専門部会       ・・・２ 

３ 糖尿病対策専門部会       ・・・３  

４ 難病対策専門部会        ・・・４ 

５ 地域医療専門部会        ・・・５ 

６ 在宅医療専門部会        ・・・６ 

７ 歯科保健医療専門部会      ・・・７ 
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南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議 がん専門部会 

 

《令和８年２月１０日（火）～２月２０日（金） 書面開催》  

１ 協議事項 

（１）がん対策専門部会 部会長の互選について 

事務局案が承認され、市立函館病院副院長 中西 一彰委員が部会長に互選された。 

【委員の意見等】 

特になし 

（２）令和７年度「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況について 

地域推進方針の指標の達成状況と評価について情報を共有した。 

また、令和７年度の取組内容、実績、課題、今後の方向性について協議し、事務局案が承

認された。 

  【委員の意見等】 

特になし 

 

２ その他 

【委員の意見等】 

特になし 
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南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議 脳卒中対策専門部会 

 

＜令和８年２月 12 日～同月 24 日 書面開催＞ 

○ 協議事項 

 １ 脳卒中対策専門部会 部会長の互選について 

 承認する：８名 承認しない：０名 未回答：３名 

※未回答３名については、電子メールによる再通知の結果、承認があったものとみなす。 

 

以上の結果、事務局案のとおり承認され、 

函館脳神経外科病院 妹尾誠 委員が当部会の部会長に決定。 

 

 

２ 令和７年度「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況について 

承認する：８名 承認しない：０名 未回答：３名 

※未回答３名については、電子メール再通知による確認の結果、承認があったものとみなす。 

 

委員による協議の結果、原案のとおり承認された。 

なお、本件については、当部会の親会である南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議へ報

告。 
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南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議 糖尿病対策専門部会 

 

 

＜令和８年２月 12 日（木）オンライン開催 出席者：委員７名（欠席者０名）＞ 

 

１ 協議事項１ 

（１）糖尿病対策専門部会長の互選について 

部会長の選出方法について協議した結果、委員から事務局一任とする旨の発言があ

り、異議なく了承され、平田博巳内科クリニック院長 平田委員が部会長に選出された。 

 

２ 報告・説明事項 

（１）南渡島圏域の糖尿病の現状と課題について 

   南渡島圏域の健診、受療動向、クリティカルパス活用状況等について事務局から説明 

（２）南渡島圏域市町及び関係機関・団体における糖尿病に関する取組実施状況について 

   南渡島圏域市町及び関係機関・団体の取組実施状況や課題等について事務局から報告 

【委員の意見等】 

・糖尿病連携手帳の１番のポイントは、医療機関の中で相互性があるかである。そこの徹底を

常に意識してやることを普及していけば、その地域の糖尿病診療レベルが上がる。手帳を配

布しているが、正しい意味での活用に関しては、もっと勉強が必要である。１つのカルテの

ように活用しながら患者の指導に役立ててもらえたら、患者も意識するということをどこか

でアナウンスできたらよい。 

・研修会の実施結果は、出席した方だけではなく、こういう議論があったということを関係機

関等にも周知してはどうか。 

 

３ 協議事項２ 

（１）南渡島圏域地域推進方針における糖尿病領域の令和７年度取組状況と今後の方向性に 

ついて 

   地域推進方針の指標の達成状況と評価について情報を共有するとともに、令和７年度

の取組内容、実績、課題、今後の方向性について協議し、事務局案で承認された。 

【委員の意見等】 

・糖尿病性腎症重症化予防プログラムは、国をあげての取組なので推進していきたいが、市町

と医療機関とで温度差があると感じている。かかりつけ医が必要だと思った場合もプログラ

ムの対象になるが、医療機関からの連絡が今のところないため、これからも引き続きこのプ

ログラムの推進について医療機関にも推進していただきたい。 

・糖尿病性腎症重症化予防プログラムについて、自分の町の医療機関と連携はとれているが、町

外の医療機関とはなかなか連携がとれない状況である。令和８年度の糖尿病対策の取組で実態

把握とあったが、その実態把握（調査）をする際に、町外の患者の対応は可能かどうかという

質問を医療機関に投げかけてもらいたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議 難病対策専門部会 

 

＜第１回（実務者研修会を兼ねて実施）＞  

１ 日 時 令和７年９月４日（木）15:00～17:00 

２ 方 法 集合開催（渡島総合振興局、知内町保健センター） 

３ 出席者 49 名（内 委員８名） 

４ 内 容 

（１） 講義：「ALSについて」 

  講師：市立函館病院 神経内科科長・主任医長 堀内 一宏 氏  

（２） 事例検討：「ALS患者の症状進行に伴う心理的変化に寄り添った支援」 

５ 結 果 

・事後アンケートでは、講義はわかりやすく、病状進行とともに変化する患者の心理的な変化

やその支援について、理解できたとの回答が多く得られた。 

 

＜第２回＞  

１ 日 時 令和７年 11 月 18 日（火）15:00～17：00  

２ 方 法 集合開催（渡島合同庁舎 101 号会議室） 

３ 出席者 委員８名 

４ 内 容 

（１） 報告「渡島保健所管内の現状と渡島保健所での活動実績」 

（２） 報告及び協議「難病対策の現状と課題」 

（３） 意見交換「令和８年度の計画について」 

５ 結 果【委員の意見等】 

・当所管内の地域課題として、渡島西部・東部の市町の医療やサービスに関する課題（高齢化

や社会資源・支援者不足等）が挙げられた。 

・次年度の部会（実務者研修会）案として、神経難病患者の模擬避難訓練を実施する方向で了

承された。 

 

＜第３回＞ 

１ 日 程 令和８年２月  

２ 方 法 書面開催 

３ 協議事項  

北海道医療計画南渡島圏域地域推進方針の進捗状況の情報共有等 

※進捗状況作成にあたっては、事前に各関係機関より取り組みや課題等意見を照会した。 

４ 結 果【委員の意見等】  

・進捗状況内容については特に意見なし。 

・その他、各分野における現状の取組みや課題等意見（レスパイトや災害対策）が出ていた

ため、今後の難病対策の取組みの参考としていく。 
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   南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議 地域医療専門部会 

 

＜第１回 令和８年(2026 年)２月４日 書面開催＞ 

１ 報告事項 

   なし 

２ 協議事項 

 北海道医療計画南渡島圏域地域推進方針の進行管理について 

 

【開催結果】 

同意する ２０名  同意しない ０名 

 

【委員の意見等】 

① （救急医療体制）（小児医療体制） 

令和７年４月から、北斗市と七飯町は合同で、９：00－15：00 の時間帯で休日当

番を行っている。今後、新規開業がない限り、５年後には小児の休日当番在宅医制

度は崩壊する。その点を十分反映した文言にしてほしい。 

② （災害医療体制） 

 災害拠点病院について、函館五稜郭病院が指定されたため、現状値・目標値とも

に「２」となるのではないか。 

③ （災害医療体制） 

 災害発生時の渡島保健所の役割について明確に記載する必要があるのではない

か。（渡島総合振興局に含まれていると思うが、より役割を明確化するため） 

④ （災害医療体制） 

 令和７年３月 25日事務連絡により、内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避

難生活担当）付厚生労働省大臣官房厚生科学課災害等危機管理対策室から発出され

た、大規模災害時における「災害時保健医療福祉活動支援システム（D24H）」の活

用に関する記述が見当たらないが、令和７年度時点の南渡島圏域地域推進方針に掲

載されていない事項である、という理解でよいか。また、その場合、次年度以降の

取組内容となるのか。 

⑤ （へき地医療体制） 

 へき地における保健指導において、「令和７年度の該当地区保健福祉所管部署廃

止」は、どういう理由で廃止になったのか、差し支えなければ教えていただきたい。 

⑥ （小児医療体制） 

 療養・療育支援体制の維持のためには、発達障がいにかかる診断・診療を必要と

するこどもが、長期に待機することなく受診できるよう、道南地域の拠点となる道

立の総合療育センターの整備を進めることが必要と考える。 

 

【上記意見等について】 

① 、③、④ については、意見を受けとめ、令和７年度進捗状況に反映。 

② について、現在道本庁で審査中であり、現時点では指定されていない旨説明。 

⑤ について、廃止理由等を説明し、文言等を修正。 

⑥ については、意見を受けとめ、南渡島圏域からの意見として道本庁に報告。 
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南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議 在宅医療専門部会 

 

１ 委員改選 任期 令和７年 9月２日～令和９年３月 31 日 

 

２ 部会開催 令和８年１月 29 日開催  渡島保健所 101 号会議室   

出席者：委員 11 名（欠席１名）オブザーバー２名 

 

（１） 協議事項１ 

・在宅医療専門部会長の互選 

自薦他薦なく、事務局提案した道南在宅ケア研究会 会長 川口 篤也委員を選任。 

 

（２） 報告・説明事項 

・南渡島圏域地域推進方針における在宅医療の提供体制にかかる取組状況について 

・在宅医療の提供体制整備に係る渡島保健所事業令和７年度実績及び令和８年度事業（案） 

について 

【委員の意見等】 

・部会長からの投げかけにより各委員の所属における取組状況や現状について報告。 

・ID-Link の活用について、他委員への質問あり。職種による活用方法や、研修会の案内など

委員間で情報共有された。 

・地域ＢＣＰについて、地域全体で話し合いができておらず、支援対象者への安否確認等課題

がある。国のモデル事業なども活用し、地域ＢＣＰを広げる活動が必要。 

 

（３） 協議事項２ 

・医療連携圏域（在宅医療圏）を踏まえた南渡島圏域の在宅医療の提供体制のあり方について 

【委員の意見等】＊各委員から発言 

・渡島西部の３町での連携協議会はあるが、松前町も含めた連携を図っていきたいので検討願い

たい。 

・院内の患者サポートセンターの活動紹介。西部３町協議会での研修会の開催や ID-Link 活用の

ための取組について紹介。 

・町内の医療資源は少ないが、近隣町の事業所の協力を得ており地域ケア会議にも招集。 

・訪問リハビリは活動地域を少しずつ広げている。患者のニーズも変化してきている。 

・災害時の対応について研修会を実施、ケアマネがどこまで実施できるか利用者と話し合うこと

を確認。ID-Link についても周知を図っていきたい。 

・オーラルフレイルはフレイルの前段階、早めの対策や栄養指導に繋げることが重要。 

・函館市では R7.12 に拠点事業の指定を受け、本年４月からの本格稼働に向け準備中。渡島西

部・東部との連携も進めていきたい。 

 

（３） その他 

【委員の意見等】 

・特になし 
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南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議 歯科保健医療専門部会 

 

 

《令和８年１月２２日（木）～２月６日（金） 書面開催》  

１ 協議事項 

（１） 歯科保健医療専門部会長の互選について 

事務局案が承認され、函館歯科医師会 鈴木副会長が部会長に互選された。 

【委員の意見等】 

特になし 

（２） 令和７年度「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況について 

地域推進方針の指標の達成状況と評価について情報を共有した。 

また、令和７年度の取組内容、実績、課題、今後の方向性について協議し、委員より障

がい者歯科保健医療への課題について意見があった。 

   その他については、事務局案が承認された。 

  【委員の意見等】 

函館歯科医師会が運営している口腔保健センターでは、年間延べ 630 人の診療を行っ

ているが、診療報酬では運営費をまかないきれない状況である。現在の体制を維持して

いくためには、運営費の確保等、地域全体で検討する必要がある。（原文のとおり） 

 

２ 報告事項 

（１）北海道歯・口腔の健康づくり８０２０推進条例の一部改正について 

（２）令和６年度末における市町村歯科保健対策実施状況調査結果について 

（３）令和６年度成人歯科保健に係る道民歯科保健実態調査結果について 

（４）令和７年度歯と口腔の健康・オーラルフレイル講演会について 

  【委員の意見等】 

   特になし 

 

 

 

 

 



議 事 ２（３） 資料 ６－１

「南渡島圏域地域推進方針」の進捗状況

【令和７年度】について（要旨説明）

○ 作成の趣旨

「北海道医療計画南渡島圏域地域推進方針」（令和６年度～令和１１年度）の「第５

地域推進方針の進捗管理等」の「２ 推進方針の進行管理」において、次のように記載

されています。

本推進方針を効率的かつ着実に推進するためには、各施策等の進捗状況や数値目

標の達成状況の評価を毎年度行い、圏域連携推進会議等において検証し、必要な取

組を推進し、必要があると認めるときは推進方針の見直し等について検討します。

そのため、毎年度、５疾病６事業及び在宅医療の提供体制については、数値目標等を

達成するための施策・取組み」についての「実績」及び「課題及び今後の方向性」並び

に「数値目標等」について記載した『「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況』を作成

しています。

今年度からは、難病対策及び歯科保健医療対策についても追加作成しています。

今般、令和７年度の状況について作成しましたので、ご報告いたします。

また、「がんの医療連携体制」、「脳卒中の医療連携体制」、「糖尿病の医療連携体制」、

「救急医療体制」、「災害医療体制」、「新興感染症発生・まん延時における医療体制」、

「へき地医療体制」、「周産期医療体制」、「小児医療体制（小児救急医療を含む）」、「在

宅医療の提供体制」、「難病対策」及び「歯科保健医療対策」については、各担当の専門

部会においても報告済みです。

『「南渡島地域地域推進方針」の推進状況【令和７年度】』は、上段の「１ 推進状況

及び評価」では、数値目標に対する「実績数値」と「評価」について示しています。

また、下段の「２ 主な取組の内容等」では、令和６年度における、「実績」やそれに

対する「課題」及び「今後の方向性」について、示したものです。

表に向かって左が、地域推進方針に掲載されている「数値目標等を達成するための施策

・取り組み」が、表の中央が、圏域内における取り組み内容等の「実績」、右が、実績

に伴う、「課題」及び「今後の方向性」について示しています。

○ つきましては、ご意見等がある場合には、別紙（１）の回答書に記載をお願いいたし

ます。



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

2 2 現状維持 北海道医療計画（令和6年3月版） 2 2 　現状維持に努めること。

胃 3.7 60.0 現状より増加
令和４年度地域保健・
健康増進事業報告
（厚生労働省）

3.7 3.7

肺 4.5 60.0 現状より増加
令和４年度地域保健・
健康増進事業報告
（厚生労働省）

4.5 4.7

大腸 4,3 60.0 現状より増加
令和４年度地域保健・
健康増進事業報告
（厚生労働省）

4,3 4.5

子宮頸 13.3 60.0 現状より増加
令和４年度地域保健・
健康増進事業報告
（厚生労働省）

13.3 13.5

乳 12.1 60.0 現状より増加
令和４年度地域保健・
健康増進事業報告
（厚生労働省）

12.1 12.2

喫煙率（％）（全道値） 20.1 12.0以下 現状より減少 令和４年国民生活基礎調査(厚生労働省） 20.1
－

(未実施)
　数値目標等を達成するため、がん予防普及やたばこが健康
に与える影響について継続して普及啓発を行うこと。

男性 225.6
全国平均（163.4）

以下
現状より減少

人口は令和２年国勢調査
死亡者数は地域保健情報年報（令和3年度実績）から算出 225.6 219.7

女性 128.8
全国平均

（94.4）以下
現状より減少

人口は令和２年国勢調査
死亡者数は地域保健情報年報（令和3年度実績）から算出 128.8 140.4

２　主な取組の内容等

今後の方向性

〇教材となるDVD等を購入または作成し、各学校で授業
として使用してもらうことなどを検討する。
〇インターネット等が発達した現代において、参集式のみ
での講座開催がよいのか今後検討していく。
〇各学校の保健担当教員や養護教諭などに向けた研修
会を開催して、各学校において対応できる体制づくりにつ
いて検討する。
〇身近なところで禁煙支援を受けることができる体制を整
備する。

〇周知方法について再度検討する。
〇集団検診しかない場合には個別検診の導入、電話予
約しか無い場合にはネット予約の導入について検討す
る。
〇個別検診受診体制について検討する。
〇国保や後期受診者以外の職域検診等のがん検診受診
状況の把握ができる体制の確保に努める。
〇受診が困難な人のために検診を受けやすい体制につ
いて検討する。
〇町内会が主催する集会等で、がん検診の重要性につ
いて講義・講話を実施するなど,検診受診率向上に努め
る。

〇患者会等や退院後の職場復帰に係る取組などの情報
収集と活動の支援に努める。

〇緩和ケア病棟の受入れ改善のため、入院定数の増床
等について検討していく。
〇がん相談支援センターが中心となり、院内外との連携
を強化し、教育、福祉、就労などの情報を集約できる体制
整備に努める。

〇がん征圧・がん検診受診促進月間（9月）におけるパネル展の開催。

〇がん地域連携パスの活用（利用状況　24件　市立函館病院）
〇必要に応じて、緩和ケア病院への転院や在宅支援（訪問看護等）の提供、院外機関への調整の実施。（函館五稜郭病院）
〇病院と調剤薬局が連携し、院外処方箋への検査値掲載やがん薬物療法レジメンの共有。（函館五稜郭病院）
〇小児がん拠点病院である札幌医科大学付属病院への患者紹介の実施。（市立函館病院）
〇小児科医を中心とした移行期医療に関する勉強会の実施。また、北大病院から月１回、医師を定期的に派遣してもらい、小
児・AYA世代のがん患者診療体制の整備。（函館中央病院）
〇AYA世代へのがん告知に専任の看護師が同席し、情報提供やフォローアップをする体制の整備。また、情報提供パンフレット
の配布。（函館五稜郭病院）
〇がん患者や家族が集うサロンの開催。
○がん医療に係る勉強会や研修会の実施。
・緩和ケア研修会の開催や北海道地域緩和ケア研修会（どさんコロジー）のサテライト会場としての利用（市立函館病院）
・緩和ケア研修会の開催及び南渡島地域包括緩和ケアネットワーク（MOPN)の運営、定例勉強会の実施（函館五稜郭病院）
・南渡島地域包括緩和ケアネットワーク定例会の開催（函館中央病院）
・小児がん治療について、北海道大学講師による緩和治療やＡＣＰの勉強会を実施（函館医療センター）

エ　がん医療連携体制の整備
〇より身近なところで必要ながん治療を受けることができるよう、がん診療連携拠点病院、地域がん
診療病院や北海道がん診療連携指定病院、その他がん医療を行う医療機関、在宅療養支援診療
所、訪問看護事業所、薬局、歯科医療機関等の関係者間の連携を促進し、診療から治療、緩和ケ
ア、リハビリテーション、在宅医療に至るまでのがん医療提供体制の整備を図ります。
〇国が指定する小児がん拠点病院と地域の医療機関等は、小児・AYA世代のがん患者が適切な治
療や支援が受けられるよう、診療体制や機能等の情報を共有し、連携体制の構築に取り組みます。
〇がんと診断された時からの在宅を含む緩和ケアが推進されるよう、拠点病院等は、がん診療に携
わる医師、看護師、薬剤師等に対する緩和ケアの知識の普及とともに、緩和ケア病床を有する医療
機関や在宅療養支援診療所、薬局等の関係者の連携を促進します。
〇道内の医育大学とも連携を図りながら、放射線療法や薬物療法、手術療法などのがん医療を専門
的に行う医師等の医療従事者の人材育成を促進します。
〇国が指定するがんゲノム医療中核拠点病院等による、ゲノム医療の連携体制の構築に努めるとと
もに、がんゲノム情報の取り扱いやがんゲノム医療に関する道民の理解を促進するため、普及啓発
に努めます。

　男女ともに本地域のがんによる死亡率は全国平均と比較し
て高い傾向がみられる。年齢構成等の地域特性を踏まえつ
つ、がん予防や早期発見に資する取組の一層の推進が必
要。

イ　がんの早期発見
〇がん検診の受診率の向上に向け、企業との連携やマスメディア等を活用した普及啓発を行いま
す。
〇がん検診と特定健診との一体的な実施を促進するとともに、検診の受診勧奨の取組を推進するな
ど、受診率の向上を図ります。
〇がん検診の精検受診率やがん発見率などの指標を分析し、精度の維持・向上を図ります。

ウ　がん登録の推進
〇がんの罹患や治療後の経過等に関する情報が予防・治療等に効果的に活用されるよう普及啓発
を行います。

ア　がん予防の推進
〇健康のために望ましい生活習慣やがんに関する正しい知識を身につけることができるよう普及啓
発を行うとともに、学校におけるがん教育の支援を行います。
〇たばこをやめたい人が、医療機関、薬局、市町、保健所や事業所などの身近なところで禁煙支援を
受けることができる体制の整備を促進します。
〇受動喫煙を防止するために、公共施設を始め職場や家庭等における禁煙や適切な分煙を進めま
す 。

住民の健康状態等
がんによる75歳未満年齢調整死亡率
（％）

取組の内容

〇年々依頼学校が増えており、今後、全ての学校に医師等の講師が出向
くのは困難。また、現状はボランティアである。
〇若年層への普及啓発について、若い世代であるほどがんを身近に考え
ることが難しく、効果的な普及啓発に苦慮している。
〇普及啓発のためのがん予防講演会を開催しても、高齢化や人口減少に
より集客が難しくなっている。
〇身近なところで禁煙支援を受ける体制整備が必要。

課　　　　題

〇様々な媒体を用いて受診勧奨をしているが、受診率が向上しない。
〇受診期限の年度末に駆け込み受診が集中し、医療機関の負担が多い。
○若い世代及び４０～５０代のがん検診受診者が少ない。
〇職域検診のがん検診受診状況が把握できない。
〇集団検診の委託医療機関の業務縮小化により、受け入れ人数が減少
し、受診したくても受診できない住民が一定数存在する。また、町内の胃が
ん検診における内視鏡検査の受診可能医療機関が少ない。（森町）

〇様々な媒体を用いて受診勧奨をしているが、受診率が向上しない。
〇受診期限の年度末に駆け込み受診が集中し、医療機関の負担が多い。
○若い世代のがん検診受診者が少ない。
〇のがん検診受診者が少ない。
〇職域検診のがん検診受診状況が把握できない。
〇集団検診の委託医療機関の業務縮小化により、受け入れ人数が減少
し、受診したくても受診できない住民が一定数存在する。また、町内の胃が
ん検診における内視鏡検査の受診可能医療機関が少ない。（森町）

〇がん地域連携パスについて、フィードバック体制や実施状況を確認でき
るシステムがないため、どのように利用されているか確認できない。
〇管内の緩和ケア病棟を有する病院は２病院のため病床数に限りがあ
り、転院が困難となるケースが多く、急性期で看取るケースが増えている。
〇病院側で、教育、福祉、就労などの地域の資源を把握できなく、情報が
集約できていない。
〇該当患者を、院内外への紹介や相談窓口の周知が浸透していない。
〇緩和ケアに係る研修会の参加希望が、医師やコメディカルの申し込み
が少なく研修医が主となっている。

実　　　　績

〇がん診療拠点病院や医師会会員が、小中高校、短大等、（渡島医師会6校、市立函館病院10校、函館五稜郭病院15校、函館
医療センター2校）33校への講師派遣による出前講座を開催し、がん教育の支援を実施した。
〇住民向けがんに関する正しい知識を身につける普及啓発のため、以下の取組を実施した。
・行政や医療機関における住民や町内会向けがんに係る公開講座・相談会・イベントの開催
・広報誌やホームページへの掲載、パンフレットや冊子の配布
・がん予防や禁煙のパネル展を開催
・函館・道南がん対策応援フォーラムへの参加
〇道立保健所において禁煙支援に関する支援窓口の設置や支援体制の整備。
〇公共施設において敷地内を全面禁煙とするほか、要件を満たす喫煙場所の設置等施設利用者に配慮した分煙環境の整備。

〇がん検診の受診への普及啓発に係る取組状況について、以下の取組を実施した。
・民間企業との連携による受診勧奨チラシの配布やはがきによる受診勧奨の実施（函館市）
・漁業組合を通したがん検診の周知及び検診料助成の実施（知内町）
・協会けんぽから加入者への特定検診の案内に同封して、がん検診受診勧奨リーフレットを送付（七飯町）
〇がん検診の受診率向上のため、以下の取組を実施した。
・特定健診とがん検診の同時実施
・節目年齢対象者に対する無料クーポン券の配布（函館市、知内町、七飯町、鹿部町）
・がん検診料の無料化（鹿部町、森町）
・がん検診未受診者へのはがきや電話等による個別受診勧奨の実施
・WEB予約の導入（七飯町、森町）
・がん検診の結果データ受領者へのインセンティブの実施（鹿部町）
・集団検診における託児対応の体制整備（木古内町）
・中学生へのピロリ菌検査の実施
〇各がん検診の事業評価に係る各検診機関への調査の実施。

　がん検診受診率について、ほぼ横ばいで推移している。が
ん検診の受診促進を始めとする各種取組の推進が必要。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

　01  がんの医療連携体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

体　制　整　備 がん診療連携拠点病院数（か所）

実 施 件 数 等

がん検診受診率（％）

資料６－２



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

4 - 現状維持
北海道保健福祉部調べ
別表5　急性期医療の公表医療機関
（令和6年4月1日現在）

4 現状維持

15 - 現状維持
医療機関の公表調査結果
（令和6年4月1日現在）

15 現状維持

急性期４ - 4 現状維持

回復期８ - 7 １医療機関が公表要件を満たさず非公表となり減少

20.1 12.0以下 現状より減少 国民生活基礎調査（令和4年度） - 徐々に減少傾向

28.1 70.0 現状より増加 30.1 徐々に増加傾向（

37.1 45.0 現状より増加 37.6 徐々に増加傾向

男性 131 124以下 131 令和２年NDBオープンデータ［厚生労働省］と比較し著変なし

女性 126 119以下 126 令和２年NDBオープンデータ［厚生労働省］と比較し著変なし

男性 93.5 現状より減少 99.65 徐々に増加傾向

女性 61.1 現状より減少 55.24 徐々に減少傾向

※　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。
*1　各市町単位及び南渡島圏域単位でのデータ把握が困難なため、全道値を掲載

２　主な取組の内容等

今後の方向性

○地域連携クリティカルパスを運用する道南脳卒中地域連
携協議会と連携し、医療連携体制に係る課題や状況の把
握に努める。
○引き続きICTの活用により医療・介護の患者情報共有を
円滑に行っていく。

１－１特定健診の関係
　基本的に電話・はがきによる勧奨を実施。その他取り組みについては次のとおり。
・ブック型受診券の配布、オプション検査無料クーポンの配布、12月末までに健診受診者を対象にQUOカード送付。（函館市）
・集団検診及び個別健診の実施。（北斗市）
・未受診者への定期的な受診勧奨の実施、20代からの若年者の住民健診の実施、健診受診者へインセンティブ（地域の商品券）送付健康づくり推
進員による受診勧奨の実施、薬局での健診受診勧奨。（松前町）
・漁業組合との連携及び町広報での普及啓発。（知内町）
・キャンサースキャンによる特定健康診査受診率向上支援事業を活用し、はがきによる勧奨を年2回実施。（木古内町）
・特定健診の受診勧奨としてキャンサースキャンとの共同事業で、個別の受診勧奨を年2回実施、、町内の医療機関へ受診勧奨用チラシを設置。
（七飯町）
・簡易脳ドック健診と特定健診の同時実施、広報、ホームページ、防災無線、LINE、チラシ提示等による健診の周知、国民健康保険の方の職域健
診受診者のデータ提供の実施し提供者にインセンティブ提供、ナッジ理論による健診未受診勧奨案内の実施、薬局と連携し健診受診勧奨を実施。
（鹿部町）
・特定健診の実施。（市立函館病院）
・検診センターにおいて、特定健診の内容を含む検診を実施、医師会を通じて各健保組合へアナウンス、HPやパンフレットにおいて普及啓発を実
施。（函館中央病院）
・特定健診の実施。（函館脳神経外科病院）
・特定健診の実施。（函館新都市病院）

実　　　　績取組の内容

○ホームページやパネル展の開催等、受動喫煙防止に関
する正しい知識と禁煙や生活習慣の見直しに向けた普及
啓発に努める。
○禁煙支援や受動喫煙を防止するための体制整備を推進
の継続。
○きれいな空気の施設登録を推進することにより受動喫煙
の減少及び防止の意識を高めていく。
○特定健診及び特定保健指導の受診率向上の取組を継
続。
○脳卒中の発症予防、発症時の早期受診、再発予防を中
心とした重症化予防について、周知・啓発等の取組みを継
続する。

○　医療連携体制の充実
１　発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、
維持期医療の各期における、医療機関及び関係団体の取り組みを
促進します。
２　急性期から回復期、維持期まで切れ目なく適切な医療（リハビリ
テーションを含む）が提供できるよう、地域連携クリティカルパスやＩ
ＣＴを活用した地域医療情報連携ネットワーク、保健医療福祉圏域
連携推進会議等を活用し、関係する機関の連携体制の充実を図り
ます。

１－１特定健診の関係
・特定健診の受診率の向上。（函館市）
・様々な媒体を駆使し周知・勧奨を行っているが、なかなか受診
率・利用率の向上につながらない。（北斗市）
・新規受診者に勧奨通知等行っているが受診率が低迷しているた
め対策検討が必要、継続受診者の高齢化に伴い検診受診体制の
見直しが必要、健診未受診者の状況把握が必要、健診受診がし
やすい体制として、協力医療機関における健診体制の検討が必
要、みなし健診について医療機関との連携が必要。（松前町）
・４０～５０代の特定健診の受診率が低い。（知内町）
・特定健診の受診率向上に向けては、新規受診者の獲得、継続受
診者の連続受診の確保が課題。（七飯町）
・特定健診の受診率向上。（鹿部町）
・特定健診の問診票の書式が統一されていないため事務作業が
繁雑。（函館脳神経外科病院）
１－２特定保健指導の関係
・個別健診のため、結果説明会などの機会ないことで、保健指導
の実施が難しい。（木古内町）
・特定保健指導については、長年の生活習慣を行動変容させてい
くことに困難さがある。（七飯町）
・特定保健指導の実施率の向上。（鹿部町）

２脳卒中の発症予防
・温泉以外でも健康相談の利用者が固定化しており、偏っている。
（福島町）
・簡易脳ドック検診及び糖尿病性腎症重症化予防実施率の向上。
（鹿部町）
・診察における指導時間の確保、診療報酬上の評価。（函館脳神
経外科病院）

２脳卒中の発症予防
・市民健康教育2回開催、地域での健康教育・健康度測定会の実施。（函館市）
・糖尿病重症化予防教室を2回実施、生活習慣病及び脳卒中の予防に向けた健康教育の実施。（北斗市）
・脳健診の実施。（松前町）
・温泉施設において、月1回血圧測定・健康相談の実施。（福島町）
・集団結果説明会において、生活習慣改善について説明。（七飯町）
・簡易脳ドック検診及び糖尿病性腎症重症化予防指導の実施。（鹿部町）
・高血圧、糖尿病、脂質異常症等生活習慣改善指導。（函館脳神経外科病院）
・脳ドック及び外来での生活習慣管理指導の実施、地域医療講座の実施。（函館新都市病院）

３受動喫煙防止関係
・世界禁煙デー、禁煙週間パネル展の開催。（令和７年5月30日～6月6日道民ホール）（渡島保健所）
・きれいな空気の施設登録数の増加。（令和８年２月１日時点で106施設）（渡島保健所）
・ポスター掲示及びSNS等での普及啓発の実施。（函館市）
・町独自のたばこ対策チラシを作成し、各種健診の場面等で配布及び指導を実施。（森町）
・敷地内禁煙の実施、喫煙習慣のある患者への禁煙指導。（函館脳神経外科病院）

○予防対策の充実
１　道・市町・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く
周知するとともに、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めま
す。
２　高血圧や糖尿病、脂質異常症、メタボリックシンドローム、喫煙
習慣がある者への支援を早期に開始し、脳卒中の発症予防に努
めます。
３　施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めま
す。

１－２特定保健指導の関係
・健診当日に初回面接を実施。保健指導終了者へインセンティブ付与。（函館市）
・個別及び集団で特定保健指導を実施（北斗市）
・特定保健指導（積極的支援及び動機付け支援）の実施。（松前町）
・特定保健指導の実施。（知内町）
・特定保健指導の実施。（木古内町）
・特定保健指導の実施率向上に向けては、集団検診の結果説明会を実施し、結果を個別に返却しながら特定保健指導の勧奨を実施。（七飯町）
・特定保健指導の実施。（鹿部町）

課　　　　題

○地域連携クリティカルパスのバージョンアップについて検討が必
要。
○回復期でも連携パスを採用していない医療機関がある。
○維持期までには浸透しておらず活用されていない（立ち上げから
変わっておらず維持期までという施策の文言は現実的ではないと
思われる。）
○既存の情報共有の様式と違うため、パス軌道に繋がりにくい。

１取組の促進
・道南脳卒中地域連携協議会との連携
・北海道医療計画推進のための医療機関名の取りまとめ
２連携体制の充実
・地域連携クリティカルパス発行件数122件（R8.1.13現在）
・ICTの活用では、道南地域医療連絡協議会における地域医療情報ネットワークとして「ID-Link（道南Medika）」により患者情報等を共有している。
（2026.2.1時点の登録患者数は138万4152名）

北海道国民健康保険団体連合会
特定健診・特定保健指導実施結果集計表
（県集計）（令和4年度）特定保健指導の実施率（国保）（％）

住 民 の
健 康 状 態 等

高血圧の改善(40～74歳）
収縮期血圧の平均値mmHg

現状より減少

実 施 件 数 等

喫煙率（全道）（％）*1

特定健診の実施率（国保）（％）

令和３年NDBオープンデータ
［厚生労働省］

脳血管疾患患者の年齢調整死亡率（人口10万対） 現状より減少
人口：令和２年国勢調査
死亡者数：令和４年度地域保健情報年報

医療機関の公表調査結果
（令和6年4月1日現在）

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

　02  脳卒中の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

体制整備

急性期医療を担う医療機関数（か所）

回復期リハビリテーションが実施可能な医療機関数（カ所）

地域連携クリティカルパスを導入している数 現状より増加

資料６－２



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

5 － 現状維持
医療機関の公表調査結果
（令和6年4月1日現在）

5 5 現状維持

7 － 現状より増加
医療機関の公表調査結果
（令和6年4月1日現在）

7 15 現状維持

1(急性期) － 1 0

１(回復期) － 1 2

20.1 12.0以下 現状より減少 国民生活基礎調査（令和4年度） - - 徐々に減少傾向

28.1 70.0 現状より増加 28.1 30.1 徐々に増加傾向

37.1 45.0 現状より増加 37.1 37.6 徐々に増加傾向

男性 131 124以下 131 131 令和２年NDBオープンデータ［厚生労働省］と比較し著変なし

女性 126 119以下 126 126 令和２年NDBオープンデータ［厚生労働省］と比較し著変なし

男性 164.7 現状より減少 164.7 175.2 徐々に増加傾向

女性 111.1 現状より減少 111.1 110.6 徐々に減少傾向

※ 目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

*1　各市町単位及び南渡島圏域単位でのデータ把握が困難なため、全道値を掲載

２　主な取組の内容等

今後の方向性

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

　03  心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和６年度の評価

増減あり

喫煙率（全道）（％）*1

特定健診の実施率（国保）（％）

北海道国民健康保険団体連合会
特定健診・特定保健指導実施結果集計表（県集計）（令和4年度）

特定保健指導の実施率（国保）（％）

体　　　　制　　　　整　　　　備

実 施 件 数 等

急性期医療を担う医療機関数（カ所）

心血管疾患リハビリテーションが実施可能な医療機関数（カ所）

地域連携クリティカルパス導入の推移 現状より増加
医療機関の公表調査結果
（令和6年4月1日現在）

課　　　　題

高血圧改善（40～74歳）
収縮期血圧の平均値mmHg

現状より減少
令和３年NDBオープンデータ
［厚生労働省］

心疾患の年齢調整死亡率
（人口10万対）

現状より減少
人口：令和２年国勢調査
死亡者数：令和３年度地域保健情報年報

取組の内容 実　　　　績

住 民 の
健 康 状 態 等

○予防対策の充実
１　道、市町、医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く周知するととも
に特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。
２　高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドローム、喫煙習慣がある者
への支援を早期に開始し、心筋梗塞等の心血管疾患の発症予防に努めます。
３　施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。

1-1特定健診の関係
　基本的に電話・はがきによる勧奨を実施。その他取り組みについては次のとおり。
・受診勧奨を兼ねたブック型受診券の送付，受診勧奨はがきの送付および電話勧奨，オプション検査無料クーポン券（40，45，50，55歳）の配付（函館市）
・集団：6月と9～10月で計19日実施し、749人、個人：6～3月で実施中
・結果説明会（特定保健指導以外）：8月と11月で計8日実施し、46人が利用
・糖尿病重症化予防教室：10月と2月に実施。10月は7人が参加。
・健康教育：生活習慣病やメタボリックシンドロームの予防に向けた普及啓発を実施中
・市役所や関連施設については、全て施設内禁煙となっている。（北斗市）
・令和7年5月12日～12月1日運動中心の生活習慣予防隊開く教室の実施（運動、講話、計測、血糖値測定、保健指導　実人数21人、延べ270人）
・令和7年1月7日～3月25日まで運動中心の生活習慣病予防対策教室の実施（運動、講話、計測、血糖値測定、保健指導等体力測定、継続　実人数15人、（年度内の為継続実施中）
・令和7年2月27日・3月12日（講話、調理実習、円分排出量検査、血糖値測定等　（年度内の為継続実施中）（松前町）
・脂質異常症をテーマに健康料理教室（福島町）
・未受診者へハガキ・電話にて受信推奨、漁組から組合員へ周知取りまとめ・生活習慣改善講座の開催（知内町）
・キャンサースキャンによる特定健康診査受診率向上支援事業を活用し、はがきによる受診勧奨を年2回行っている。（木古内町）
・特定健診の受診勧奨としてキャンサースキャンとの共同事業にて、個別に受診勧奨を年２回実施している。その他に七飯町内の医療機関に受診勧奨用のチラシの設置、主治医からの受診勧奨も依頼をしている。
・特定保健指導の実施については、集団検診結果説明会から結果を個別に返却する際に対象者へ利用勧奨をしている。（七飯町）
・広報、ホームページ、防災無線、ＬＩＮＥ、チラシ掲示等の周知の実施、国民健康保険の方の職域健診受診者のデータ提供の実施、提供者に報奨提供、特定保健指導の実施、糖尿病性腎症重症化予防指導の実施、
ナッジ理論による健診未受診勧奨案内の実施、薬局を活用した特定健診受診勧奨事業の参加（鹿部町）
・特定健診を集団健診で受診した方のうち高血圧・脂質異常・高血糖で精密検査が必要となった方には、検査結果通知に受診勧奨リーフレットを同封し受診を啓発している。
　また集団健診だけでなく乳児健診等で、喫煙者には禁煙治療が受けられる医療機関名を記載したリーフレットを手渡し禁煙指導を実施している。（森町）

・実施64件、予定11件（市立函館病院）
・特定健診での指摘がある方への生活指導を行っております。必要に応じて薬物治療を開始します。
地域医療機関から、コントロールに難渋するケースに対して当方での精査　薬剤調整などを行っている。（函館五稜郭病院）
・市民公開講座を実施（4月12日大動脈瘤・弾道若解離はこんな病気、下肢静脈瘤どうすればいいの？、心臓リハビリテーションとは。7月26日大動脈瘤・大動脈解離はこんな病気、下肢静脈瘤どうすればいいの？、減塩
と食事。12月6日心臓の弁を手術で治す、不整脈をカテーテルで治す。
・地域住民への開催案内が新聞の折込チラシが主となっている。（国立函館医療センター）
・健診センターにて特定健診を含む健診は15000件程度あり。ホームページやパンフレットで周知。（函館中央病院）
・函館市民健康教室で当院医師が一般市民を対象に「高血圧」について講演を実施（函館市医師会病院）

1-2特定保健指導の関係
・集団：8月と11月で計8日実施し、46人が利用。個別：6～3月で実施中（北斗市）

○医療連携体制の充実
１　発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、再発予防の各
期における医療機関及び関係団体の取組を促進します。
２　急性期から回復期、再発予防まで切れ目なく適切な医療が提供できるよう、
地域連携クリティカルパスやＩＣＴを活用した患者情報共有ネットワーク、保健医療
福祉圏域連携推進会議等を活用し、連携体制の充実を図ります。

・クリティカルパス発行件数実施27件（市立函館病院）

○疾病管理・再発予防
１　慢性心不全患者に対しては、自覚症状や運動耐容能の改善及び心不全増悪
や再入院防止を目的に、運動療法、患者教育、カウンセリング等を含む多職種に
よる多面的・包括的なリハビリテーションの充実を図ります。
２　慢性心不全患者の管理に当たっては、関係者間で心不全の概念を共有する
ことが重要であることから、患者やその家族、心血管疾患を専門としない医療従
事者や介護関係者等への正しい知識の普及に努めます。

1-1特定健診の関係
・受診率向上。（函館市）
・様々な媒体を駆使し周知・勧奨を行っているが、なかな
か受診率・利用率の向上につながらない。（北斗市）
・参加者の固定化、指導対象者の固定化（松前町）
・参加者の減少により料理教室等行えないことがある。
（福島町）
・働く世代の参加が少ない（知内町）
・個別検診のため、結果説明会などの機会がないこと
で、保健指導の実施が難しい（案内をしても実施に至らな
い）（木古内町）
・特定健診の受診率向上に向けては、新規受診者の獲
得、継続受診者の連続受診の確保が課題である。
・特定保健指導においては、長年の生活習慣を行動変容
させていくことに困難さがある。（七飯町）
・特定健診の受診率の向上、特定保健指導・糖尿病性腎
症重症化予防指導の実施率の向上（鹿部町）
・特定健診受診率は、複数年に渡って様々な取り組みを
実施しているが伸び悩んでいる。広報誌や公式ホーム
ページを活用し知識普及しているが、健診未受診者や無
関心層に情報を届けることが難しい（森町）
1-2特定保健指導の関係
・連携のすすめ方が分からない。（木古内）
・薬物治療が不要な場合のフォローアップ（健診またはク
リニックなど）の体制作りが必要。（函館五稜郭病院）

○ホームページやパネル展の開催等、受動喫煙防止に関
する正しい知識と禁煙や生活習慣の見直しに向けた普及
啓発に努める。
○禁煙支援や受動喫煙を防止するための体制整備を推進
の継続。
○きれいな空気の施設登録を推進することにより受動喫煙
の減少及び防止の意識を高めていく。
○特定健診及び特定保健指導の受診率向上の取組を継
続。
○心疾患の発症予防、発症時の早期受診、再発予防を中
心とした重症化予防について、周知・啓発等の取組みを継
続。
○発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期
医療、再発予防の各期における医療機関及び関係団体の
取組を促進を継続。
○　引き続きICTの活用により医療・介護の患者情報共有を
円滑に行っていく。
○心不全に関する正しい知識の普及啓発を推進。

・院内で地域連携パスの作成検討。
・将来的に、状態の安定している心筋梗塞　心不全患者
を地域医療と連携できるように体制を組んでいきたいと
考えておりますが、クリティカルパス作成には時間を要す
ると思われます。

・在宅の場合に、患者と接することが多いであろう、家族
介護者が心不全の状態を理解すること、また協力いただ
くことが重要と考えられる。そのような方々への、啓蒙な
どが必要となると考えます。
・施設やケアマネージャーと食事や病態についての情報
共有を組織的に行うことが課題。

・地域ケアサービス連絡会（年4回実施）（鹿部町）
・リハビリテーションで退院時の生活指導介入（市立函館病院）
・入院中から、多職種による連携を行っております。特に、心不全を繰り返しやすい高齢　独居または老々介護世帯に対して、再発予防に必要な取り組みについて、多職種が集まってディスカッションを行います。
また、入院～外来への橋渡しとして必要なシートを作成して、外来看護師がスムーズに情報を取得できるようにしております。
　患者　家族に対する研修会は行っておりません。個別に対応するようにしております。
　院内の医療従事者に対して、心不全の病態および取り組みについて講義やグループワークを行っております。（函館五稜郭病院）
・院内で地域連携パスの作成検討（函館中央病院）
・循環器疾患患者で、必要な患者に対して多職種のカンファレンスを開催し、多面的・包括的な検討を行ってリハビリテーションを実施している。（函館市医師会病院）
・ICTの活用では、道南地域医療連絡協議会における地域医療情報ネットワークとして「ID-Link（道南Medika）」により患者情報等を共有している。（2026.2.1時点の登録患者数は138万4152名）

資料６－２



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

体 制 整 備 46 60 現状より増加
北海道保健福祉部調べ
（令和4年４月１日現在）

52 45
　医療機関数は横ばいの状況であるため、引き続き医療機関及び関
係機関・団体と連携し、「糖尿病連携手帳」等を用いたクリティカルパス
の普及啓発に努める。

30.3 60.0 現状より増加 32.5 34.0
　特定健診実施率は増加傾向にある。全道（31.4％）よりやや高いが、
目標値に達していないことから、市町及び関係機関・団体等と連携し、
特定健診実施率の向上に努める。

28.3 60.0 現状より増加 32.7 40.9
　特定保健指導実施率は増加傾向にあり、福島町では目標値を超え
ている。全道（36.7％）よりやや高いが、目標値に達していないため、市
町及び関係機関・団体等と連携し、保健指導実施率の向上に努める。

男性 10.3 － 10.4 10.4

女性 5.2 － 5.2 5.1

130 － 現状より減少
北海道保健福祉部
「透析医療の現況調査」
（令和４年）

113 120
　患者数は横ばいであるため、引き続き「南渡島圏域糖尿病性腎症重
症化予防プログラム」を活用し、市町と医療機関が連携して保健指導
や医療機関の受診勧奨を行い、透析療法への移行防止に努める。

２　主な取組の内容等

今後の方向性

イ　重症化予防等に係る取組の推進
○発症予防、初期・安定期治療、専門治療、急性期合併症治療、慢性合併症治療
の
   医療機能における医療機関及び関係団体の取組を促進します。
○道、市町及び医療保険者、医療機関等は、糖尿病患者や事業者等に対して継続
   治療の必要性等を啓発し、病状の悪化や合併症予防に努めます。
○発症予防から専門的治療・慢性合併症治療まで切れ目なく適切な医療が提供で
き
   るよう、「糖尿病連携手帳」（日本糖尿病協会発行）等を用いた地域連携クリティカ
　ルパスやICTを活用した患者情報共有ネットワーク、保健医療福祉圏域連携推進
会
　議等を活用し、患者の受療動向に応じた診療科間及び多職種による連携体制の
充
　実を図ります。特に糖尿病医療機能を担う医療機関においては、糖尿病連携手帳
　が活用されるよう普及啓発が必要です。

○南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議糖尿病対策専門部会の開催（R8.2.12）
○南渡島圏域糖尿病性腎症重症化予防対策担当者連絡会議の開催（R8.3.3）
○糖尿病の医療機能に関する調査（クリティカルパス及び糖尿病連携手帳の活用状況等）の
　 実施（R7.10）
○「南渡島圏域糖尿病性腎症重症化予防プログラム」等を活用した保健指導や医療機関の
受
   診勧奨の実施（８市町）

○治療中断者の減少や早期からの適切な指導・治療を行う
    ために、未受診者や治療中断者への受診勧奨を多施
設・
　 多職種が連携して行うことが必要です。
○未治療者への受診勧奨や糖尿病患者の疾病管理、合併
   症予防を推進できるよう、かかりつけ医と専門医療機関、
   歯科診療所及び医療保険者等による連携体制の整備が
   必要です。

○糖尿病重症化予防対策に向けた会議等を開催し、市町、 医
　 療機関、関係団体等と地域の課題、受療動向等を共有し、
医
   療連携の充実に努めます。
○医療機関（特に糖尿病医療機能を担う医療機関）における
糖
   尿病連携手帳の更なる普及啓発に努めます。
○保健と医療の連携として「南渡島圏域糖尿病性腎症重症化
   予防プログラム」の周知の機会を確保し、管内での取組（健
   診からの受診勧奨、医療機関からの保健指導依頼）の推進
   を図ります。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

　HbA1c値が6.5％以上の者の割合（40～74歳）は、男女ともに横ばい
の状況であるが、経年的に見ると微増傾向が見られる。引き続き市
町・医療機関・関係機関・団体等と連携し、健診受診の必要性を周知
するとともに、適切な食生活及び運動習慣により予防や改善できること
の普及啓発等を行い、HbA1c値が6.5％以上の者の割合の減少に努め
る。

糖尿病性腎症による新規人工透析導入
患者数（人）

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題

ア　発症予防対策の充実
○道・市町・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く周知するとともに、
   特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。
○道・市町・医療保険者が連携して、適切な食生活及び運動習慣により糖尿病の発
   症予防や改善ができることの普及啓発を行います。
○糖尿病の発症リスクがある者に対しては、医療保険者等と連携して特定保健指導
   や医療機関の受診勧奨を実施し、予防と医療が連携して生活習慣の改善が図ら
れ
   るよう支援します。

○世界糖尿病デー及び糖尿病週間（11月）パネル展による普及啓発
○健康増進普及月間（9月）及び女性の健康週間（3月）パネル展による普及啓発
○行政や医療機関、関係団体における生活習慣の改善や糖尿病の発症、重症化を予防する
　 ための講演会、健康教育、保健指導の実施及び広報誌等への掲載による普及啓発
【医療関係職能団体】
　・講演会・研修会12回（医師・医療関係者、団体会員、地域住民等）、各種イベントでの啓発
　・保健指導（健診検査センター）約1,700件
【市町】
　・講演会２回337名
　・健康教育（生活習慣病予防教室等での講話、運動教室の実施など）
　・特定保健指導、特定健診結果説明会、健康相談等
　・糖尿病性腎症重症化予防事業の実施
　・各市町広報での情報発信、各種月間及びイベントでの啓発・パネル展示（６市町）

○糖尿病は自覚症状がなく進行する病気であることから、
定
   期的な健診受診が必要であることを広く地域住民に周知
   するとともに、適切な食生活及び運動習慣により予防や
改
   善ができることの普及啓発が必要です。
○地域住民に対して、分かりやすく適切な情報提供や支援
　 を行えるよう、研修の充実等を通じて医療従事者等の技
   術及び資質向上を図ることが必要です。
○医療保険者等と連携し、糖尿病の発症リスクがある者に
   対して、保健指導や医療機関の受診勧奨、健診後の医
療
   機関受診状況に係るフォローアップ等、市町と医療が連
携

○パネル展等の開催を行い、糖尿病に関する正しい知識、予
   防対策に向けた普及啓発を進めます。
○医療従事者等を対象とした技術及び資質向上を図るための
    研修会等を開催します。
○健康教育等を実施し、市町や医療保険者における特定健
　 診、特定保健指導の重要性を周知し、健診等実施率の向上
　 に努めます。
○地域・職域連携推進連絡会等の機会を活用し、関係団体と
　 協働し、多様な主体による健康づくり及び生活習慣病予防
   対策を推進します。

住民の健康状態

HbA1c値が6.5％以上の者の
割合（40～74歳）

現状より減少
NDBオープンデータ
〔厚生労働省〕（令和２年）

地域連携クリティカルパスを導入している
医療機関数（か所）

実 施 件 数

特定健診実施率（％） 特定健診・特定保健指導
実施結果〔北海道国民健
康保険団体連合会〕
（令和４年度法定報告）特定保健指導実施率（％）

　04  糖尿病の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和６年度の評価
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

体 制 整 備 3 3 現状維持
北海道保健福祉部調査

（令和５年４月時点）
3 3 現状維持

63.6 63.6以上 現状値より増加
厚生労働省

精神保健福祉資料
（令和５年度）

52.7 58.3
目標値と比較すると下回っているため、

関係機関と連携し様々な取組みを介して退院率の向上に努める

75.8 75.8以上 現状値より増加
厚生労働省

精神保健福祉資料
（令和５年度）

74.5 72.2
目標値と比較すると下回っているため、

関係機関と連携し様々な取組みを介して退院率の向上に努める

80.3 80.3以上 現状値より増加
厚生労働省

精神保健福祉資料
（令和５年度）

78.2 75.0
目標値と比較すると下回っているため、

関係機関と連携し様々な取組みを介して退院率の向上に努める

２　主な取組の内容等

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

○　地域精神医療確保対策事業等により、地域の精神科医の確保に取り組むほ
　か、道担当部局等や関係機関と連携し、精神科医療体制の維持に取り組む

〇　当該事業については、圏域内での実施はなかった ○　道南圏域を含め、全道的に、精神科医師の確保が困難である
　こと

○　精神科救急医療体制道南ブロック調整会議や同体制構成医療機関事務部
　長会議等を開催し、管内の精神科医療機関等の状況把握に努める
○　その上で、道担当部局等とも連携し、取り組んでいく

○　「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、地域住民
　の精神障がい者に対する理解促進及び適切な初期支援の実施に向けて、普及・
　啓発に取り組むほか、精神障がいのある人やその家族が、地域の一員として安
　心して自分らしい暮らしをすることができるよう、既に圏域ごとに設置している保
　健・医療・福祉関係者による協議の場を市町ごとにも設置できるよう、道担当部
　局等とも連携し、広域での調整に努め、重層的な連携による支援体制を構築する

○　必要性の浸透を図るため、函館地方精神保健協会事業として「精
　神保健推進員養成講座」の開催や、ポスターの掲示・啓発資材の提
　供などを行った
○　道南ブロックにおける精神科医療体制に係る現状と課題を共有し、
　救急医療における支援体制の構築を図ることを目的に精神科医療機
　関の実務者と保健所、管内警察署、函館市にて実務者会議を開催
　し、お互いの役割や具体的対応の共有を通じ、連携体制の強化を図っ
　た

○　必要性の浸透のため、継続した啓発活動等を実施していくこと
○　救急医療における適切な連携体制を整備するため、継続した
　会議等を開催していくこと

○　「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、管内市町が
　精神障害のある人の支援を行うにあたり、普及啓発、情報提供、支援体制の整備
　等の支援を行う
○　また、普及啓発においては、函館地方精神保健協会事業の「精神保健推進員成
　講座」の開催の継続、受講者の増加等に努め、浸透を図っていく
○　関係者のニーズ等も把握しながら、次年度以降も継続した実務者会議等が
　開催できるよう、関係者との調整を行い、圏域全体の支援体制の構築・強化を
　していく

○　保健所や市町村等身近な地域において当事者・家族の相談支援に従事する
　職員の専門性の向上を図るため、道担当部局等と連携し、自殺対策、ひきこも
　り、依存症などの支援に関する技術支援や研修を実施する

○　自殺対策において「渡島保健所管内自殺予防対策地域連絡会議」
　を開催し、管内関係者や道精神保健センター所長等も参加し、情報交
　換や課題共有を図った
○　自殺未遂者支援対策として「南渡島自殺未遂者支援地域連携会
　議」を開催し、道精神保健センター所長等も参加し、関係機関との連
　携体制強化を図った
○　依存症対策において「依存症を考えるつどい支援者学習会」を開催
　し、管内の相談支援に従事する職員等に対し依存症支援について学
　ぶ機会を提供した
○　道担当部局と連携し、「ギャンブル等依存症支援者研修会」等を始
　めとした研修会開催の参加募集等情報提供を実施した

○　関係機関との連携体制をより強化していく必要があるため、継
　続した会議等を開催し、情報共有等を行っていく必要があること

○　次年度以降も自殺予防対策地域連絡会議等を開催し、総合的な自殺対策
　の充実について検討していく
○　関係機関との連携体制（困難事例に関してのコンサルテーション等）の充実
　を図っていく

○　コメディカルスタッフや地域の相談機関職員等を対象とした適切な精神科医療
　へのつなぎ等の連携方法の習得のための研修会の開催など、道担当部局等と
　連携し、人材育成に取り組む

○　道担当部局と連携し、精神科医療機関及び一般科医療機関に勤務
　するコメディカルスタッフや地域の相談機関職員等などを対象とした
　「相談援助技術研修（依存症研修）」等の情報提供を実施した

○　圏域内のコメディカルスタッフ等の人材育成や連携体制構築の
　ため、継続した研修等を開催していくこと

○　圏域内で多くの対象者参加できるよう、積極的な周知等を実施する

＊１　道南圏域においては、函館市内の３医療機関により認知症疾患医療センターが整備されています。
＊２　「医療保護入院」の患者を対象とし数値を算出しています。

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

○　道担当部局や北海道立精神保健福祉センター等（以下「道担当部局等」）
  と連携し、内科医等かかりつけ医を対象とした研修の受講を働きかけることなどに
　より、連携体制の構築を促進する

○　道担当部局と連携し、内科医等かかりつけ医を対象とした「かかり
　つけ医等うつ病対応力向上研修」や「自殺未遂者ケア研修『かかりつ
　け医版』」等を始めとした研修会開催の参加募集等情報提供を実施し
　た

○　圏域内の関係機関の連携体制構築のため、継続した研修等を
　開催していくこと

○　圏域内で多くの対象者が参加できるよう、積極的な周知等を実施する

認知症疾患医療センター（地域型・連携型）の
整備数（医療機関数）　＊１

住 民 の
健 康 状 態 等

入院後３か月時点での退院率（％）　＊２

入院後６か月時点での退院率（％）　＊２

入院後１年月時点での退院率（％）　＊２

　05  精神疾患の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

資料６－２



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

100 100 現状維持
初期救急医療体制の確保に関する
調査（R4）、市町への聴き取り

100 100 目標値を達成しているため、現状を維持する。

実施 － 現状維持 北海道医療計画 実施 実施 目標値を達成しているため、現状を維持する。

体 制 整 備 1 1 現状維持 北海道医療計画 1 1 目標値を達成しているため、現状を維持する。

実施 － 現状維持
令和７年度第２回道南ドクターヘリ
運航調整委員会（渡保企第2634
号）

実施 実施 目標値を達成しているため、現状を維持する。

実施 － 現状維持
令和７年度救急法等講習会事業の
実施について（渡保企第2145号）

実施 実施 目標値を達成しているため、現状を維持する。

２　主な取組の内容等

カ　新興感染症の発生・まん延時の救急医療体制の確保
○　新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療
等が提供できるよう、関係者や関係機関と医療措置協定を締結するなど、平時から計
画的な準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関と当該感染症以
外に対応する医療機関等の役割分担が図られるように調整に努めます。

○　各医療機関と医療措置協定を締結し、新興感染症発生時に備え、病
床の確保や外来診療等の医療体制の確保に努めた。

○　医療機関の閉院等により多少の減少は見られるが、目標値には達して
おり、必要な医療体制は確保できているものの、構造上の理由や人員的な
理由のため協定を締結できない医療機関がある。

○　今後も現状の医療体制を維持しつつ、更なる医療体制の拡充を目
指すよう努める。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

エ　救急搬送体制の充実
○　効果的な運航を図るため、運航状況の分析・検討・協議を関係機関と行うことによ
り、道南ドクターヘリが、より多くの出動要請に対応できるよう連携に努めます。
○　関係機関と連携し、メディカルコントロールに基づく病院前救護体制の充実を図り
ます。

○　ドクターヘリ運航調整委員会の開催。（第１回：令和７年6月24日、第
２回：令和７年12月19日）
○　ドクターヘリ運行実績（出動件数）：令和６年度324件、令和７年度上
半期186件。
○　道南圏メディカルコントロール協議会の開催。（第１回：令和７年８月
書面開催、第２回：令和８年２月17日）

○　救急車による函館市内の医療機関への搬送に１時間以上を要する地域
があることから、道南ドクターヘリ等との連携により迅速な救急搬送が求め
られている。

○　ドクターヘリ運航調整委員会を定期的に開催し、救急搬送体制の充
実に努める。
○　関係機関と連携し、病院前救護体制を維持する。

実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

ア　初期救急医療体制の確保
○　現在の初期救急医療体制を維持します。
○　初期救急医療機関と二次救急医療機関との役割分担と連携を推進します。

○　渡島医師会及び函館医師会を中心とした在宅当番医制の実施
○　函館市を中心とした函館市夜間急病センターの運営（内科、外科）
○　市立函館病院夜間こども急患室の運営（小児科）
○　函館市、北斗市、七飯町（小児科）の在宅当番医の実施

○　開業医の高齢化等により、協力医療機関の減少が進み、在宅当番医制
の維持が困難となるおそれがある。

○　初期救急医療機関と二次救急医療機関との役割分担と連携を推進
するとともに、在宅当番医の確保に努め、引き続き現在の初期救急医
療体制を維持する。

初期救急医療の確保市町(９市町)の割合(％)

病院群輪番制の実施

救命救急センター数

ドクターヘリの運航

オ　住民への情報提供や普及啓発
○　ＡＥＤの使用方法を含む救急法等講習会を開催するなど、その普及啓発に努めま
す。
○　医師会や消防機関などと連携し、救急医療機関や救急車の適切な利用に関する
普及に努めます。
○救急医療機関、かかりつけ医、介護保険施設、精神科救急等、関係機関の連携を
図ります。

○　市町及び消防機関等における救急法講習会の実施。（３箇所３回）
○　「救急の日」ポスターの送付及び掲示。（市町、医療機関、薬局）
○　市町での広報誌、ホームページ掲載、パンフレット配布による啓発。
○　医療・介護連携支援センターとして、ホームページ掲載の急変時対応
協力機関空床情報登録機関等に対し、ヒアリング調査等を実施し、オー
バーナイト事例を把握。また、令和８年3月に「急変時対応研修会」開催
予定。（函館市）
○　令和７年度から、七飯町と共同で休日当番医事業開始。（北斗市）
○　ケア会議・ケアマネ連絡会等、介護・医療・福祉等関係者による会議
の実施。（松前町）
○　３市町合同住民公開講座の開催や、社会福祉協議会作成の命のバ
トンなど、各種会議・研修会の実施、町独自の情報ツールを工夫。（七飯
町）

○　救急医療や救急車の適切な利用を図るため、住民に対し一層の普及啓
発が求められている。
○　高齢化が進み、身寄りのない住民への対応も見込まれるため、医療機
関や介護保険施設などとの連携強化が必要。

○　救急法等講習会を実施するなど、救急法の普及に努める。
○　ポスターやパンフレット等を用いた普及啓発を継続する。
○　関係機関と連携し、市町の広報誌、ホームページなどを用いた普及
啓発に努める。

イ　二次救急医療体制の確保
○　重症患者の救急医療を24時間365日体制で確保するため、病院群輪番制を維持
します。
○　初期救急医療を二次救急医療機関が担っている状況を踏まえ、初期・二次医療
機関の医療機能の明確化と分担を促進するため、医療機関・消防機関等の関係機関
の連携に努めます。

○　函館市を中心とした病院群輪番制の実施
    ・病院群輪番制参加病院：９病院（令和７年7月1日現在）
　  ・救急告示医療機関：２３病院（令和７年7月1日現在）

○　初期救急医療機関で受入れるべき患者を二次・三次救急病院が受入れ
ていることが伺えることから、二次救急病院の負担軽減を図る必要がある。

○　初期救急医療機関と二次救急医療機関が担う役割分担の適正化
のため、医療機関と消防機関の連携に努め、現在の二次救急医療体制
を維持する。

ウ　三次救急医療体制の確保
○　市立函館病院の救命救急センター機能を維持し、重篤・重症患者に対する救命
医療を確保します。

○　医療提供体制推進事業費補助金（救急患者退院コーディネーター事
業、ドクターヘリ導入促進事業）の実施。

○　初期救急医療機関で受入れるべき患者を二次・三次救急病院が受入れ
ていることが伺えることから、二次救急病院の負担軽減を図る必要がある。

○　市立函館病院救命救急センター機能を維持し、現在の三次救急医
療体制を継続的に維持する。

救急法等講習会の実施

取組の内容
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指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

資料６－２



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

1 1 現状維持 北海道医療計画 1 1 目標値を達成しているため、現状を維持する。

体 制 整 備 2 2 現状維持 北海道医療計画 2 2 目標値を達成しているため、現状を維持する。

整備済 － 現状維持 災害拠点病院への聴き取り 整備済 整備済 目標値を達成しているため、現状を維持する。

整備済 － 現状維持 災害拠点病院への聴き取り 整備済 整備済 目標値を達成しているため、現状を維持する。

策定済 － 現状維持 災害拠点病院への聴き取り 策定済 策定済 目標値を達成しているため、現状を維持する。

一部実施 － 現状維持
EMISの入力訓練について
（渡保企第1656号）

一部実施 一部実施 全施設での実施を目指す

２　主な取組の内容等

指標区分

エ　広域災害・救急医療情報システム（EMIS)の活用
○　災害時におけるEMISの円滑な運用が重要であることから、入力に関する研修会を関
　係機関等と連携しながら実施するとともに、各病院における定期的な入力訓練の実施を
促進します。

○　南渡島圏域における病院、有床診療所を対象としたＥМＩＳ入力訓
　練の実施。（令和7年８月18－20日、64機関中19機関参加。）

○　発災時の被災状況や支援の要否の迅速な把握が可能な当システム活用意識の
高まりが必要。

○　渡島保健所は、引き続き、圏域内全病院のEMIS入力訓練参加を促す。

※災害時保健医療福祉活動支援システム（D24H）・・・EMISや災害時情報共有システム、
保健所現状報告システム等の厚生労働省個別システムと情報連携することで、被災情報
の集約、被害予測や分析、情報の可視化に有効なシステム。読み方は、「ディートゥエン
ティーフォーエイチ」

地域推進方針における指標 実績数値
令和７年度の評価

ウ　災害派遣医療チーム（DMAT)の整備
○　DMATについて、研修参加による人材育成や定期的な訓練等を行うことで、技能の維
　持に努めます。

○　定例の会議や点検を実施し、スタッフ間のコミュニケーションを図って
いる。
○　政府主催の大規模地震時医療活動訓練の会場になったことで、実
地のシミュレーションの訓練にもなった。
○　日本DMAT研修・道DMAT研修、日本DMAT技能維持研修に参加。

○　大規模地震時医療活動訓練実施によって、企画調整を担うDMATコーディネーター
等の人材不足が露呈したため、時間の制約や人員不足の中、人材育成やスキル向上
に継続して取り組む必要がある。

○　研修日程の柔軟な設定や外部講師を活用する等して、チームのスキル維持及び向上
に努める。

取組の内容 実　　　　績

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

イ　災害拠点病院の強化
○　災害拠点病院の連携強化や情報共有を図るため、道が開催する災害拠点病院等連
　絡協議会に参加します。
○　各災害拠点病院における定期的な訓練や各種研修等への受講を促し、体制の強化
　に努めます。

○　拠点病院を会場とした政府主催の大規模地震時医療活動訓練を実
施し、地震、津波対応や、DMAT受入、自衛隊による搬送訓練等の院内
外の連携訓練を行った。（令和７年９月５－６日）
○　空港訓練、函館市総合防災訓練、海上保安庁訓練、DMATブロック
訓練等への参加。

○　医療従事者の多忙な業務の中、訓練に参加する時間を確保すること、また、訓練
内容が実際の災害対応に即したものとなるよう、内容をブラッシュアップさせる必要が
ある。

○　災害拠点病院を中心とした訓練の実施、及び医療従事者が各種研修等へ参加しやす
い環境整備に努める。

災害拠点病院の整備

北海道ＤＭＡＴ指定医療機関数

災害拠点病院における耐震化整備

体 制 整 備

災害拠点病院における業務継続計画(BCP)の策定

災害拠点病院における防災マニュアルの策定

圏域内全病院におけるEMIS操作を含む研修・訓練の
実施割合

　07　災害医療体制

指標名（単位）

課　　　　題 今後の方向性
ア　災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化
○　災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等の高度な診療機能を確保し、被
　災地からの患者の受入れや広域搬送に係る対応を行い、医薬品・医療材料等を供給す
　るとともに、応急用資機材の貸出等により地域の医療機関を支援します。
　　また、道の要請に基づき、救護班、ＤＭＡＴを派遣し、医療救護活動を行います。
○　北海道DMAT指定医療機関は、道の要請に基づきDMATを被災地に派遣し、「患者を
　近隣・広域へ搬送する際における必要な観察・処置」、「被災地内の病院における診療支
　援」、「被災地内におけるトリアージや救命処置」等を行います。
○　渡島総合振興局や市町は、被災者のニーズ等に的確に対応したメンタルヘルスケア
　を含む健康管理を行うため、保健師、栄養士等による保健指導及び栄養指導を実施す
　るとともに、関係機関、関係団体との連携を図ります。
○　南渡島圏域が被災地になった時に、地域の病院、診療所そして薬局等が協力して
　災害急性期において最大限の医療が提供できるようにするため、道の災害想定などの
　情報を共有しながら、圏域としてどのように関係機関や関係団体が連携体制を構築して
　いくべきかについて検討する気運の醸成を図ります。
○　災害発生時に、地域において医療救護班の配置調整や医薬品等供給調整などを行
  い、災害発生時に迅速かつ的確な医療救護活動を実施できるよう、また、透析患者の
  透析機会の確保ができるよう医師会等医療関係者、病院、各市町、振興局からなる「地
  域災害医療対策会議」を開催し、協議・調整を行います。
○　地震、津波その他の自然災害又は大規模な事故等が発生した場合、その地域の被
  災地に必要とされる医療が迅速かつ的確に提供されるよう、知事が委嘱した「北海道地
  域災害医療コーディネーター」は、医療救護班（DMATを除く）その他の医療支援チーム
  の派遣調整や被災地における医療ニーズ等の把握・分析に関して助言等を行います。
○　ドクターヘリを含む航空医療体制の充実強化を図ります。
○　基幹災害拠点病院を中心とする災害拠点病院間の連携強化及び情報共有を図る
  ため、道が主催する災害拠点病院等連絡協議会への参加を促します。

○　「地域災害医療対策会議」運営に係る名簿の定期的な更新。（令
  和７年７月24日更新。）
　　構成員：４医療機関、６関係機関、１２行政機関
○　ドクターヘリ運航調整委員会の開催。（第１回：令和７年6月24日、
   第2回：令和７年12月19日）

○　迅速な派遣体制の確立が求められるため、医療スタッフの確保、訓練の充実が
  必要。
○　災害時における医療については、ベッド数や医療スタッフの確保が難しくなるた
　め、災害の種類や規模に応じて医療資源を有効に活用する必要があるとともに、
　平時から災害対策に資する関係機関等の連携体制を構築しておく必要がある。

○　道の要請に基づき、救護班、DMATを派遣し医療救護活動を行う。
○　災害時において、渡島保健所は、災害時保健医療福祉活動支援システム（D24H）の
活用を図りながら情報収集を行い、関係機関と連携し、応急医療や医薬品等の確保、健
康管理指導等の被災者支援に努める。

資料６－２



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

－ 65
新型コロナ発生約１年後（2020年
12月）の入院患者数等を目安と
し、第二次医療圏ごとに設定

医療措置協定管理台帳
（R7.2.1現在）

112 112
目標値を上回っているため、今後も目標値以上を維持で
きるよう努める。

－ 6

新型コロナ発生約１年後（2020年
12月）の新型コロナの診療・検査
機関数（200床以上）を目安として、
第二次医療圏ごとに設定すること
を基本にしつつ、各圏域の医療状
況など地域実情を鑑みて医療機
能を確保

医療措置協定管理台帳
（R7.2.1現在）

89 83
目標値を上回っているため、今後も目標値以上を維持で
きるよう努める。

－ 207

新型コロナ対応で確保した最大の
体制（2022年12月）の入院患者数
等を目安とし、第二次医療圏ごと
に設定

医療措置協定管理台帳
（R7.2.1現在）

207 207
目標値を上回っているため、今後も目標値以上を維持で
きるよう努める。

－ 104
新型コロナ対応で確保した最大の
体制（2022年12月時点）を目安と
し、第二次医療圏ごとに設定

医療措置協定管理台帳
（R7.2.1現在）

116 108
目標値を上回っているため、今後も目標値以上を維持で
きるよう努める。

－ 77
医療措置協定管理台帳

（R7.2.1現在）
106 102

目標値を上回っているため、今後も目標値以上を維持で
きるよう努める。

－ 94
医療措置協定管理台帳

（R7.2.1現在）
184 181

目標値を上回っているため、今後も目標値以上を維持で
きるよう努める。

－ 15

新型コロナ対応で確保した最大の
体制（後方支援を行う医療機関
数）を目安に第二次医療圏ごとに
設定

医療措置協定管理台帳
（R7.2.1現在）

29 21
目標値を上回っているため、今後も目標値以上を維持で
きるよう努める。

２　主な取組の内容等

○　今後も関係機関等と連携し、訓練や研修を実施し、医療従事
者や関係職員等の資質の向上に努める。

今後の方向性

ア　医療提供体制の確保
（医療機能の確保）
○　新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等へ
の医療等が提供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締
結するなど、平時から計画的な準備に努める。また、主に当該感染症に対応す
る医療機関等と当該感染症以外に対応する医療機関等の役割分担が図られる
よう調整に努める。

○　各医療機関と医療措置協定を締結し、新興感染症発生時に備え、
病床の確保や外来診療等の医療体制の確保に努めた。

○　医療機関の閉院等により多少の減少は見られるが、目標値
には達しており、必要な医療体制は確保できているものの、構造
上の理由や人員的な理由のため協定を締結できない医療機関
がある。

○　今後も現状の医療体制を維持しつつ、更なる医療体制の拡充を目
指すよう努める。

（個人防護具の備蓄）
○　新興感染症のパンデミック時に備え、診療等の際に用いる個人防護具が不
足しないよう、医療措置協定の締結などを通じて、医療機関における個人防護
具の備蓄の促進に努める。

○　医療措置協定の締結により、各医療機関に個人防護具の備蓄を推
奨し、現在の備蓄量等を確認するよう努めた。

○　医療機関によっては、保管場所や費用の問題のため、
防護具の備蓄に積極的ではない医療機関がある。

○　今後も新興感染症の発生時に備え、医療機関における個人
防護具の備蓄の促進に努める。

課　　　　題取組の内容 実　　　　績

イ　人材の確保及び資質の向上
○　感染症医療担当従事者等を派遣する医療機関と平時に医療措置協定を締
結するなど、医療人材の応援体制の整備に努める。
○　新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施や、こうした研修会等への
参加の促進など、感染症対応を行う医療従事者や関係職員等の資質の向上に
努める。

○　医療措置協定の締結により、医療従事者の派遣が可能な医療機関
や人材を把握することができた。
○　函館空港にて、検疫所や各関係機関と合同で、新興感染症発生を
想定した訓練を実施した。また、渡島保健所職員を対象に、新興感染症
発生時の患者搬送を想定した訓練を実施した。

○　医療従事者を派遣できる医療機関は限られており、人
材についても同様に少ない。

後方支援を行う医療機関数（機関）

　08　新興感染症の発生・まん延時における医療体制

指標区分 指標名（単位）

体制整備
（流行初期期間
経過後）

病床数（床）

発熱外来機関数（機関）

自宅療養者等への医療提供機関数
＜病院・診療所・訪問看護事業所＞（機関）

地域推進方針における指標 実績数値
令和７年度の評価

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

体制整備
（流行初期）

病床数（床）

発熱外来機関数（機関）

新型コロナ対応で確保した最大の
体制（自宅療養者等への医療提供
機関数）を目安に第二次医療圏ご
とに設定

自宅療養者等への医療提供機関数
＜薬局＞（機関）

資料６－２



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

1 1 現状維持 渡島保健所調べ 1 1 現状維持

1 1 現状維持 渡島保健所調べ 1 1 現状維持

２　主な取組の内容等

ウ　へき地の診療を支援する医療の機能
　○　へき地医療従事者を対象とした研修会の開催等、地域センター病院が行うへき地医療
　　支援活動に対して支援します。
　○　遠隔医療や診療情報の共有ネットワーク化を行うため、必要な機器等の整備を行うへ
　　き地医療拠点病院などに対して支援します。
　○　医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師派遣、自治医科大学卒業医師
　　や地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のドクターバンク事業、緊急臨時的医
　　師派遣事業等により、へき地の診療を支援する医師の確保を図ります。
　○　へき地医療を行う社会医療法人の認定要件である医師派遣の実績については、へき
　　地診療所への派遣のほか、平成24年4月からは、へき地医療拠点病院への医師派遣実
　　績が要件に加えられましたが、今後、へき地医療を担う中核的な病院等に対する医師派
　　遣実績についても要件に加えるよう、国に対して要望を行います。

○　地域医療支援センターによる医師派遣要望調査の実施。（函館市及
び函館市内公的医療機関、管内公的病院及び診療所設置町あて）
○　北海道医療対策協議会における医師派遣調整希望調査の実施。
（函館市立病院及び診療所、管内公立病院及び診療所あて）
○　令和７年度派遣実績：自治医科大学卒業医師１病院１名、地域医療
支援センター１病院１名、地域枠制度活用４病院５名。

○　へき地の診療を支援する医療機関等において、医師派遣などが行えるよう医師等
の医療従事者の充足により体制を確保する必要がある。

○　医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師派遣、自治医科大学卒業医師
や地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のドクターバンク事業、緊急臨時的医師
派遣事業等により、へき地の診療を支援する医師の確保を図る。

 エ　行政機関等によるへき地医療の支援
　○　北海道へき地医療支援機構について、北海道地域医師連携支援センターとのより緊密
　　な連携を進め、へき地医療体制の確保に向けた総合的な企画・調整を行います。
　○　道は、北海道のホームページを活用し、道内の地域医療の現状や地域医療を確保する
　　ための対策などについて紹介します。

○　道のホームページにおける北海道の医師確保対策について「北海
  道地域医師連携支援センター」の取り組み等を掲載。
○  医師偏在の是正を目指し様々な医師確保対策に取り組むとして、
   「北海道医師確保計画」（R6-R8）をホームページ上に掲載。

○　へき地において継続的に医療サービスを提供できるよう関係機関の調整を行うこ
とが必要。

○　行政機関におけるへき地医療の支援に努める。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

イ　へき地における診療の機能
　○　へき地診療所等の施設・設備の整備費や運営費に対して、支援を受けられるよう助言し
　　ます。
　○　へき地診療所と地方・地域センター病院等との連携を強化するとともに、（財）北海道地
　　域医療振興財団のドクターバンクなどの医師派遣事業等により、診療機能確保に必要な
　　常勤医、代診医の確保ができるよう助言します。
　○　へき地においては、幅広い診療に対応できる総合診療医は重要な役割を担うことから、
　　道は、医育大学、北海道医師会等の関係団体などとの連携の下、総合診療医の確保・活
　　用に取り組みます。
　○　市町が患者輸送車等を整備する事業に対して支援を受けられるよう助言し、搬送体制を
　　維持確保できるようにします。

○　社会医療法人が開設する医療機関及び松前町立松前病院におい
て、椴法華クリニック、松前町立江良診療所、知内町湯の里診療所へ医
師派遣を行っている。
○　へき地診療所に対し「へき地医療現況調査」を実施し状況を把握。
○　市町への医療施設運営費補助金（へき地医療関係）の交付申請の
周知。

○　へき地診療所においては、地域住民の減少に伴う外来患者減少による収入減や、
医療機器等の備品老朽化に伴う維持費に充当する資金不足が課題となっている。

○　へき地診療の状況を把握し、施設・設備の整備や運営に対し支援が受けられるよう
　努める。

体 制 整 備

地域センター病院の整備

地方センター病院の整備

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

ア　へき地における保健指導
　　市町や最寄りのへき地診療所等との連携のもと、住民の保健衛生状態を十分把握し、計
　画的に地区の実情に即した保健指導を行います。

○　特定健診後の精密検査等対象者に、精密検査結果連絡票を活用し
保健指導を実施。
○　集団住民健診の際、交通手段のない高齢者の送迎を行う等して保
健指導に取り組んだ。
○　前年度末の東部地区保健福祉所管部署廃止に伴い、本庁及び保健
所各所管課に機能移管し、引き続き保健指導等の業務を継続している。
（函館市）

○　健診後の保健指導へ繋げるための医療、保健、福祉等の連携体制が必要であり、
また、健診そのものの受診率の低迷が課題である。

○　市町等と連携し、地区の実情に応じて保健指導の確保等に努める。

　09　へき地医療体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

資料６－２



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

8.6 7.6
全道平均（7.6）

以上

住民基本台帳人口、
北海道医療計画
（令和６年３月版）

8.9 9.2
目標値（全道平均）及び現状値を上回っているため、今後も目標値以上を維

持できるよう努める

1 1 現状維持
北海道医療計画
（令和６年３月版）

1 1 現状維持

1 1 現状維持
北海道医療計画
（令和６年３月版）

1 1 現状維持

8.3 23.8
全道平均（23.8）

以上
北海道医療計画
（令和６年３月版）

8.3 8.3
現状値から変動がなく、目標値（全道平均）を下回っているため、関係機関

と連携し開設割合を向上できるよう努める

２　主な取組の内容等

２．周産期医療従事者に対する研修機能の整備
　　総合周産期センターにおいて、第三次医療圏内の産科医療機関の医師及び
　看護師などの医療従事者を対象とした研修会を開催し、圏域内の医療機関の
　連携体制の構築や医療技術の向上に努める

○　総合周産期センターである函館中央病院の医師
　や、市町、保健所等が毎月１回、「周産期医療機関連
　絡会議」に参加し、圏域内の連携を図った
○　道南圏域母子支援連絡会議で、管内関係者等が参
　加し、保健所からの説明に加え、グループワークなど
　を行い、関係機関間の連携体制の構築等を図ることが
　できた
○　道立子ども総合医療・療育センターや本庁主催の周
　産期医療従事者研修会について、市町等を経由し、関
　係者へ周知徹底を行った

○　圏域内の関係機関の連携体制構築のため、継続した会議や研修
　の開催をしていくこと

○　現場の関係者のニーズ等の把握や、関係者との調整を行いながら、次年
　度以降も継続した研修の開催により、連携体制の構築や技術の向上を推進
　する

３．妊産婦の多様なニーズに対応する取組
　　身近なところに産科医療機関がない地域における妊産婦や産婦人科医師の
　負担軽減につながることから、産科及び産婦人科以外の診療科を含めた医療
　機関や関係団体と連携しながら、助産師外来、院内助産所の開設等を促進す
　る

〇　保健福祉部地域医療課の調査で、助産師外来設置
　に該当するのは函館五稜郭病院のみだが、当該調査
　項目の一部に該当しないため、設置数に含まれない、
　函館中央病院にも、助産師外来が設置されていること
　を確認した
○　令和７年度は、助産師外来等の新規開設はない

〇　助産師が函館市に偏在しており、函館市以外の市町での人材確
　保が困難であること
○　産科医療機関・助産所・助産師外来も、函館市以外では設置がさ
　れていないこと

〇　産科及び産婦人科以外の診療科を含めた医療機関や関係団体、所内関係
　部署と連携しながら、問題等の改善に努めるとともに、助産師外来、院内助産
　所の開設等を促進する

４．周産期医療における新興感染症の発生・まん延への対策
　　新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への
　医療等が提供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締
　結するなど、平時から計画的な準備を進める。また、主に当該感染症対応する
　医療機関等と当該感染症以外に対応する医療機関等の役割分担が図られる
　よう調整に努める

〇　令和８年１月１日時点で、産科又は産婦人科を標榜
　する医療機関の協定締結の状況は、以下のとおり
　・病院：全病院が２項目以上を締結
　・有床診療所：６件中、２件が１項目以上を締結
　・無床診療所：２件中、締結医療機関はない

〇　有床診療所の一部及び無床診療所において、協定締結がされて
　いないこと
〇　発熱外来について協定締結をしている医療機関数は、全体で３件
　のみであること

〇　医療措置協定の締結状況や、関係部署から発信される情報を把握し、医療
　提供体制整備の推進を図るため、平時から計画的な準備を進める

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

１．救急搬送体制等の整備
　　北海道周産期救急情報システムや周産期救急搬送コーディネーター等を活
　用し、妊産婦や新生児のスムーズな周産期センターへの救急搬送体制の確保
　に取り組む

〇　関係機関との調整、情報交換等の実施 〇　函館市からの遠隔地における救急搬送体制について
　　（総合周産期センターをはじめとした産婦人科医療機関が函館市
　内に偏在しているため）

〇　函館市及び渡島医師会、管内各消防本部等との協議・調整により緊急体制
　の整備推進を図る

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

体 制 整 備

分娩を取り扱う医療機関数（か所）
（15～49歳女性 10万人当たり）

総合周産期母子医療センター
【指定】　【第三次医療圏】

医療機関名：函館中央病院

地域周産期母子医療センター
（認定）　【第二次医療圏】

医療機関名：市立函館病院

産科・産婦人科を標ぼうする病院、
診療所の助産師外来開設割合（%）
開設医療機関名：函館五稜郭病院

　10　周産期医療体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

資料６－２



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

確保済 － 現状維持 北海道医療計画 確保済 確保済 現状維持

確保済 － 現状維持 北海道医療計画 確保済 確保済 現状維持

２　主な取組の内容等

キ　災害時を見据えた小児医療体制
　　災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供されるよう、関係機関と協力し災害拠点病院
　や地域の中核的医療機関等の連携体制の確保を進めるなど災害時における小児医療体制
　の構築に努めます。

○　南渡島圏域における病院・有床診療所を対象にEMIS入力訓練を実施。（令和7年８月18
－20日、64機関中19機関参加。）

○　災害時において、小児患者に対し適切な医療や物資が提供され、ま
た、被災地からの搬送受入れや診療に係る医療従事者の支援が適切に行
われる体制が必要。

○　災害時を見すえた小児医療体制の維持確保等に努める。

ク　小児医療における新興感染症の発生・まん延への対策
　　新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等が提供
 できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結するなど、平時から計画的な
 準備に努めます。

○　各医療機関と医療措置協定を締結し、新興感染症発生時に備え、病床の確保や外来診
療等の医療体制の確保に努めた。

○　医療機関の閉院等により多少の減少は見られるが、目標値には達して
おり、必要な医療体制は確保できているものの、構造上の理由や人員的な
理由のため協定を締結できない医療機関がある。

○　今後も現状の医療体制を維持しつつ、更なる医療体制の拡充を目指すよう努め
る。

オ　療養・療育支援体制の確保
　　発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、在宅医療や療育、短期入所
　等の福祉サービスなどの支援を身近な地域で受けられるよう、関係機関等と連携して地域生
　活を支援する体制の確保に努めます。

○　函館地域障害者自立支援協議会を設置し、医療、福祉、教育等の関係者で構成したワー
キンググループにおいて、医療的ケア児等の支援について定期的に協議。（函館市、北斗
市、七飯町）
○　放課後等デイサービス事業所連絡会として，医療的ケア児や行動障害のある児童等へ
の支援に関し、講演会やシンポジウム、情報交換会等を定期的に開催。（函館市）
○　定期及び随時、入園・入学・サービス利用時において、ケース会議や担当者会議等を開
催し、関係者間で情報共有することにより、円滑なサービス利用や在宅生活に繋げている。
（松前町）
○　役場内同一課内で母子部門・福祉部門を所管しており、スムーズな療育支援の利用に繋
げている。（福島町）
○　保健センター、こども園、小学校と日常的に連携を図り、町子ども発達支援センターで個
別支援を行っている。（知内町）
○　函館市内の療育機関の専門職による、個別相談やこども園へのアドバイスの機会を得て
いる。（知内町）
○　発達障がい児には、保育所訪問や、近隣市町の放課後等デイサービス事業所、作業療
法や言語聴覚療法等の個別プログラムを行う子ども療育外来の利用に繋げている。（木古内
町）
○  対象児童のかかりつけ医療機関の医師及び相談員、放課後等デイサービス事業所の
サービス管理者、訪問看護職員、養護学校職員等と常に情報交換している。（鹿部町）
○　看護師配置のない放課後等デイサービス事業所利用時は、町の医療的ケア支援事業を
活用し、看護師を派遣して対応している。 （鹿部町）
○　町障がい福祉部門、保健センター、障がい福祉サービス事業所、主治医、訪問看護ス
テーション等と連携し、必要なサービスを受けられるよう調整している。（森町）
○　重症心身障がい児及び医療的ケア児については、町直営の障害児相談支援事業所が担
当し、ケアマネジメントを行っている。（森町）

○　発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、必要な
医療・療育や適切な支援を身近な地域で受けられる体制の充実が必要。

○　療養・療育支援体制の維持等に努める。

カ　小児在宅医療の提供体制の確保
　　小児在宅医療の担い手を育成するため、関係機関と連携し医師・看護師等の医療従事者に
　対する普及啓発や研修会の開催等に取り組むとともに、在宅療養中の小児の状態が急変し
　た際などに適切に対応できるよう、小児在宅医療を担う医療機関と後方支援を担う医療機関と
  の連携体制の構築や北海道立子ども総合医療・療育センター等における小児高度専門医療
  を提供する体制の確保に努めます。
　　また、地域の実情に応じた在宅生活の支援体制の構築に向けて、関係機関等と協力して保
　健・医療・福祉・教育等の関係者間の連携促進に取り組みます。

○　函館中央病院において、小児等在宅医療連携拠点事業補助金を活用し、行政・医療・福
祉等の関係機関による意見交換の場を設け、医療的ケア児など、在宅療養が必要な小児等
への相談支援体制を整備。

○　発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、必要な
医療・療育や適切な支援を身近な地域で受けられる体制の充実が必要。

○　小児在宅医療の提供体制の維持確保に努める。

ウ　小児専門医療及び入院小児救急医療体制
　○　小児医療の中核的な医療機関として、第二次医療圏ごとに選定されている「北海道小児
　　地域医療センター」又は「北海道小児地域支援病院」における、専門医療及び入院を要する
　　小児患者に対応する小児救急医療の提供体制や搬送体制について、関係機関と連携し維
    持確保に努めます。
　○　小児専門医療を担う病院における小児科医師の勤務環境の改善を図るため、地域の開
　　業医や総合診療医、関係機関との幅広い連携体制の構築に努めます。

○　函館市が中心となり、市立函館病院、函館中央病院、共愛会病院、函館五稜郭病院の４
病院が、輪番により休日及び夜間における小児の二次救急医療に対応。

○　二次救急医療機関における小児救急患者に占める軽症者の割合が高
いことが指摘されており、小児科勤務医が長時間にわたる不規則な勤務を
余儀なくされているため、改善が求められている。

○　小児専門医療を提供できる体制の確保等に努める。

エ　小児高度専門医療の提供
　　総合周産期母子医療センターにおいて、関係機関と連携し小児高度専門医療を提供できる
　体制の確保に努めます。

○　支援が必要な新生児等に関する情報を把握し、医療機関・市町・保健所間で連携し、「周
産期医療機関連絡会議（函館中央病院母子支援地域連絡会議）」を実施。

○　小児疾患に対する高度・専門的な診断・治療や医療・療育体制、また、
小児の三次救急医療体制についての検討が必要。

○　小児専門医療を提供できる体制の確保等に努める。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

イ　一般の小児医療及び初期小児救急医療体制
　　小児医療については、できるだけ患者の身近なところで提供されることが望ましいことから、
　道が行う「小児救急医療地域研修事業」への参加を促し、一般の小児医療及び初期小児救急
　医療を担う病院・診療所の維持や確保に努めます。

○　渡島医師会及び函館医師会を中心とした在宅当番医制の実施
○　函館市を中心とした函館市夜間急病センターの運営（内科、外科）
○　市立函館病院夜間こども急患室の運営（小児科）
○　函館市、北斗市、七飯町（小児科）の在宅当番医の実施
○　函館市内で、北海道小児救急医療地域研修会開催(令和7年10月3日)

○　時間外に受診する小児救急患者は、「特に軽症」及び「軽症」の患者が
多数を占めている現状にある。
○　開業医の高齢化等により、協力医療機関の減少が進み、在宅当番医制
の維持が困難となるおそれがある。

○　一般の小児医療及び初期救急医療体制の維持確保に努める。
○　初期救急医療機関と二次救急医療機関との役割分担と連携を推進するととも
に、在宅当番医の確保に努め、引き続き現在の初期救急医療体制を維持する。

体 制 整 備

小児二次救急医療体制が確保されている

北海道小児地域医療センター、北海道小児地域
支援病院による提供体制が確保されている

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

ア　相談支援体制等
　○　消防機関等と協力してＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会を実施します。
　○　小児救急電話相談事業や救急医療情報システムの活用を促進するとともに、医療機関へ
　　の適正な受診等に関する住民の理解を深めるなど、救急医療についての啓発に努めます。

○　市町及び消防機関等における救急法講習会の実施。（３箇所３回）
○　「救急の日」ポスターの送付及び掲示。（市町、医療機関、薬局）
○　市町での広報誌、ホームページ掲載、パンフレット配布による啓発
○　小児救急電話相談事業について道ホームページに掲載。

○　子どもを持つ家族からの相談など、家族を支援する体制や子どもの症
状・状態に応じた小児医療体制の確保が必要。

○　ＡＥＤを含めた救急法講習会を実施し、住民が救急についての正しい知識を取
得できるよう努める。
○　医療機関への適正な受診等に関する啓発を継続する。

　11　小児医療体制（小児救急医療を含む）

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

資料６－２



１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

18.5 18.5 現状維持
令和２年　KDB
［厚生労働省］

18.9 17
医療施設静態調査　令和５年10月

2 3 現状より増加
令和４年度
北海道保健福祉部調査

2 2
北海道保健福祉部調査
（令和６年４月現在）

－ 3 全圏域での確保 － 0 0
R8.1.31現在の指定状況

－ 3 全圏域での確保 － 0 1
R8.1.31現在の指定状況

3 3 現状維持
令和４年度　NDB
［厚生労働省］

3 3
令和５年度　NDB
［厚生労働省］

1 3 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和６年５月）

1 1
北海道保健福祉部調査
（令和７年４月現在）

3 3 現状維持
令和４年度　NDB
［厚生労働省］

3 3
令和５年度　NDB
［厚生労働省］

2 3 現状より増加
介護サービス施設・事業所調査
（令和４年10月１日現在）

2 2
介護サービス施設・事業所調査
（令和５年10月１日現在）

3 3 現状維持
令和４年度　NDB
［厚生労働省］

3 3
令和５年度　NDB
［厚生労働省］

2 3 現状より増加
令和４年度　NDB
［厚生労働省］

2 2
令和５年度　NDB
［厚生労働省］

3 3 現状維持 令和４年度　介護DB 3 3
令和５年度　NDB

3 3 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年９月）

3 3
北海道保健福祉部調査
（令和７年４月現在）

2 3 現状より増加
令和４年度　NDB
［厚生労働省］

2
令和４年度　NDB
［厚生労働省］

0 3 現状より増加
令和２年　KDB
［厚生労働省］

0
令和２年　KDB
［厚生労働省］

596.3 － 現状より増加
令和２年　KDB
［厚生労働省］

530 680
令和５年　電子レセプトデータ（国保連）KDB

26.4 － 現状より増加
令和４年度　NDB
［厚生労働省］

26.4 32.1
令和５年度　NDB
［厚生労働省］

18.4 － 現状より増加 令和４年度　人口動態調査 20.1 17.5
令和６年度　人口動態調査

23.3 － 現状より増加
令和４年度　NDB
［厚生労働省］

23.4 24.5
令和５年　電子レセプトデータ（国保連）KDB

実施件数等

訪問診療を受けた患者数［1か月当たり］（人口
10万人対）（人）

訪問看護利用者数［1か月当たり］（人口10万人
対）（人）

住民の健康状態等

在宅死亡率（％）
＊４

在宅ターミナル加算を受けた患者数（医療機関）
［１か月当たり］（人）

多職種の取組確保
等

24時間体制の訪問看護ステーションのある在宅
医療圏数（在宅医療圏）

歯科訪問診療を実施している診療所のある在宅
医療圏数（在宅医療圏）

訪問口腔衛生指導を実施している診療所・病院
がある在宅医療圏数（在宅医療圏）

訪問薬剤管理指導・居宅療養管理指導を実施
する薬局のある在宅医療圏数（在宅医療圏）

地域支援体制加算届出薬局のある在宅医療圏
数（在宅医療圏）

訪問リハビリテーションを実施している医療機
関、介護老人保健施設、介護医療院のある在宅
医療圏数（在宅医療圏）

訪問栄養食事指導を実施している医療機関の
ある在宅医療圏数（在宅医療圏）

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

体制整備

訪問診療を実施している医療機関数（人口10万
人対）

機能強化型の在宅療養支援診療所＊１　又は
病院＊２　のある第在宅医療圏数（在宅医療
圏）＊３

在宅医療において積極的役割を担う医療機関
のある在宅医療圏（在宅医療圏）

在宅医療において必要な連携を担う拠点のある
在宅医療圏数（在宅医療圏）

機能ごとの体制等

退院支援を実施している医療機関のある在宅医
療圏数（在宅医療圏）

在宅療養後方支援病院のある在宅医療圏数
（在宅医療圏）

在宅看取りを実施する医療機関のある在宅医
療圏数（在宅医療圏）

　１２　在宅医療の提供体制

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

＊１ 「特掲診療科の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」（令和２年３月５日保医発０３０５第３号厚生労働省保健局医療課長通知）

（以下「通知」という。）別添１の「第９」の１の（１）及び（２）に規定する在宅療養支援診療所。

＊２ 通知別添１の「第１４の２」の１の（１）及び（２）に規定する在宅療養支援病院。

＊３ 南渡島は、函館市、渡島東部、渡島西部の３つの単位。

＊４ 自宅、老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料老人ホーム）での死亡率。

資料６－２
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２　主な取組の内容等

カ　訪問薬剤管理指導の推進
　○　在宅療養中の患者が適正な服薬ができるよう、服薬状況を記録する「お薬
手帳」の普及を図ります。
　○　また「健康サポート薬局」などの薬局薬剤師に対する各種研修会を通じ、薬
局間や関係機関との連携・協力による在宅患者への薬剤管理指導を促し、在宅
医療の取組の充実に努めます。

○蔦屋書店にて「健康サポートフェア」を実施。お薬手帳や、災害時に備えた救急
医療情報キットなどをパネルにて紹介［函館薬剤師会］

○自立支援型ケア会議等への参加

○「お薬手帳」のメリットが住民に十分に浸透していない。
○薬局薬剤師の在宅医療における役割の理解が進んでいない。

○お薬手帳の普及については、各機関で行われている取組
を継続する。
〇既存事業を活用し、薬局薬剤師の在宅医療における役割
の周知、関係機関との連携を図る。

エ　在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管理、訪問リハビリテーション
　体制の充実
　○　多職種と連携し、在宅における栄養管理や口腔ケア、リハビリテーションな
どのケアの充実に努めます。

○歯・口腔に関わる在宅療養支援サポート研修会等開催［函館歯科医師会］
○地域リハビリテーション活動支援事業、自立支援型地域ケア会議、リハビリ教
室、地域ケア個別会議等にて、栄養士・歯科衛生士・リハ職等と連携［各市町］
○多職種合同研修（歯と口腔の健康・オーラルフレイル講演会）開催［渡島保健
所］

○マンパワー不足により必要なケアの充実が困難。［福島町」
○多職種につながらない住民への支援体制の構築。［知内町］

○各種研修や事業を活用し、体制の充実を図る。

オ　訪問看護の質の向上
　○　在宅療養中の患者が住み慣れた地域で生活することができるよう、他の専
門職種と連絡・調整し、生活の質を確保しながら支援を行うため、研修の実施等
を通じ訪問看護を行う看護職員の確保と質の向上を図ります。

○各種研修会への積極的な参加　［訪問看護ステーション連絡協議会］
○南渡島圏域看護連携推進検討会議の開催［渡島保健所］

○新規に指定を受ける事業所も増えており、質の確保が重要。 ○道南訪問看護ステーション連絡協議会において取組みを継
続する。
〇医療介護連携に関する研修には、訪問看護事業所を参集
し看護職員の質の向上を図る。

イ　在宅医療を担う医療機関の整備等
　○　在宅医療を必要とする患者や家族のニーズに対応できるよう、在宅医療の
中心となる機能強化型の在宅療養支援診療所・病院、訪問診療を実施する病院・
診療所、歯科診療所（在宅療養支援歯科診療所等）、薬局や24時間体制の訪問
看護ステーション等の整備を支援します。
　○　24時間体制の在宅医療を提供できるよう、機能強化型の在宅療養支援診
療所以外の診療所も含めたネットワークの構築に努めます。

〇訪問歯科診療に関する研修会（歯科医・歯科医療従事者対象）を実施［歯科医
師会］
　R8.1から在宅医療連携拠点運営事業および在宅医療グループ診療運営事業
（主治医副主治医制）を開始［函館市］
〇在宅医療医会の活動およびグループ診療運営事業を通じて実施［函館市及び
ほくと・ななえ医療・介護連携支援センター］

○歯科訪問診療を実施する医療機関数の確保［歯科医師会］
○医師の高齢化にともない，医師の世代交代や訪問診療医の減少が予測され
る。スムーズに世代交代が進むよう左記の取組みをスタートしていく。また，在宅
医療ニーズが増加していくことを踏まえ，かかりつけ患者への訪問診療を行って
もらえる医師が増えるよう働きかけが必要。［医療・介護連携支援センター］

○各団体、機関での取り組みを継続する。

ウ　緩和ケア体制の整備
　○　住民や関係者が在宅緩和ケアについての理解が深まるよう知識や情報の
普及に努めます。
　○　在宅緩和ケアが推進されるよう、緩和ケア病床を有する医療機関や在宅療
養支援診療所等の関係者の連携を促進します。
　○　在宅緩和ケアに関わる医師、看護師等の従事者に対する研修を実施すると
ともに、在宅療養患者に対する相談支援体制等の整備に努めます。
　○　在宅暖和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を促進するため、薬局に勤
務する薬剤師を対象とする各種研修会を通じて、薬局における医療用麻薬の適
切な服薬管理が行われるよう支援します。
　○　薬局から医療用麻薬を迅速かつ適切に在宅療養中の患者に提供されるよ
う、地域単位での麻薬在庫情報の共有を進め、薬局間での融通など、円滑な供
給を図ります。

○三市町合同住民公開講座の実施［医療・介護連携支援センター］

○取り組みなし。

○緩和ケアに特化した取り組みはなし。個別事例に関する相談は市町包括にて
対応。
○函館薬剤師会にて研修実施（予定）

○取り組みなし。

○緩和ケアの意味や必要性が十分浸透しておらず、住民や関係者の在宅緩和
ケアについての理解促進や意識改革が必要。研修会への医師や病棟看護師な
どの医療機関からの参加が少ないため，関心を持ってもらえるよう周知が必要。
［医療・介護連携支援センター］
○医師、地形的（長距離の移動）な課題、家族の介護力、サービスの提供体制
等、在宅緩和ケア体制を構築するための課題は多い。［松前町」
○町単独での研修会開催は困難なため広域での研修会開催が必要。［福島町］

○個別事例を通した理解促進を継続する。

○研修の実施方法等を検討し、地域住民や関係者の理解や
連携推進を図る。

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

ア　地域における連携体制の構築
　○　住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられるよう、在宅医療圏単位で
の在宅医療の連携構築を目指し、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」が地域に
おける包括的かつ継続的な連携体制づくりを行いながら、市町村が行う在宅医
療・介護連携推進事業の取組や「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」
と連携し、地域の医療介護資源等の把握や課題の整理、課題解決に向けた取組
を進め、退院支援から日常の療養支援、急変時の対応、看取りまで継続した医療
提供体制の構築を図ります。
　○　患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問看
護事業所、在宅療養後方支援病院、地域包括ケア病棟を整備している医療機関
等の相互の連携体制の構築に努めます。
　○　人生の最終段階において患者本人の意思が尊重されるよう、患者やその家
族、在宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有する人生会議（ACP（アドバン
ス・ケア・プランニング））の取組を踏まえた関係機関との連携体制の構築に努め
ます。
　○　医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、市町職員などを対象
に、多職種協働による在宅チーム医療等についての研修を行うなど、在宅医療を
担う人材の育成と多職種間の連携体制の構築に努めます。
　○　医療と介護の連携を図るため、医師等医療従事者と介護支援専門員等によ
る事例検討や情報交換を円滑に行うための取組を促進します。
　○　住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、心身の状況等に
応じた適切な住まいの確保と、安心して日常生活を営むために必要な生活支援
サービスなどの介護サービスや在宅医療の提供を一体的にとらえ、住宅施策と福
祉施策の連携に努めます。
　○　医療と介護の連携体制を構築するため、ＩＣＴを活用した患者情報共有ネット
ワーク、見守り支援、遠隔医療等の取組を促進します。

○「在宅医療に必要な連携を担う拠点」についてR7.12.23付けで函館市が指定を
受け、R8.1から事業開始。渡島東部・渡島西部圏域については未指定となってい
るが、ほくと・ななえ医療・介護連携支援センター、福島町知内町木古内在宅医療
介護連携協議会（事務局：木古内町国保病院）が在宅医療・介護連携推進事業に
より取組を実施している。また、その他の町においては町内の医療・介護関係者
によるケア会議等の定期的な開催により連携体制の構築に努めている。

○研修会実施（2回）及び研修の情報発信。実態調査（2種）を実施。［函館市/ほく
と・ななえ医療・介護連携支援センター］
　町内関係機関との連携［各市町包括］
○研修（1回）、出前講座（2回）［医療・介護連携支援センター］
　研修会（1回）［看護協会道南南］、研修や地域ケア推進会議の実施［各市町］
○訪問事例を通しての連携、家族・本人へのアプローチを実施［訪看連協］

○医療・介護連携支援センター、各市町、歯科医師会、薬剤師会等にて、研修会
の実施やケア会議での連携体制の構築等、取組が推進されている。

○医療・介護連携支援センター、各市町包括を中心に事例検討やケア会議を開
催。
○個別の事例に対し、必要な関係機関と連携して対応している市町は複数あり。

○函館市、北斗市、七飯町、渡島西部３町ではID-Linkによる医療・介護連携が図
られてきている。

○渡島東部及び渡島西部圏域での「在宅医療に必要な連携を担う拠点」「在宅
医療において積極的役割を担う医療機関」の整備。医療・介護連携支援事業と
の整理が必要。

○各研修への医師の参加が少ないため、医師に感心を持ってもらえる企画が必
要。［医療・介護連携支援センター］　身寄りが無い患者に対しての入退院支援
時の連携体制。［知内町］
○各ツールの認知度を高め活用が進むよう研修の開催が必要。［センター］
関係者間での理解は進みつつあるが、住民の理解が進んでいない現状。

○各機関や団体等により研修や会議が実施されており、多職種連携は進んでき
ているが、「参加者に偏りがある」「医師・歯科医師の参加を得にくい」等の課題
がある。

○医療介護職のマンパワー不足。社会資源が限られていることなどから施設入
所の増加。住まいの確保に関する柔軟な対応。
　住宅施策に関する取り組みは進んでいない現状。

○ID-Linkは導入されているが、介護機関の活用が進まない。

○渡島東部・渡島西部圏域の拠点の整備について、道、関係
期間と連携し対応を継続する。

○多職種連携、意思決定支援に向けた研修やケア会議等の
取り組みについて継続し、連携体制の構築を図る。

○住宅施策と福祉施策の連携について取り組みの推進を図
る。

○ICTの活用について、引き続き周知を図っていく。
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ク　災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築
　○　災害時に自ら避難することが困難な在宅療養中の患者が適切に避難支援
を受けられるよう、住民に対し、避難行動要支援者への支援制度やお薬手帳等
の意義について普及啓発するとともに、市町、医療機関等の関係機関・関係団体
との連携を図ります。

○地域ケア会議での検討、主任ケアマネ研修の実施、市町防災担当との連携、
個別避難計画の作成等　［各市町］
○地域保健関係職員研修（災害）開催、在宅医療・介護連携に関する意見交換会
の実施。［渡島保健所］
○訪問対象者には、災害への備えや薬剤の管理などについてシュミレーションを
実施。ステーション間の連携の準備。［訪看連協］

○より具体的な避難計画の作成と地域課題の検討、適切な避難支援のための
関係者間の連携の強化。

○把握できていないだけかもしれないが，当地域における地域BCPについて協
議・検討・確立する必要がある。もし，既に確立されているのであれば，その周
知が足りていない。まずは，自分ごととして捉える意識の育成が必要である。
［医療・介護連携支援センター］

○各機関における取組を継続、推進する。

○災害時の要支援者対応について、保健所事業を活用し関
係機関・団体との連携を図る。

キ　住民に対する在宅医療の理解の促進
　○　往診や訪問診療など在宅医療に重要な役割を果たすかかりつけ医、かかり
つけ歯科医、かかりつけ薬局を持つことの必要性、訪問看護、訪問リハビリテー
ションや栄養指導の役割などについて、住民に対する普及啓発に努めるととも
に、在宅医療に関する情報提供を行います。
　○　患者の意思に沿った医療が提供できるよう、日頃から、急変時や人生の最
終段階における医療についてどう考えるのか、かかりつけ医等医療従事者や家
族と話し合うことなどについて、住民への普及啓発に努めるとともに、在宅療養中
の患者の急変に備え、かかりつけ医等医療従事者や介護関係者間で患者の意
思等が共有できる体制構築に努めます。

○パンフレット等の配布。YouTubeでの動画配信　［歯科医師会］
○「健康サポートフェア」の実施　［函館薬剤師会］
○はこだて療養支援のしおり、医療・介護連携マップの作成。出前講座の実施。
　もしもノートの普及［函館市／ほくと・ななえ医療・介護連携支援センター］
○個別事例への相談対応、情報提供［木古内町患者サポートセンター、松前町、
鹿部町］
○ACPに関する講演会や地域ケア推進会議、出前講座の実施。個別事例につい
て医療機関・家族との連携・調整。［北斗市・松前町・七飯町］
○日々の活動にて啓発を実践［訪看連協］

○住民に対する普及啓発についての機会は多くはなく、一層の認知度向上のた
め今後も継続した周知活動が必要。

○ACP（人生会議）については，医療・介護関係者や住民もまだまだ周知がなさ
れてなく，理解が十分とは言えない状況。医療・介護関係者向けに「もしもノート
はこだて」を題材にした研修会の開催や地域住民への「もしもノートはこだて」公
開等により人生会議に対する認知度を高める必要がある。［医療・介護連携支
援センター］

○各機関における取組を継続する。

○未実施の地域において、地域住民を対象とした講演会等の
開催ができるよう検討する。
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１　推進状況及び評価

現状値 目標値（R11） 目標数値の考え方 現状値の出典（年次） R６ R７ R８ R９ R10 R11

２　主な取組の内容等

ア　在宅療養への支援
１）市町等と連携し、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの周知・活用を図りま
す。
○在宅療養を送る医療依存度の高い患者については、訪問診療や訪問看護の他、各
種在宅サービスで対応されています。患者やその家族が望む療養生活を送れるよう、社
会資源の質・量の充足に努めることが必要です。
○患者家族の高齢化が進み、老々介護の状況が伺えるため、在宅介護が継続されるた
めに、必要時レスパイト（介護者の休息を目的とした入院、介護保険サービス：ショートス
テイ等）が活用できるよう体制構築に努めます。

２）「渡島保健所難病患者・家族のための平常時災害対策『もしも。。。シート」、「函館市
難病ガイドブック」を用いて、難病患者とその家族が平常時から災害に備える機会や、管
内市町関係者が災害対策について検討する機会となるように支援します。
○患者とその家族は、災害時の避難方法や避難生活、避難場所での医療の継続が行
えるよう、患者家族への適切な情報提供するとともに、避難するための具体的な計画立
案のため、関係者間で連携を図ることが必要です。

３）小児慢性特定疾病児童やその家族からの相談に対応し、必要な情報の提供や助
言、関係機関との連絡調整を行うなど、長期にわたり療養を必要とする児童等の健全育
成や自立を促進します。
○小児慢性特定疾病児童やその家族からの相談に対応し、必要な情報の提供や助言、
関係機関との連絡調整が必要です。

１）
○市町（函館市除く）：ケア会議や研修会等を通じた、医療機関やサービス事業所との連
携。
○理学療法士会：居宅介護支援事業所連絡協議会と合同で難病や看取り等をテーマにし
た研修会。
○医療・介護連携支援センター：はこだて療養支援のしおりの作成や、各関係機関への情
報提供等。
○市立函館保健所：新規申請時に函館市難病ガイドブックの配布や講演会の開催。R7
テーマは「パーキンソン病関連疾患の在宅リハビリテーションについて」
○渡島保健所：家庭訪問、難病の制度わかるシート活用、実務者研修会、在宅難病患者
訪問検診事業
２）
○市町（函館市除く）：ケアマネや町内会と協力した個別避難計画作成の着手、おくすり手
帳の必要性・携帯についての啓発、要援護者台帳への登録、避難場所の情報提供、机
上訓練、ケア会議において避難行動要支援者への支援制度やおくすり手帳の普及啓発
や連携、関係者や地域住民との話し合いや啓発活動による支援体制の強化、研修会へ
の参加。
○理学療法士会：訪問時に避難場所の把握。
○市立函館保健所：新規申請時に函館市難病ガイドブックの配布。令和6年度より事業所
へ個別の避難計画作成を委託。
○渡島保健所：平常時災害対策「もしも。。。シート」の活用・改訂
３）
○市町（函館市除く）：対象がいる市町では関係者間で会議や連絡調整実施。また、医療
ケアコーディネーター増加を図る取り組み。
○看護協会：小児の正常発達をテーマとした保健師職能研修。北海道訪問看護連絡協議
会での勉強等。
○市立函館保健所：対象児童及び家族への相談支援の他、小児慢性特定疾病対策地域
協議会での検討や患者交流会。

１）について
・管内市町は、訪問看護や訪問診療を受けることは可能となっており、医療
依存度が高い患者（例：人工呼吸器を利用している）については、対応が可
能な状態にある。市町により在宅療養患者数は異なるが、今後は、患者やそ
の家族が望む在宅療養生活を送れるよう、患者の病状や家族の介護力等個
別性に応じた療養体制が図れるよう、各市町の体制づくりを推進する必要が
ある。
・管内の神経難病患者数の7割強が70代以上となっている。また、管内は高
齢化率50％を越える町が3町あり、年々高齢化率も上昇している。よって神経
難病患者家族も高齢化しており、家族内の介護力の限界を見据えた療養支
援の体制整備が必要である。
・在宅介護を続けるためにレスパイトが必要となる場合がある。計画的なレス
パイトを必要とする患者については調整が図れている。一方で、老々介護等
により介護者の体調不良による急きょのレスパイトの受け入れ体制について
は検討が必要。

２）について

継続に不安を抱えており、一方で、疾患による移動困難や介助者の確保等
の問題から避難できないと諦めている傾向は依然としてある。近年の発災を
通じて、少しずつ患者や家族の災害に対する意識（備蓄や避難の必要性）に
変化がみられており、患者や家族と地域の支援者が連携し、災害に備えた
準備を進める必要がある。
・災害時の避難先の確保が必要。発災時は事業所等もサービス提供困難と
なることが多く、その中で避難するために具体的な計画（個別支援計画）が必
要。

３）について
・対象がいる市町では関係者間での連絡調整等の対応がされているが、今
後も事例の状況に応じて連携を進めて行くことが必要である。

１）について
・医療依存度の高い患者のフォロー体制について情報収集。
・訪問支援を行っている難病疾患患者や家族からレスパイト等ニー
ズを把握する。

２）について
・保健所で実施する災害対策にかかる研修会をとおして、災害時の
対応や平時からの取組の必要性について働きかける。
→事例を選定し、実際の避難を想定した模擬避難訓を実施する。
→「もしも。。。シート」の作成及び支援者間での共有。

３）について
・相談対応の状況に応じ、適宜関係機関等との連携を図る。
・地域の状況についての情報把握に努める

イ　地域連携による難病患者等への支援
１）「難病患者在宅療養支援計画策定・評価事業」や渡島保健所の「在宅難病患者訪問
検診事業」、函館市の「難病医療相談事業」「難病患者サポート教室」「難病患者訪問相
談事業」「難病患者訪問指導（診療）事業」等による難病患者や家族への相談・援助や、
難病に関する正しい知識の普及啓発を行います。
○専門医療機関の所在が函館市、七飯町と限られています。遠方地域在住、通院手段
がない、身体機能の低下がある患者やその家族は、通院に係る負担が大きい状況で
す。専門医療機関へ受診が困難な患者に対して専門医と地域のかかりつけ医の連携を
推進します。
○地域で療養生活を送るためには様々なサービスが必要ですが、一部のサービス（訪
問入浴や訪問リハビリ等）については、市町により対応できない状況にあるため、関係者
の支援の強化が必要です。
○支援者の中には神経難病患者への対応にかかる経験不足、症状進行等に関する知
識不足、医療との連携に不安を感じている人が多数います。よって、研修会等を通じて、
支援の質の向上を図ります。

１）
○市町（函館市除く）：受診に関しては、町立病院との相談体制、社会福祉協議会事業の
有償移送サービス。その他町内にないサービスについては町外のサービス利用や福祉
用具等での代替。
○理学療法士会：相談件数は多いが調整が難しい状況。
○市立函館保健所：函館市難病患者訪問指導事業等。
○渡島保健所：家庭訪問、おしま消防つながり隊、実務者研修会（西部地区、振興局の2
カ所でハイブリッド開催）、在宅難病患者訪問検診事業。

１）について
・専門医が所在するのは函館市と七飯町であり、遠方の地域では通院の負
担が大きくオンライン診療も活用されている。

場合、かかりつけ医（地域医）による診療を受けている患者もおり、今後も専
門医と地域医の連携を推進することが必要である。
・専門医療機関に遠方の地域では、移送サービスや受診に係る交通費助成
の要望があり、今後の支援の充実が求められている。
・神経難病の特性から継続したリハビリの必要性があり、利用希望も高い。し
かし、身近に訪問リハビリテーションや通所リハビリテーションを利用できる事
業所がない地域もあり、訪問看護や訪問マッサージ等の既存のサービスで
対応している。また、訪問入浴については、函館市内の事業所に限定される
ため、代替となる物品の貸与での対応もしくは利用できない状況にある。

神経難病患者の症状進行に伴う心理的変化への対応にかかる経験不足、
医療との連携や症状進行等に関する知識不足があると感じている人が多い
状況にあるため、今後も事例検討や研修会等により学習の機会を通じ、支援
者の知識の向上に努める必要がある。

１）について
・渡島保健所や函館市等の既存事業を活用し、患者のかかりつけ医
（地域医）と専門医が、治療方針等について連携しやすい体制の整
備に努める。また患者本人や家族、関係機関を含め確認する機会を
確保する。
（例：訪問検診等事例を通じて体制について検討）
・医療依存度の高い患者のフォロー体制について情報収集を行う。
・症状進行に伴う心理的変化に関する対応力の向上及び、支援者
の支援の質の向上に関する研修会を開催する。開催場所は引き続
き西部・東部の2地区で開催する。
・難病患者及び家族への個別支援や相談対応場面を活用し、普及
啓発 を継続する。
・保健所保健師が難病患者の支援をしていることを関係機関に周
知。

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

　１３　難病対策　

指標区分 指標名（単位）
地域推進方針における指標 実績数値

令和７年度の評価

評価指標なし

資料６－２



○主な取組の内容等

○障がい者歯科保健医療
・障がい者（児）、要介護者への歯科保健医療の推進のため、北海道障がい者歯科医療協力
医・協力歯科衛生士の確保と歯科医療ネットワークの充実を図るほか、函館口腔保健センター
や病院歯科等と障がい者歯科医療協力医を含む歯科医療機関との連携促進に努めます。

・管内３市町に北海道障がい者歯科医療協力医１７名、協力歯科
衛生士４名在籍。（令和７年１２月１日現在）

・現在は函館市近郊にのみ北海道障がい者歯科医療協力医、協力
歯科衛生士が在籍している状況であり、函館市から遠方では在籍の
ない町が多く、障がいのある方々が住む地域で適切な歯科保健医療
サービスが受けづらい現状がある。
・函館歯科医師会が運営している口腔保健センターでは、年間延べ
630人の診療を行っているが、診療報酬では運営費をまかないきれ
ない状況である。現在の体制を維持していくためには、運営費の確
保等、地域全体で検討する必要がある。

・今後は、地方の歯科医師不足に併せて、北海道障がい者歯科医療協力医・
協力歯科衛生士を確保していくことが望まれる。
・北海道障がい者歯科医療協力医・協力歯科衛生士制度の周知を徹底して、
在籍市町の増加に繋げていく。

　１４  歯科保健医療対策

取組の内容 実　　　　績 課　　　　題 今後の方向性

「南渡島圏域地域推進方針」の推進状況　【令和７年度】

○地域歯科保健医療
・むし歯予防のため、保育所・学校等におけるフッ化物洗口を推進します。
・歯周病予防のため、定期的な歯科健診と適切な保健指導を受ける機会の確保に努めます。
・函館歯科医師会等の関係団体と連携しながら、様々な機会を通じて「８０２０運動」等の道民の
歯・口腔の健康づくりについて普及啓発を行います。
・高齢期の歯科保健医療推進のため、高齢期の口腔機能の維持・向上を推進します。
・オーラルフレイルは、早期の対応により健康な状態に近づくことができることから、高齢者が適
切な歯科治療や定期的な歯科健診を受けたり、介護予防の取組に参加するよう普及啓発を行
います。

・フッ化物洗口事業については、管内市町で下記のとおり実施
　保育所幼稚園：５市町で実施（一部施設のみ実施を含む）
　公立小学校：９市町で実施（一部施設のみ実施を含む）
　公立中学校：２市町で実施（一部施設のみ実施を含む）
・８０２０運動については、「北海道歯・口腔の健康づくり８０２０推進
週間」に併せて４市町で関連事業等を実施。渡島保健所において
もパネル展の開催及び函館新聞に広報掲載。
・オーラルフレイルについては、北海道歯・口腔の健康づくり８０２０
推進条例に基づき、令和７年１０月２５日（土）に講演会を実施。

・フッ化物洗口については、保育所・幼稚園では４市町が未実施であ
り、他圏域と比較しても未実施数が多い現状があり、就学前に集団
でのフッ化物洗口を受けられない地域がある。
・オーラルフレイルについては、令和6年度成人歯科保健に係る道民
歯科保健実態調査では、60代、70代で「オーラルフレイル」を知らな
い者が６割弱程度いることから、認知率が低い現状がある。

・フッ化物洗口については、平成21年に北海道歯・口腔の健康づくり８０２０推
進条例が制定されてから、保健所が実施に向けて側面から支援を行い、多く
の市町で実施へと繋がったが、現在、未実施となっている施設においては、実
施できない大きな問題（予算やマンパワー不足等）を抱えていると考えられ
る。実施への理解が得られるように、関係機関と連携し、未実施施設数が減
少するよう支援する。
・オーラルフレイルについては、早期の対応により健康な状態に近づくことが
できることから、高齢者が適切な歯科医療や定期的な歯科健診を受けたり、
介護予防の取り組みに参加に促せるよう普及啓発を実施する。

○高次歯科医療及び休日救急歯科医療
・高次歯科等の高次歯科医療機関と一般歯科診療所間の病診連携や医科歯科連携を促進し、
南渡島圏域における適切な高次歯科医療を提供できるネットワークの充実に努めます。
・函館歯科医師会等の関係団体と連携しながら、函館口腔保健センターによる休日救急歯科医
療の確保の支援に努めます。
・道民が適切な歯科医療機関を選択できるよう、病院歯科を含む歯科医療機関医療機能情報を
ホームページ等により提供します。

・函館市に口腔悪性腫瘍や全身疾患等を有する患者への高度な
歯科医療に対応する「歯科口腔外科」を標榜する病院が６施設。
（令和５年１０月１日現在）
・医療情報ネットにより、歯科医療機関医療機能情報を提供。

・高度な歯科医療を必要とする患者等への適切な歯科医療を確保す
るために、病院歯科などの高次医療歯科医療機関と一般歯科診療
所との病診連携が求められている。
　また、日曜、祝祭日などの休日救急歯科医療体制を維持すること
が必要。

・引き続き、南渡島圏域地域推進方針に基づき、取組を実施する。

資料６－２



所属団体 役職等 氏　　名

公益社団法人　函館市医師会 会長 大原　正範 議　　長

一般社団法人　渡島医師会 会長 渋谷　好孝

一般社団法人　函館歯科医師会 会長 岩井　宏之

一般社団法人　函館薬剤師会 会長 栁原　正明

公益社団法人北海道看護協会　道南南支部 支部長 寺田　恵子

渡島管内社会福祉協議会連絡協議会 会長 藤谷　利弘

社会福祉法人　函館市社会福祉協議会 会長 大槻　寅男

社会福祉法人　北斗市社会福祉協議会 会長 栁谷　友明

学校法人　函館大妻学園 理事長 池田　延己

函館市女性会議 会長 佐々木　香

函館市 市長 大泉　潤

市立函館保健所 所長 山田　隆良

北斗市 市長 池田　達雄

松前町 町長 若佐　智弘

福島町 町長 鳴海　清春

知内町 町長 西山　和夫

木古内町 町長 鈴木　慎也

七飯町 町長 杉原　太

鹿部町 町長 盛田　昌彦

森町 町長 岡嶋　康輔

地方・地域センター病院（市立函館病院） 院長 森下　清文

地域医療専門部会 部会長 森下　清文

がん対策専門部会 部会長 中西　一彰

脳卒中対策専門部会 部会長 妹尾　誠

歯科保健医療専門部会 部会長 鈴木　均史

糖尿病対策専門部会 部会長 平田　博巳

在宅医療専門部会 部会長 川口　篤也

難病対策専門部会 部会長 堀内　一宏

保険者（北洋銀行健康保険組合） 常務理事 白尾　高宏 委嘱

北海道病院協会・北海道慢性期医療協会 理事長 高橋　肇 委嘱

一般社団法人　北海道精神科病院協会 理事長 三上　昭廣 委嘱

委嘱任期：令和８年７月３１日まで

圏域連携推進会議委員任期：令和８年３月３１日まで

南渡島圏域地域医療構想調整会議委員名簿

令和８年２月２０日現在

南渡島圏域地域医療構想調整会議
備　　考



所 属 団 体 役 職 等 氏 名 備　考

1 公益社団法人　函館市医師会 会長 大原　正範

2 一般社団法人　渡島医師会 会長 渋谷　好孝

3 一般社団法人　函館歯科医師会 会長 岩井　宏之

4 一般社団法人　函館薬剤師会 会長 栁原　正明

5 公益社団法人北海道看護協会　道南南支部 支部長 寺田　恵子

6 渡島管内社会福祉協議会連絡協議会 会長 藤谷　利弘

7 社会福祉法人　函館市社会福祉協議会 会長 大槻　寅男

8 社会福祉法人　北斗市社会福祉協議会 会長 栁谷　友明

9 学校法人函館大妻学園　函館大妻高等学校 理事長 池田　延己

10 函館市女性会議 会長 佐々木　香

11 函館市 市長 大泉　潤

12 市立函館保健所 所長 山田　隆良

13 北斗市 市長 池田　達雄

14 松前町 町長 若佐　智弘

15 福島町 町長 鳴海　清春

16 知内町 町長 西山　和夫

17 木古内町 町長 鈴木　慎也

18 七飯町 町長 杉原　太

19 鹿部町 町長 盛田　昌彦

20 森町 町長 岡嶋　康輔

21 地方・地域センター病院（市立函館病院） 院長 森下　清文

22 地域医療専門部会 部会長 森下　清文 兼務

23 がん対策専門部会 部会長 中西　一彰

24 脳卒中対策専門部会 部会長 妹尾　誠

25 歯科保健医療専門部会 部会長 鈴木　均史

26 糖尿病対策専門部会 部会長 平田　博巳

27 在宅医療専門部会 部会長 川口　篤也

28 難病対策専門部会 部会長 堀内　一宏

南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議委員名簿

令和８年２月２０日現在
（任期　令和８年３月３１日まで）



南渡島圏域地域医療構想調整会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 地域医療構想を策定する区域（医療法第 30 条の４第２項第７号の規定により定める区域のこと。以

下「構想区域」という。）において、関係者との連携を図りつつ、将来の病床数の必要量を達成するための

方策その他地域医療構想の達成を推進するために必要な協議を行うため、医療法第 30 条の 14 第１項に定

める「協議の場」として、南渡島圏域地域医療構想調整会議（以下「調整会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 調整会議は、構想区域内における次の事項について協議する。 

（１）病院・有床診療所が担うべき病床機能に関する事項 

（２）病床機能報告制度による情報等の共有に関する事項 

（３）北海道計画（地域医療介護総合確保基金の年度ごとの事業計画）に盛り込む事業に関する事項 

（４）その他の地域医療構想の達成の推進に関する事項 

 

（組織） 

第３条 調整会議は、次に掲げる者のうちから、渡島総合振興局長が委嘱した委員で組織する。 

（１）保健医療福祉サービスの受益者 

（２）保健医療福祉サービスの提供者 

（３）関係行政機関の職員 

（４）その他必要と認められる者 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、任期途中で退任した委員の後任者の任期は、前任者の残任期間

とする。 

 ２ 委員は、再任されることができる。 

 

（議長及び副議長） 

第５条 調整会議に、議長及び副議長を置く。 

 ２ 議長及び副議長は、委員が互選した者をもって充てる。 

 ３ 議長は、調整会議を代表し、会務を総理する。 

 ４ 議長に事故があるときのほか、議事の内容により議長に重大な利益又は不利益が生じるおそれがある

と委員の過半数が認める場合は、副議長がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 調整会議は、必要の都度、議長が招集する。 

 ２ 議長は、調整会議における協議をより効果的・効率的に進める観点から、議事等の必要に応じて、委

員の参加を制限することができるほか、委員以外の関係者の参加を求めることができる。 

 

（部会） 

第７条 調整会議には、必要に応じ、調整会議の承認を得て、部会を置くことができる。 

 ２ 部会に属すべき委員は、議長が指名する。 

 ３ 部会の運営は、部会を構成する委員が協議して行う。 

 

（庶務） 

第８条 調整会議に関する庶務は、渡島総合振興局保健環境部保健行政室企画総務課において処理する。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、調整会議の運営に関し必要な事項は、議長が調整会議に諮って定め

る。 

 

 附則 

この要綱は、平成 27 年 8月 29 日から施行する。 

この要綱は、平成 29 年 3月 21 日から施行する。 

この要綱は、平成 29 年 12 月 7 日から施行する。 



南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議設置要綱

（設置）

第１条 地域における保健医療福祉施策の総合的かつ一体的な推進を図るため、南渡島保健医療福祉

圏域連携推進会議（以下「連携推進会議」という。）を設置する。

（所掌事項）

第２条 連携推進会議は、次の事項について取り組むものとする。

（１）地域の保健医療福祉に関すること。

（２）その他、連携推進会議の目的達成のため必要と認められる事項

（組織）

第３条 連携推進会議は、次に掲げる者のうちから渡島総合振興局長が委嘱する。

（１）保健医療福祉サービスの受益者

（２）保健医療福祉サービスの提供者

（３）関係行政機関の職員

（４）その他必要と認められる者

２ 委員の任期は２年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。

３ 連携推進会議に委員の互選により、会長を置く。

４ 連携推進会議に副会長１名を置き、委員のうちから会長が指名する。

５ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。

（会議）

第４条 会議は、必要の都度会長が招集する。

２ 会長は、必要に応じて、委員以外の者を出席させることができる。

（専門部会）

第５条 連携推進会議は、必要に応じ、専門部会を置くことができる。

２ 専門部会は、連携推進会議の委員のほか別に渡島総合振興局長が委嘱した専門委員をもって組織

する。

３ 専門部会の部会長は、連携推進会議の委員とする。

（事務局）

第６条 事務局は、渡島総合振興局保健環境部保健行政室企画総務課に置く。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、連携推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が連携推進会

議に諮って定める。

附則

この要綱は、平成２０年９月１６日から施行する。

附則

この要綱は、平成２２年７月１３日から施行する。

附則

この要綱は、平成２４年４月２５日から施行する。

附則

この要綱は、平成２８年７月 １日から施行する。

附則

この要綱は、平成２９年９月２７日から施行する。


